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平成27年10月２日（金曜日）

午後１時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第23号 平成26年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○議案第27号 平成26年度宮崎県立病院事業会

計決算の認定について

出席委員（８人）

主 査 後 藤 哲 朗

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員 中 野 一 則

委 員 宮 原 義 久

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

県立宮崎病院長兼
菊 池 郁 夫

病 院 局 医 監

病 院 局 次 長 兼
緒 方 俊

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 長 倉 芳 照

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 稲 吉 孝 和

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 古 川 壽 彦

病院局県立病院
松 元 義 春

整 備 対 策 監

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 原 田 一 徳

○後藤主査 ただいまから決算特別委員会厚生

分科会を開会いたします。

まず、分科会日程についてであります。日程

につきましては、お手元に配付してあります日

程案のとおりで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日、開催されました主査会について

御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。お手元の分科会審査説明要領により行い

ますが、決算事項別の説明は、目の執行残が100

万円以上のもの、及び執行率が90％未満のもの

について、また、主要施策の成果は、主なもの

について説明があると思いますので、審査に当

たりましては、よろしくお願いいたします。

次に、監査委員への説明を求める必要が生じ

た場合は、主査において他の分科会との時間調

整を行った上で質疑の場を設けることとする旨、

確認がなされましたので、よろしくお願いいた

します。

次に、審査の進め方ですが、お手元に配付の

分科会審査の進め方（案）のとおりでよろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、分科会審査の進め方の

とおり進めさせていただきます。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午後１時４分休憩
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午後１時５分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について執行部の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いをいたします。

○渡邊病院局長 病院局でございます。よろし

くお願いしたいと思います。

当分科会に御審議をお願いしております議案

につきまして、その概要を御説明申し上げます。

お手元の平成27年９月定例県議会提出議案の

目次をごらんいただきたいと思います。

病院局関係の議案は、議案第27号「平成26年

度宮崎県立病院事業会計決算の認定について」

の１議案でございます。

同じく議案書の議案第27号の赤のインデック

スのところ、９ページでございます。

平成26年度宮崎県立病院事業会計の決算につ

いて、地方公営企業法第30条第４項の規定によ

りまして、議会の認定に付するものでございま

す。

今回、提出しております平成26年度の決算で

ございますが、元県立富養園の解体等に伴う特

別損失を計上した関係で、純損益は8,200万円余

の赤字となりましたが、特別損益を除く経常収

支３億3,600万円余のプラスとなり、２年連続の

経常黒字を達成することとなりました。

しかしながら、日南病院のさらなる収支改善

あるいは県立宮崎病院の再整備など、さまざま

な課題も残されていることから、引き続き、経

営改善に努めまして、本県の医療を担う中核病

院として、県民の皆さんに高度で良質な医療を

安定的に提供できるよう、全力を挙げて取り組

んでまいる所存でございます。委員の皆様方の

御指導、御支援を賜りたいと存じます。

なお、平成26年度病院事業決算の詳細につき

ましては、この後、次長より説明させていただ

きます。

私からは以上でございます。よろしくお願い

申し上げます。

○緒方病院局次長 それでは、平成26年度の決

算について御説明をいたしたいと思います。

説明は、お手元に配付しております常任委員

会資料ですが、県立病院事業会計決算審査資料

でさせていただきたいと思います。私からは、

病院事業全体の決算について御説明をいたしま

して、各病院ごとの決算につきましては、事務

局長から御説明させていただきますので、よろ

しくお願いいたします。

それでは、委員会資料の１ページをごらんく

ださい。

Ⅰ平成26年度県立病院事業会計決算状況でご

ざいます。

まず、１の患者の利用状況でございます。

平成26年度は、延べ入院患者数が34万2,887人、

延べ外来患者数が35万3,561人となりまして、前

年度と比べ、入院で1,593人、率にしますと0.5

％の増、外来で１万4,315人、率にして4.2％の

増となっております。

次に、２の収益的収支の状況でございます。

平成26年度の収益的収支の状況は、病院事業

収益が297億1,400万円余に対しまして、病院事

業費用が297億9,600万円余となりまして、純損

益は8,200万円余の赤、特別利益・特別損失を除

きます経常収支は３億3,600万円余の黒字となっ

ております。

従来であれば、前年度との比較を御説明する

ところでございますが、平成26年度から新会計

基準が適用されて単純比較ができないことから、
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前年度実績は、表の右側に参考として掲載させ

ていただいておりますので、後ほどごらんいた

だきたいと思います。

また、表の下に新会計基準による主な変更点

を記載しておりますので、簡単に御説明をいた

します。

まず、１点目ですが、長期前受金戻入として、

企業債等で取得をいたしました資産に係る当該

年度の減価償却相当分を収入として計上するこ

とができるようになっております。

２点目ですが、減価償却費として、補助金で

取得した資産に係る当該年度の減価償却はこれ

までしなくてよかったんですが、新たに費用に

計上するという必要が出てきております。

３点目ですが、６月に支払います賞与に係る

資金につきまして、引き当てることが義務づけ

られております。具体的には、特別損失として、

平成25年12月から３月までの４カ月分の賞与引

当金、約５億7,800万円余を計上しております。

資料をおめくりください。病院別の収支でご

ざいます。

各病院の収支状況は、事務局長の説明と若干

重複いたしますので、私からは、当年度純損益

と経営収支の状況について御説明させていただ

きます。

下を見ていただきまして、まず、宮崎病院で

ございますが、当年度純損益は１億8,700万円余

の赤となりましたが、経常収支は４億400万円余

の黒となり、経常収支は９年連続の黒字を確保

しております。

純損益が赤になりましたのは、特別損失の欄

にありますとおり５億9,100万円余の特別損失、

具体的には、先ほど局長からもありましたとお

り、県立富養園の解体に伴う費用３億2,000万円

余、それと、賞与引当金に係る特別損益２億6,800

万円余を計上したことによるものでございます。

次に、延岡病院ですが、当年度純損益は４

億5,600万円余の黒、経常収支も３億4,100万円

余の黒となっておりまして、ともに３年連続の

黒字を達成できております。

次に、日南病院ですが、当年度純損益が３

億5,100万円余の赤、経常収支も４億900万円余

の赤となりまして、引き続き、厳しい状況が続

いております。

次の３ページから５ページにかけましては、

各病院の決算状況の詳細でございますので、後

ほど各病院事務局長から御説明をさせていただ

きます。

それでは、６ページをお開きください。

４の資本的収支の状況でございます。

資本的収支は、医療器械の更新あるいは建物

の改良工事など、その効果が長期にわたって及

ぶ収支について示したものでございます。

表をごらんいただきまして、まず、資本的収

入ですが、30億9,000万円余となっております。

内訳といたしましては、企業債が、前年度にリ

ニアック等の高額医療機器の購入とか電子カル

テシステムの更新のほとんどが終了しましたこ

とから、７億1,800万円余となったところでござ

います。

一般会計負担金でございますが、23億7,200万

円余で、新たに、地域経済活性化・雇用創出臨

時基金から６億円を借り入れまして、延岡病院

の太陽光発電設備や各病院の医療機器購入を行

うなど、病院機能の強化を行ったところでござ

います。

次に、資本的支出をごらんいただきたいと思

います。

まず、建設改良費が15億4,300万円余で、主な

ものは、その他改良工事費としまして、先ほど
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申しました延岡病院の太陽光発電設備の整備や

３病院に地下水浄化システムを設置したほか、

医療機器の購入費、その下ですが、宮崎病院で

は細菌検査システム、延岡病院では重症用の生

体情報モニター、日南病院ではレーザー手術機

器等を購入したところでございます。

また、無形固定資産購入費、開発費でござい

ますが、これは電子カルテシステムの更新のほ

とんどが終了したことによりまして減少してお

ります。

企業債償還金ですが、25億8,800万円余で、ま

た、下の投資の1,080万円は、後期研修医の研修

資金貸与事業において貸与した研修資金でござ

います。

その結果、表の一番下でございますが、26年

度の資本的収支の差し引きは、10億5,200万円余

の支出超過となっております。なお、この不足

額につきましては、全額を損益勘定留保資金等

で補塡をしたところでございます。

７ページをごらんください。

５の企業債の状況でございます。

先ほど６ページの表でもお示ししましたが、

平成26年度の企業債発行額は（１）のとおり、

７億1,840万円となっております。

内訳といたしましては、各病院の施設改修や

地下水浄化システム等の改良工事に３億6,510万

円、各病院の医療器械や施設備品購入に３

億3,850万円、電子カルテシステムに関連する診

察券の発行機等の購入に1,480万円を充てたとこ

ろでございます。

次に、（２）の当年度償還額でございますが、

先ほど申しましたとおり、25億8,878万円余で、

その結果、（３）の平成26年度末の未償還残高

は、278億9,831万円余となっておりまして、記

載しておりませんが、前年度と比べ、18億7,000

万円余減少したところでございます。

参考までに、各病院ごとの平成26年度の企業

債の借り入れと償還の状況につきまして表に記

載しておりますので、後ほどごらんいただけれ

ばと思います。

８ページをお開きください。

６の貸借対照表でございます。

貸借対照表は、年度末時点における病院事業

の財政状況を明らかにするものでございます。

まず、資産の部の上から２番目、有形固定資

産の欄をごらんいただきますと、26年度末で301

億2,300万円余となっておりまして、昨年度と比

べ、約61億円減少しております。

これは、新たな会計制度の導入によりまして、

先ほど申しました、これまで補助金で購入した

建物あるいは器械備品等につきましては、減価

償却をしなくてよかったものが減価償却をする

必要が生じまして、過去の分も含めて必要額を

減価償却したこと等によるものでございます。

次に、流動資産の中に未収金というのがござ

います。その内訳として記載しております過年

度個人負担分１億2,300万円余は、患者からの診

療報酬未収分であります。

この個人未収金につきましては、平成18年度

から各病院に未収金徴収員２名を配置しまして、

電話催告あるいは自宅訪問等を行っております

ほか、患者に対しまして生活保護あるいは医療

費助成制度の説明を行うなど、新たな未収金の

発生を抑制する取り組みを行っているところで

ございます。

また、今年度から、回収困難な案件につきま

して弁護士法人へ回収業務の委託を開始してお

りますが、未収金の回収は、負担の公平の観点

から、あるいは経営の面からも重要な課題と思っ

ておりますので、今後とも病院事業全体で取り
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組んでいきたいと考えております。

なお、個人未収金以外の未収金につきまして

は、社会保険や国民健康保険等に対するもので

ございまして、現在は全て収納済みでございま

す。

次に、負債の部でございます。新会計基準の

大きな変更の一つとして、固定負債と流動負債

の欄に企業債（新）と記載があると思いますが、

新たに、ここの分のところに起業債を計上して

おります。

これは、旧会計基準では、下の資本の部の借

入資本金というのがございますが、ここの欄に

計上しておりました。民間企業では企業債は負

債と認識されますことから、制度改正が行われ

たものでございます。

また、同じく負債の部の下のほうに繰延収益

（新）と記載しておりますが、これは新たに長

期前受金等を計上したものでございます。

この長期前受金というものでございますが、

これは資産形成に係る補助金とか企業債償還の

ための一般会計負担金で、旧会計基準では、資

本の部の資本剰余金というところに計上されて

おりましたが、新会計基準では、当資金が、後

年度、収益的収支の中で減価償却に合わせて収

益として計上する、いわゆる収益化というのが

認められたことから負債に計上されることに

なったものでございます。

これらの会計制度の改正によりまして、26年

度末の負債の部の合計が424億3,800万円余、資

本の部の合計が61億5,500万円余となったところ

でございます。

なお、資本の部の当年度未処分利益剰余金、

下から３番目をごらんいただきたいと思います

が、マイナス66億9,800万円余となっており、昨

年度のマイナス275億5,500万円余から大幅に

減っております。

これは、先ほども申しましたとおり、旧会計

基準では資産形成に係る一般会計からの負担金

があった場合も、当該資産の減価償却に合わせ

て収入として計上する、いわゆる収益化ができ

なかったために費用だけがかさむことになりま

して、累積欠損金の発生につながっておりまし

たが、新会計基準で収益化が認められたことか

ら、今回、過去に収益化されなかった一般会計

からの負担金約208億円について、その影響によ

り発生した累積欠損金と相殺するという会計処

理を行った結果、減少したものでございます。

具体的に申しますと、負債の合計の欄の一つ

上に、長期前受金収益化累計額と今回新たに計

上しております。278億円計上しておりますが、

このうち約70億円が減価償却をする必要がな

かった補助金の収益化分、約208億円が減価償却

を行っていた一般会計負担金分の収益化分でご

ざいまして、この一般会計負担金の収益化分208

億円と累積欠損金の270億円を相殺したというこ

とでございます。

９ページをごらんください。

７のキャッシュ・フロー計算書でございます。

キャッシュ・フロー計算書は、損益計算書上

の収支と実際の現金の状況が、未収金や未払金

の影響によりまして一致しないことなどから、

事業活動と現金収支の関係を明確にするために

作成しているものでございます。

具体的には、病院事業活動を業務活動、投資

活動、財務活動の３つに分けて内容を記載して

おります。

表をごらんいただきますと、まず、Ⅰの業務

活動のキャッシュ・フローでございますが、当

年度純利益として8,200万円余のマイナス、現金

支出を伴わない経費といたしまして減価償却
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費24億8,300万円余のプラスを計上するなどし、

計の欄ですが、現金収支は12億100万円余のプラ

スとなっておりまして、資金繰りの状況は良好

と言えます。

次に、Ⅱの投資活動によるキャッシュ・フロ

ーでございますが、各病院の医療器械の更新や

建物の建設、改良工事等と一般会計からの繰入

金によりまして、８億2,000万円余のプラスと

なっております。

次に、Ⅲの財務活動によるキャッシュ・フロ

ーでございますが、企業債の発行による資金調

達と過去に発行しました企業債の償還によりま

して、18億7,000万円余のマイナスとなっており

ますが、これは企業債の償還が進んだことを示

しております。

その結果、下から３段目でございますが、現

金預金の増減額が１億5,000万円余増加いたしま

して、年度末の残高は63億6,300万円余となって

いるところでございます。

10ページをお開きください。

Ⅱの平成26年度の事業実施状況でございます。

まず、（１）の宮崎県病院事業経営計画2015と

（２）の県立宮崎病院再整備基本構想は、いず

れもことし３月に作成をいたしまして、概略を

５月に御説明をさせていただいております。

また、（３）の人材の確保・育成の①の医師確

保、③の研修医・看護師確保の状況につきまし

ては、先日の常任委員会で御報告させていただ

いておりますので説明は省略をさせていただき

たいと思いますが、さきの委員会で県病院の臨

床研修協力病院等の状況について御質問があり

ましたので、この場をおかりしてお答えをした

いと思います。

資料にはございませんけれども、現在、県病

院の協力施設として登録されている県内の公的

病院等は、宮崎大学附属病院のほか、宮崎病院

が椎葉村国保病院、美郷町国保西郷病院、国保

西米良診療所、日南病院が串間市民病院、日南

市立中部病院、延岡病院が済生会日向病院となっ

ておりまして、例えば、臨床研修２年目に行わ

れる１カ月間の地域医療研修が、研修医の希望

でこれらの施設で行われているところでござい

ます。

また、協力施設になるためにはどうするかと

いうことでございますが、研修実施に必要な施

設とか適切な指導体制があること、県病院の研

修管理委員会の構成委員になることなどの要件

がありますが、双方の合意があれば国に届ける

ことによって登録されるということでございま

す。

それでは、次に資料の②を見ていただきます

と、後期研修医研修資金貸与事業でございます

が、この事業は、延岡病院や日南病院の医師が

不足しておりますことから、初期臨床研修を修

了した後期研修医に研修資金を貸与しまして、

一定期間どちらかの病院に勤務すれば返還を免

除するというものでございまして、平成26年度

は６名に貸与したところでございます。

次に、④の看護師等医療スタッフの人材育成

事業は、医療スタッフの資質向上のため、認定

看護師等の専門資格の取得を促進したところで

ございます。

（４）の病院機能の強化といたしましては、

①のとおり、災害時の水源確保のため、３病院

に地下水浄化システムを設置いたしましたほか、

延岡病院に太陽光発電設備を設置したところで

ございます。

また、②のとおり、平成26年４月から、宮崎

病院の救命救急センターにドクターカーを導入

しましたほか、専任医師２名を３名に増員する
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などの体制強化を行ったところでございます。

11ページをごらんください。

Ⅲ監査結果報告書指摘事項等でございます。

監査結果につきましては、指摘事項が３件、

注意事項が１件となっております。

監査結果の内容とその後の対応については、

該当する病院から御説明をいたしますが、今回

の監査の結果を受けまして、真摯に受けとめ、

今後、適正な事務の執行に取り組むとともに、

病院事業全体で徹底したチェック体制の確立を

図っていきたいと思っております。

平成26年度決算に関する全体の説明は以上で

ございますが、今後とも、しっかり経営基盤を

確立いたしまして、全県レベルあるいは地域の

中核病院、あるいは地域医療充実の貢献等に積

極的に取り組むことによりまして、県民医療の

確保に職員一丸となって取り組んでまいりたい

と考えております。

説明は以上でございます。

○長倉県立宮崎病院事務局長 宮崎病院の決算

状況につきまして御説明申し上げます。

決算審査資料の３ページをごらんください。

まず、①の患者の状況であります。

入院の延べ患者数は15万804人で、前年度に比

べ5,531人の増、新規入院患者は１万337人で611

人の増、１日平均患者数は413人で、15人の増加

となっております。

患者１人１日当たりの入院収益は５万6,731円

で、高額の手術件数の減などで、前年度に比

べ1,286円の減となっております。

次に、外来の延べ患者数ですが、16万6,102人

で、前年度に比べ6,368人の増、新規外来患者数

は２万2,758人で、1,533人の増、１日平均患者

数は681人で、26人の増となっております。

患者１人当たりの外来収益は１万4,965円

で、913円の増となっております。

次に、②の収支の状況であります。

まず、病院事業収益は136億88万円となってお

ります。

このうち入院収益は85億5,500万円余となって

おり、前年度に比べ入院患者がふえたことから、

１億2,694万円余の増となっております。

その下、外来収益については24億8,500万円余

となっておりまして、患者数及び１人１日当た

りの外来収益が増加したことから、前年度に比

べ２億4,100万円余の増となっております。

また、その２つ下の長期前受金戻入は、新会

計基準が適用されることとなったことから、26

年度から計上されております。

次に、病院事業費用でございますが、137

億8,811万6,000円となっております。

これは、まず、給与費が、特例減額の廃止や

賞与引当金の計上、職員の増員等によりまして

３億7,820万円余の増となったこと、材料費が、

抗がん剤等高額な薬品費の増等により8,219万円

余の増となったこと、減価償却費が、新会計基

準の適用もありまして３億2,033万円余の増と

なったこと、特別損失が、元県立富養園の解体

等に伴う費用など、５億9,000万円余の増となっ

たことなどが主な要因となっております。

この結果、病院事業収益から病院事業費用を

差し引いた当該純損益は１億8,723万5,000円の

赤字となりましたが、特別損失を除く経常収支

では４億450万円余の黒字となったところであり

ます。

なお、監査における指摘事項は、宮崎病院に

つきましてはございませんでした。

説明は以上であります。

○古川県立延岡病院事務局長 延岡病院の決算

状況について御説明いたします。
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同じ資料の４ページをお開きください。

まず、①の患者の状況でございますけれども、

入院の延べ患者数は11万6,425人で、前年度に比

べまして1,838名の減、１日の平均患者数は319

人で、前年度に比べ５人の減となっております。

また、患者１人当たりの入院収益は５万8,522

円で、前年度より501円の増となっております。

延べ患者数につきましては、新規の入院患者

数が増加しておりますけれども、１人当たりの

入院期間であります平均在院日数が短くなった

ことなどにより減少したものでございます。

次に、外来の延べ患者数ですけれども、10万348

人で、前年度に比べ2,265人の増、１日平均の患

者数は411人で、前年度に比べ９人の増となって

おります。

また、患者１人当たりの外来収益は１万5,144

円で、前年度より1,365円の増となっております。

延べ患者数の増加につきましては、放射線治

療の機器更新のために休止しておりました治療

が再開できたことや循環器内科の医師が１名ふ

えたことなどによるものであります。

次に、②の収支の状況でございます。

病院事業収益は104億1,425万円余で、前年度

に比べ７億4,067万円余の増となっております。

病院事業費用は99億5,759万円余で、前年度に

比べ５億614万円余の増となっております。

なお、病院事業収益の長期前受金戻入、特別

利益並びに病院事業費用減価償却費、特別損失

につきましては増になっておりますけれども、

これは会計基準の変更によるものでございます。

また、給与につきましては、給与改定や前年

度に実施されました減額措置が終了したことな

どにより増加したものであります。

この結果、下から２行目になりますけれども、

当年度純損益は４億5,666万円余の黒字とな

り、24年度から３年連続で利益を計上したとこ

ろでございます。

次に、監査結果について御説明いたします。11

ページをお開きください。

平成26年度病院局に係る監査結果報告書指摘

事項等でございます。延岡病院につきましては、

３件の指摘事項がございました。

まず、収入事務について、公有財産の貸付料

について、調定事務のおくれ並びに納入通知の

大幅なおくれが見受けられたとの指摘を受けま

した。

これは、病院内の自動販売機設置場所につい

て、平成26年10月１日に公有財産の賃貸契約を

締結しておりましたけれども、事実発生日より

後に調定事務を行ったこと、並びに納入通知書

の発行がおくれたものでございます。

今後は、収入の事実の発生のときに直ちに調

定を行い、同時に納入通知書を発行するよう

チェック体制を強化するなど、適正な事務処理

に努めてまいります。

次に、契約事務についてです。

中央監視・防災センター管理運営業務委託等

について、契約締結期限内に契約を締結してい

ないものが見受けられたとの指摘を受けており

ます。

これは、契約期間の締結において、落札決定

の日から起算して７日以内とされている契約締

結期限を超過して契約を行ったものでございま

す。

今後は、病院局財務規程に基づき、チェック

体制を強化し、適正な事務処理に努めてまいり

ます。

次に、財産管理についてでございます。

病院事業職員公舎等について、入居承認手続

を行ってないものが散見されたとの指摘を受け
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ました。

これは、病院事業職員公舎等において、公舎

入居申請書が提出された後、入居承認通知書を

発行していなかったもので、監査指摘後、直ち

に公舎入居承認通知書の発行を行ったところで

ございます。

今回の指摘につきましては、真摯に受けとめ

まして、今後このようなことがないよう職員の

意識づけを行い、慎重かつ適正な事務処理に努

めてまいる所存でございます。

延岡病院につきましては以上でございます。

○稲吉県立日南病院事務局長 それでは、日南

病院の決算の状況について御説明いたします。

同じ資料の５ページをごらんください。

まず、①の患者の状況についてであります。

入院の延べ患者数は７万5,658人で、前年度よ

り2,100人の減となっております。

また、１日平均患者数は207人で、前年度より

６人の減となっております。

なお、患者１人１日当たりの入院収益は４

万4,717円で、前年度より40円の増となっており

ます。

次に、外来の延べ患者数は８万7,111人で、前

年度より5,682人の増となっております。

また、１日平均患者数は357人で、前年度より23

人の増となっております。

なお、患者１人１日当たりの外来収益は１

万1,243円で、前年度より236円の減となってお

ります。

入院患者が前年度から減少した主な要因とし

ては、外科医師が、25年の12月末と、それから26

年４月末にそれぞれ１名ずつ異動したことや、

内科医師の退職などが影響したものと考えてお

ります。

また、外来患者が前年度から増加した主な要

因としましては、歯科口腔外科の医師が１名増

加したことによるものと考えております。

次に、②の収支の状況についてであります。

入院患者数が減少したことから、入院収益が33

億8,300万円余となり、前年度より9,000万円余

の減となっております。

また、外来収益については、外来患者数が増

加したことから９億7,900万円余となり、前年度

より4,400万円余の増となっております。

なお、長期前受金戻入、特別利益につきまし

ては、会計基準が変更されたことにより増加し

たものであります。

その結果、病院事業収益については56億9,900

万円余で、前年度より１億2,200万円余の増と

なっております。

次に、病院事業費用であります。

まず、給与費でありますが、28億8,300万円余

となり、前年度より3,400万円余増加しておりま

す。これは、特例減額の適用期間終了等により、

給料が約5,000万円の増となったほか、22条看護

師の任用減に伴う賃金の減や法定福利費掛金の

減などによるものであります。

次に、材料費は10億5,300万円余で、前年度よ

り2,500万円余減少しております。その主な理由

は、入院患者数の減により薬品使用量が減少し

たため、薬品費が約3,500万円の減となったほか、

診療材料費においてカテーテルやペースメーカ

ー等費用が増加したため、診療材料費全体で

約1,100万の増となったことによるものでありま

す。

次に、経費は９億1,600万円余で、前年度よ

り1,600万円余増加しております。派遣看護師の

増及びＣＴスキャン保守料の増等により、委託

費が約5,700万円の増、医療事故損害賠償金の減

により雑費が約4,000万円減少したこと等によ
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り、経費全体では約1,600万円の増加となったも

のであります。

なお、特別損失につきましては、会計基準が

変更されたことにより増加したものであります。

この結果、病院事業費用全体では60億5,000万

円余となり、前年度より１億500万円余増加して

おります。

これらの結果、当年度純損益はマイナス３

億5,100万円余となり、昨年度より1,700万円改

善したところであります。

収支の状況については以上であります。

なお、日南病院の監査における指摘事項はご

ざいません。

日南病院の決算状況の説明は以上であります。

○後藤主査 以上で、執行部の説明が終了いた

しました。

質疑はございませんか。

○中野委員 順次質問していきたいと思います。

まず、１ページに関してですが、米印で説明

があった減価償却費のことですが、補助金で取

得したものを新たに償却費用に計上することに

なったということでしたが、補助金で取得した

というのは、補助金をもらってそれをどこかに

置いていたということですか。

それで、今度、償却費ということで費用に計

上するようになったんですが、その補助金は取

得額から圧縮記帳みたいなことをした残という

ことですか。

○緒方病院局次長 例えば補助金をもらったと

いたします。そして、そのもらったもので物を

買います。その物の効果は何年か耐用年数があ

りますので継続をします。この補助金について

は、ほかからもらったということで、その補助

金でもらったものについて今までは減価償却を

しなくてよかったんです。

だから、耐用年数が終わったときに、また補

助金をもらえるという形で、また新しい物が更

新できるという考え方のもとにやっていたわけ

ですけど、補助金があるかどうかわかりません

ので、今後は補助金をもらった部分につきまし

ても、ちゃんと減価償却をしていきなさいよと

いうのが会計基準としてなったわけです。

そのことで、過去に補助金はもらっているん

ですけれども減価償却をしてなかった分があり

ますので、過去の分までその減価償却しなさい

というのが今回の会計基準でもあります。

圧縮記帳というのは、私も会計が詳しくない

のでわかりませんけれども、その減価償却があ

る程度終わった時点で、貸借対照表から落とす

とか、そういう取り扱いはなされていたと思っ

ております。

○中野委員 例えば、医療機器の１億円のもの

を購入した。すると、その相当額を大体補助金

でもらったということですか。

○緒方病院局次長 補助率はものによっていろ

いろあるということで、２分の１もあれば……。

何が何かというのは、今、手元にありませんの

ではっきり答えられませんけれども、いろいろ

あるということです。

○中野委員 今までは、まとめていて償却もす

る必要がなく、そのまましていたんでしょうが、

これからは費用として償却をするわけですよね。

すると、これからの経理の仕方は、例えば１

億の医療機器を病院の資産として購入して、ちょ

うど２分の１、一般会計か何か知らんけど、県

から5,000万の補助をもらった場合に、その5,000

万は圧縮せんとですか。しなければ１億円に対

しての償却が発生しますよね。圧縮すれば5,000

万を資産として計上して、その5,000万を、10年

であれば10年分償却してとなりますよね。どっ
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ちを採用することになるんですか。

○緒方病院局次長 例えば、１億円のうち２分

の１補助ということで5,000万円の資産があった

場合は、例えば、貸借対照表に負債の部という

のがあります。ここの繰延収益長期前受金に１

億円の資産のうちの２分の１、補助金の5,000万

円相当分を計上することになります。その5,000

万円分相当を、例えば５年なら５年という形で

償却するということであれば、毎年1,000万ずつ

減価償却と収益化をして、その収益化累計額に

積み上げられていく会計の処理になるというこ

とでございます。

○山下委員 関連で、いいですか。

普通、国庫補助が２分の１だった場合は、例

えば１億だったら、5,000万の補助金が出る。あ

との5,000万に対して減価償却ができるんですよ

ね。それがどう違ったということですか。

○緒方病院局次長 今までは5,000万をしなくて

よかったわけですけど、その分もちゃんとやり

なさいという形になったということで、全額１

億円分相当を減価償却していく必要が出たとい

うことでございます。

○渡邊病院局長 関連して御説明します。

今おっしゃったのはみなし償却を言っていま

して、要するに、１億円のうち5,000万補助金が

あったら、残り5,000万だけを償却するのがみな

し償却。これが今度の新しい改正でできなくなっ

たんです。全体をやるという制度改革です。

○山下委員 ちょっと待って。例えば１億の機

器を買った場合に、２分の１の補助残に対して

減価償却ができるんですよね。収益から経費で

省いていけるんですが、今、局長が言われたの

は補助残の２分の１は償却資産の経費として落

とせないということ、それとも１億全部が落と

せるということですか。

○緒方病院局次長 今までは、言われるように、

自分たちの自主財源の分だけ、5,000万を減価償

却していたわけですけれども、１億円全部を減

価償却をしなさいという制度になったというこ

とです。

○山下委員 そのことは病院局の事務だけに限

らず、一般病院も補助があった場合は、それは

充当されていくということの理解でいいですか。

○緒方病院局次長 ちょっと詳しくないんです

けど、民間企業の場合には圧縮記帳が認められ

ております。公営企業の場合は圧縮記帳が認め

られてないので、全部を減価償却をする必要が

生じたということでございます。

○山下委員 病院事業をやっておられる方は、

かなりの恩恵が出てきたということですね。そ

ういう理解でいいですか。収益から、今まで5,000

万しか減価償却で落とせてなかったものが１億

全部償却できるということですから。減価償却

の仕方は定額法ですか、定率法ですか。

○緒方病院局次長 定額法です。

○山下委員 定額法ですね。では、倍の償却資

産がふえてくるということですよね。そういう

認識でいいんですか。

○緒方病院局次長 基本的にはそういう償却を

していく、費用化していく必要があります。費

用としては逆に余計、減価償却をしていく必要

が出てきているということでございます。

○山下委員 今、認識がちょっと違うんですけ

ど、１億の機器を買った場合に全て１億の償却

資産で費用計上をできるということは、経費と

して余計見てくれるわけですから、病院事業の

中では収益が物すごい黒字になりますよね。費

用で落とされる分が余計見れるわけですから。

そうならんですか。

○緒方病院局次長 済みません。ちょっと会計
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処理がわかりにくいんで、お時間ください。

○渡邊病院局長 山下委員がおっしゃるのは、

民間企業との関連もありましたですね。民間病

院については、ちょっとわかりません。これは

あくまでも公営企業法上の財務会計の改定とい

うことで、四十数年ぶりにやったわけです。そ

ういうことでございますので、民間の会計につ

いての回答は、我々としてはできないんですけ

ど。

○山下委員 わかりました。

その仕組みのことをもうちょっと明快に教え

てほしいんですけど、いわゆる減価償却費の経

費の落とし方が、減価償却を１億の経費で見て

くれるということは、費用で余計とってくれる

わけですから、税金上、経費で落としてくれる

わけです。病院事業の中では、費用がふえてく

るわけですから。

○緒方病院局次長 民間企業の場合には、そう

いう形で、費用がかかったほうが税金が減ると

いう意味では有利に働くという、委員のお話で

理解できましたけれども、公営企業の場合には

税金は関係ありませんので、減価償却を幾らし

ようが、控除されて税金が安くなるとか、そう

いう形にはなりません。

○山下委員 勉強になりました。

○中野委員 わかりました。いわゆる圧縮記帳

は認められないということですね。

であれば、減価償却云々という、この書き方

を何か誤解せんように書いてほしいなと。補助

金で取得したものは、その取得した全てを償却

できると。今までは圧縮ができたような説明で

したが、今度はできなくなったということです

よね。しかし、これが公営企業法の経理手法で

あれば我々が云々言うところではありません。

圧縮記帳はしないということですね。わかりま

した。

次に、行きます。宮崎、延岡、日南、それぞ

れの入院、外来、いろいろと説明がありました

が、要は病院のベッドの利用率ですよね。延岡

が非常に高くて、新規患者はふえたけれども延

べ数は減ったということは、入院日数が減った

ということだと思うんですが、そういう場合で

あっても、ベッドの利用率がマイナス1.3だけれ

ども、非常に高いですよね。82.6。前年が83.9。

この利用率というのはどこ辺までを求められる

もんですか。80％台というのは限界と見ればい

いですか。

○古川県立延岡病院事務局長 民間病院でいけ

ば90％以上というのがあるんですけれども、公

立病院の場合は、救急とか、集中治療とかあけ

とかないといけない部分もありますので、80％

台、85～86とかがいいのかなと。ただ、85～86

になると稼働率が100％になるところもあります

ので、公立病院としては83～84が限界かなと考

えております。

○中野委員 延岡病院はそれに近いわけですか

ら、前年比よりも減ったというものの、非常に

高率ですよね。限界すれすれにしているという

ことですね。ということは、余りこれ以上、入

院収益をうんとふやせる環境にないということ

ですね。

それと、宮崎と日南は、70％台だから、あと10

ポイントぐらいは上げられる努力はできると理

解すればいいんですか。

○長倉県立宮崎病院事務局長 現在、ここにご

ざいますように、26年度、77.2％でございまし

た。病院のそれぞれの病棟構成とか、診療科に

よって、いろいろと病床利用率の限界値等もあ

ろうかと思いますけれども、本病院として80％

を目標として運営されているところでございま
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す。

ちなみに、ことし９月の病床利用率は85％で

回っていますが、病床の運営がなかなか厳しい。

例えば多床室、４床室等が結構ございますけれ

ども、そこに認知症の患者さん等が入って１人

しか入れられないようなところが出ますと、70

％で、80％台でも実質満床というときもござい

ます。そういう意味では、なかなか厳しゅうご

ざいますけれども、今後とも病床利用率を上げ

ることがやはり収益を上げる大きな方策でござ

いますので、頑張ってまいりたいと考えている

ところです。

○稲吉県立日南病院事務局長 日南病院の場合

ですが、先ほど指摘がありましたように、26年

度、73.8％ということで、他の２病院に比べま

して大分低い状況なんですが、以前は、82％、83

％を維持していたときがあったんですけれども、

先ほど説明しましたように、やはり一番の問題

は、ドクターの数が年によってかなり増減する

ということです。いろんなデータ等を見てみま

すと、ドクター１人が主治医という形で入院患

者を10人前後、診ているわけです。ドクターが

１人減るということになると、１日に10人ずつ

患者数が診れないと。それが年間365日となる

と、3,000から3,500人ぐらいの入院患者数が当

然減ってくることになります。3,000人減ること

によって、３％ぐらい病床稼働率が増減すると

いうことですので、26年度、外科で２名、そし

て内科医で１名減っておりますけれども、確実

に医師が毎年同じ状況で確保できれば、病床稼

働率は80％に限りなく近づいていくんではない

かなと考えているところです。

病床稼働率が１ポイント上昇することによっ

て、当院の場合は約5,000万円ふえる状況です。

５％ふえることになると２億5,000万円ふえるの

で、いかにして毎年コンスタントに医師の確保

できるかが、今後の課題かなと思っています。

そしてまた、現在、急性期病院としてやって

いるわけですけれども、今後いろんな医療の環

境の変化に対応するということです。７対１病

棟の維持で、急性期のみではなかなかマックス

の病院運営はできないということもあって、い

わゆる急性期の地域包括ケア等のところも視野

に入れながら─今年度８月に地域包括ケア導

入しましたけれども─そういう同じ診療を行

うのであれば、より高い診療報酬が得られる模

索をしていく必要があるだろうと。これについ

ては今後も検討を重ねながら収益改善に努めて

いきたいと考えております。

○中野委員 日南病院ですが、さっき、外科医

の異動でということを言われた。異動とは、外

科医が減ったという、少なくなったということ

ですか。それと、外来は、歯科口腔医が今まで

いなかったのがいるようになったということで

すか。人数がふえたという意味だったですか。

○稲吉県立日南病院事務局長 そのとおりです。

外科が２名減った時期と１人減った時期があっ

て、平均１年間を通すと1.5人ぐらい減っている

ということと、外来がふえたのは、歯科口腔外

科ができたということであります。

○中野委員 次、８ページの貸借対照表のこと

について、１カ所だけお尋ねしたいと思います。

さっきもありましたが、流動資産のうちの未

収金45億1,000万円、大変多い金額ですが、その

うちの医業未収金というのは１億2,300万円で、

その差し引きの数字は約43億円です。これは医

業未収金とは違った、ほかの未収金という意味

なのか、そのほかにも医業未収金があるのかと

いうことです。

というのは、わざわざ、うち医業未収金の（過



- 14 -

平成27年10月２日(金)

年度個人負担分）というのが１億2,369万7,000

円、ここに書いてありますよね。１億2,369

万7,000円は、全てが過年度分と読むんですか。

○緒方病院局次長 未収金の内訳を申しますと、

診療報酬の２カ月分なんですけど、国民健康保

険からまだ入って来てない未収金の分が約28億

円ございます。社会保険の診療報酬の未収金、

２カ月分ですが13億円あります。そして、個人

からの未収金、これは過年度分が１億2,300万円、

そして、26年度、発生した分が7,500万円ほどあ

ります。あと、その他で市町村からの高額療養

費がまだ入っていないとかで、約１億8,000万円

ほどあります。ほとんどが国民健康保険、社会

保険の２カ月分の診療報酬の未収金ということ

でございます。

○中野委員 わかりました。個人が7,500万円ほ

どあると言われましたが、その7,500万円は未収

金の45億1,000万円の中に入っているのか。要は

この過年度分の個人負担分とは別の金額と見れ

ばいいんですか。いわゆる過年度分はもう純粋

に１億2,300万円ありますよということですか。

○緒方病院局次長 委員のおっしゃるとおりで、

過年度分が１億2,300万円あるということで、26

年度に発生したものが7,500万円あるということ

でございます。

○中野委員 わかりました。じゃ、過年度分で

一番古いのは、どこの病院でどのくらいあるの

かをお願いいたします。

○緒方病院局次長 今資料がありませんので、

少しお時間をください。

○稲吉県立日南病院事務局長 日南の場合です

が、一番古いのは、平成６年の未収金がまだ９

万4,500円残っております。トータルで大体5,700

万円ぐらい残っているわけですけれども、これ

はやはり通常であると３年で一応時効というこ

とで、本人が時効を援用すればなくなるわけで

すが、やはり地道にアプローチするということ

で、この過去の分についても徴収員が直接伺っ

て粘り強く交渉し、不納欠損のほうに回さずに、

取り組んでいるという状況でございます。

○古川県立延岡病院事務局長 延岡病院の場合

は、平成５年分が１件ほど残っておりまして、

金額で６万7,000円が残っております。

○長倉県立宮崎病院事務局長 済みません。手

持ちの資料では、県立宮崎病院の一番古いのは

わかりません。古いのでは22年度以前が809件

で、4,132万4,949円ということになっておりま

す。

○中野委員 古いのは平成６年とか平成５年と

か、また、宮崎は22年度以前が809件ですか。か

なりの数字ですが、さっきは、これに関する時

効は、３年と言われましたが、３年なんですか。

○緒方病院局次長 未収金に関する消滅時効は

３年でございますけれども、患者さんが援用し

ないと続くということでございます。原則はおっ

しゃるとおりで３年でございます。

○中野委員 全てこれは時効が成立したという

ものはないんでしょうね。全て時効中断の措置

はされていると、そう理解していいんですか。

○緒方病院局次長 時効中断は、催告をするこ

とが時効中断理由になるわけですけれども、そ

の催告をやった後はずっと時効が進行しますの

で、２度目に催告したからそこが中断するとい

うことではありません。その間に一応時効は進

んでいるわけですけれども、患者さんがこれは

時効だと言えば、こちらはどうしようもないん

ですけれども、そこを言われなければやはりま

だ返してもらう、誠意があるということに関し

ましては、時効がたったものについても、やは

り粘り強く回収の働きかけをしているというこ
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とでございます。

○中野委員 その答弁は、債権管理としては非

常に不安定な説明で、法的争いをされれば、実

際時効が発生して支払わなくてもいいという判

決をもらわれるんじゃないですか。やっぱり未

収金の債権の管理はきちんとしておかないと、

そして、どうしようもないものは欠損処理か何

かせざるを得んと思うんです。

だから、平成６年とか、20年もう越えていま

すよね。だから、その辺をまた現実的な処理も

含めて何かしていかないと、その管理ばっかり

に、また人件費だったり余計なお金が必要だっ

たりする。リアルな処理をする。そして、これ

からのものはちゃんと時効中断を、３年おきに

ぴしゃっとしておくということも含めて、こう

いう債権管理はきちんとしてほしいと思います。

○緒方病院局次長 おっしゃるように、もうこ

れ無理だなということで、亡くなったとか、相

続はしてもう無理ということであれば、不納欠

損という形で、委員が言われるような処理をし

て、債権管理をきちっとやる形をとっています。

あと、委員が言われるように、きちっと管理

をしていかないといけないということもありま

すので、今年度、弁護士法人に委託しまして弁

護士からの催告等で回収を促進するという新た

な取り組みも始めております。委員の言われる

不納欠損の処理あるいは回収の促進という形で、

この未収金の債権管理はきちっとやっていくよ

うに努めていきたいと思います。

○中野委員 一段の努力をお願いいたします。

私が不納欠損をと言ったわけだから、我々も、

そう20年も越える者、あるいは15年、10年を越

える者が病院に来たということは健康でない人

が来たわけやから、帰ってそのまま働けなかっ

たり、退院をすればいろいろですが、そういう

人を相手取って何百件という、平成22年以前の

ものでも宮崎病院だけで809件あるわけですか

ら。809件も管理するのは大変です。何人でやっ

てらっしゃるかわかりませんが。

ほかの議員はわかりませんが、私は経営をス

ムーズにしたり、もっと現実的なことを、前向

きなことをするためには、不納欠損処理もやむ

を得ないと。何もせずにぽんぽん切ってはいか

んです。相手を見ながらすべきときに来ている

んじゃないかなと思いますので、勇断をもって

何か処理してください。本局がやらないと各病

院はし切らんです。局長と次長が勇断をもって

指示せん限り。そしてまた、そのことはきちん

と議会にも報告すればいいわけですから。要望

しておきます。お願いします。

次、11ページ。延岡病院だけが指摘事項があ

りましたが、全部これは事務的なミスですよね。

調定事務のおくれ、納入通知の大幅なおくれ、

それから、契約を締結しなかった、入居承認の

手続を行っていなかったということですが、こ

れは組織的にこういう状況になったもんかどう

か、ある特定な人の作業でこんなふうにおくれ

たものかをお尋ねします。

○古川県立延岡病院事務局長 異動があったり、

職員が休職に入ったりして、引き継ぎがうまく

いかなかったという状況で、こういうことが発

生いたしました。

○中野委員 何かわかったような、わからんよ

うな答弁でしたが、それはある特定の人に限っ

てのことだったのか、担当としてここに複数の

人がかかわっているのですか。

○古川県立延岡病院事務局長 担当の係があり

ますけれども、同じ係でこういうことが発生し

たということでございます。

○中野委員 １人の職員がかかわっておったの



- 16 -

平成27年10月２日(金)

がこうなったということですよね。

○古川県立延岡病院事務局長 １人の職員が休

んだというのがございます。引き継ぎで違う人

が何人かでやっているということです。

○中野委員 当初の１人がそういうことになっ

たから、引き継いでそうなったということでしょ

うが、病気か何かで休んでそうなったんだとは

思いますが、延岡病院だけですから、その辺の

ことは、管理職が職員をきちっと管理して。い

ろんな理由で休まれたんでしょうから、やはり

こういう中身のチェックは、契約にかかわるよ

うなことが多いですから、きちんと平素から職

員管理をしてほしいと思います。これは要望し

ておきます。

○山下委員 ちょっと教えてください。２ペー

ジの病院別収支の宮崎病院。特別損失で３

億2,000万円が計上してあるという説明だったん

ですが、これは解体費用のことですか。

○緒方病院局次長 富養園の解体費が３億円強、

それと、先ほど言いました賞与引当金の特別損

失が１億ちょっとだと思いますけど、それが２

つ入っているということでございます。

○山下委員 富養園を廃止して宮崎病院に持っ

てきて、もう何年になりますか。

あわせてお聞きしたいんですけど、跡地利用

等についてもずっといろいろ協議はなされたと

思うんですが、その経過をちょっと教えてくだ

さい。

○緒方病院局次長 富養園が宮崎病院に移管さ

れたのは21年でございます。建物をやっぱりそ

のままにしておくといけないということで、26

年度に解体をしたということでございます。

現在、跡地は更地になっておりますが、管理

棟はまだ残っておりまして、そこでＮＰＯ法人

が精神者の通所型のＮＰＯ活動をされておりま

す。

これは、なぜそういう形になったかといいま

すと、富養園は寄附財産でありましたから、廃

止をする段階で、やはり何らかの形での病院的

な機能を残してほしいということがありまして、

いろいろやったわけですけれども、なかなか民

間病院が来るとかいうことがなかったものです

から、公募したところ、ＮＰＯ法人が精神関係

のことをやりたいということで残っていらっ

しゃるということです。

現在、更地を今後どうするかにつきましては、

新富町もそれを活用して何らかの事業ができな

いかということで、今、検討をされております

ので、その検討結果を待っている状況でござい

ます。

○山下委員 ありがとうございます。今、ＮＰ

Ｏに貸し付けされているということですが、貸

借の条件は何かついているのですか。

○緒方病院局次長 最初にＮＰＯ法人と事業を

始めたのは、県も一緒になって事業を始めると

いう形でやったもんですから、３年間一緒に事

業をやりました。そういう経緯があるもんです

から、現在は無償貸与という形での継続、１年

ごとの更新をやっている状況でございます。

○山下委員 もう一点。その施設の利用者って、

どれぐらいの人たちが利用されていますか。

○緒方病院局次長 済みません。正確な数字は

持っておりませんけれども、20人程度だと記憶

しております。

○宮原委員 ３ページ、４ページ、５ページで、

それぞれ病院の１日当たりの入院の収益、外来

の収益というのが、宮崎と延岡は大体似たよう

な金額になっているんですが、日南の金額が低

いのは、これは高額な医療、そういった部分が

別の病院と違うのか。この違いはどういう理由
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なんですか。

○鬼塚県立日南病院長 宮崎病院と延岡病院と

違うのは、高額といいますか、重症度の違う患

者さんが来られていると。日南病院は二次救急

施設で、ほかの病院は三次救急ということも違

いますし、それから心臓外科、大動脈の外科と

いった大きな施設が日南病院はなされていませ

んので、自然とそういう単価が違うと思ってい

ます。

○外山委員 当然この入院患者の差にも該当す

るわけですね。

○鬼塚県立日南病院長 入院患者の数について

は、先ほどから話が出ていますけれども、外科

医が２名減ったことと、それから、内科医が１

人、これが退職したと。そういう理由で減った

ということであります。

○外山委員 人数もですけれども、入院費、１

人当たりの収益です。この差も、先ほどおっ

しゃったような重篤な入院患者の差でしょうか。

例えば、延岡が５万8,000円なのに、日南が４

万4,000円と差がありますでしょう。さっきの理

由と、これは同じことですか。

○鬼塚県立日南病院長 先ほど宮原委員に答え

たような理由でございます。

○稲吉県立日南病院事務局長 ちょっと補足を

させていただきますと、先ほど院長が申しまし

たように、例えば脳血管外科でいきますと、宮

崎病院の場合は１人当たりで14万2,000円です。

それから、延岡でいくと11万5,000円ということ

で、通常の大体５万円の単価からすると２倍以

上の差が出ていると。

それとまた、各診療科の状況を延岡と日南で

見てみますと、内科とか循環器内科、それぞれ

特徴があって、内科でいくと、例えば急性の白

血病でいくと日南病院は全く患者がいないわけ

ですが、延岡病院ですと月3.7人ぐらい来ている

と。そういう実績のある手術がそもそも病院に

よって違うと。循環器内科でいっても、狭心症

とか慢性虚血性疾患等でいっても、日南病院の

場合は月に大体10.7件なんですが、延岡の場合

は51.8件ということで、５倍患者さんが多いと。

それが単価としては12万5,000円と６万4,000円

ですので、その単価の大きい差が患者数の差に

も実際出てきているということで、当然単価が、

やはりいろんな診療科の中でも差がちょっとず

つ出てきていると。

ただ、外科等については、日南病院も、胃が

んとかについては、大体、月に5.8件で、延岡

が5.4件ですので、大体同じぐらいの診療科も確

かにあります。

ですから、診療科によって、高い手術をやっ

ている患者さんの差がありますので、一概に延

岡病院がやれるから日南病院も同じようにやれ

るという状況にはなかなかないのかなと考えて

います。

○前屋敷委員 監査委員の公営企業決算の意見

書の中の78ページで、正規の職員数が1,464名と

なっているんですけれども、ドクター、看護師、

それから事務職員含めて1,464人の正規というこ

となんだろうと思うんですが、非正規では職員

が何人いるのか。その辺がわかれば教えてくだ

さい。

○緒方病院局次長 ちょっと時点が違うんです

けれども、大きくは変わらないと思いますので

御了解をいただきたいと思いますが、非常勤職

員が全体で304人、それと、看護師の臨時職員が64

人でございます。

○前屋敷委員 では、この臨時の方、正規の方

と合わせて1,800人ぐらいいるということでいい

んですか。
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○緒方病院局次長 そういうことになると思い

ます。

○前屋敷委員 あと、ドクター、医師の数のこ

とについてなんですが、委員会資料の10ページ

で、平成26年度末で193人ということで、これま

でドクターの数は御努力いただいて、ふえてき

ている状況で、現在にそれがトータルとしては

至っていると。なかなか厳しいところはやっぱ

り日南病院かなと思っているところです。

県立病院は、地域の中核病院として大きな役

割を果たしますし、全ての診療科がそろってい

ることが大きな必要な要素にもなっていると思

うんですけれども、宮崎病院は全て、休診して

いるところはなかったですか。あと、延岡病院

と日南病院で、今、休診している科をちょっと

改めて。

○緒方病院局次長 宮崎病院は、休診をしてい

る科はございません。

延岡病院が、神経内科、それと、眼科が一時

休診をしておりましたけれども、ことしの４月

から週３回、宮崎大学から先生に来ていただく

ことで外来を再開をしております。

あと、日南病院については、やはり神経内科

が休診をしていますけれども、これも週１回は

来ていただいている状況でございます。あと、

皮膚科が休診で、これも週２回ほど来ていただ

いております。あと、精神科が休診となってお

ります。

○前屋敷委員 それぞれ週何回かずつフォロー

して、特に日南あたりのところはなかなか専門

科に行くのも難しいところもあったりして、やっ

ぱり県病院に頼らざるを得ないこともあります。

かなり努力をしていただいて、穴があくことが

ないようにということで、ドクターとの関係で

なかなか難しいところありますけど、引き続き、

全ての診療科において受診できるような体制を

頑張っていただきたいと思うところです。よろ

しくお願いします。

それと、同じく委員会資料の10ページで、研

修医の貸与事業です。これで延岡病院、日南病

院に一定期間勤務ということですが、この一定

期間の勤務というのは決まっているんですか。

○緒方病院局次長 ２年間勤務していただくこ

とが条件になっております。

○前屋敷委員 わかりました。

○緒方病院局次長 失礼しました。貸与期間に

合わせて勤務していただく、１年の場合には１

年でございます。最高２年間、３年間貸与期間

があったとしても２年間という意味でございま

す。

○後藤主査 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 以上をもちまして病院局を終了い

たします。皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時29分休憩

午後２時41分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

５日、月曜日の分科会は、午前10時に再開し

まして、福祉保健部の第１班から審査を行うこ

とといたします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後２時41分散会
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午前９時58分再開

出席委員（８人）

主 査 後 藤 哲 朗

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員 中 野 一 則

委 員 宮 原 義 久

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 桑 山 秀 彦

福祉保健部次長
髙 原 みゆき

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健･医療担当）

こども政策局長 椎 重 明

部参事兼福祉保健課長 渡 邊 浩 司

部参事兼医療薬務課長 孫 田 英 美

薬 務 対 策 室 長 甲 斐 俊 亮

看 護 大 学
河 野 譲 二

法人化準備室長

国保・援護課長 日 髙 裕 次

長 寿 介 護 課 長 松 田 広 一

医療・介護連携
横 山 浩 文

推 進 室 長

障がい福祉課長 川 原 光 男

衛 生 管 理 課 長 竹 内 彦 俊

健 康 増 進 課 長 木 内 哲 平

感染症対策室長 片 平 久 美

こども政策課長 川 畑 充 代

こども家庭課長 徳 永 雅 彦

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 原 田 一 徳

○後藤主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成26年度決算について概要説明

を求めます。

○桑山福祉保健部長 それでは、福祉保健部の

説明を申し上げます。

平成26年度の決算等の概要でございますが、

お手元の決算特別委員会資料の１ページをごら

んいただきたいと思います。

これは、未来みやざき創造プラン（長期ビジョ

ン）におきます分野別施策のうち、福祉保健部

に関連するものを体系表にしたものでございま

す。

まず、分野のＡ、人づくりにつきましては、

将来像といたしまして、安心してこどもを生み、

育てられる社会など、３つの目指す将来像を定

めまして、具体的には、一番右の施策の柱にあ

りますように、安心こども基金を活用した子育

て支援の充実あるいは、高齢者が活躍する社会

の推進、高齢者団体と多様な主体との連携によ

ります取り組みなどを施策の柱として推進した

ところでございます。

次に、Ｂ、くらしづくりの分野でございます

けれども、Ｂ―１にありますように生き生きと

暮らせる健康・福祉の社会など、２つの目指す

将来像を定めまして、施策の柱としまして健康

づくりの推進や、みんなで支え合う福祉社会の

推進などに取り組みましたほか、医療提供体制

平成27年10月５日(月)
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の充実でありますけれども、地域医療介護総合

確保基金などを活用した医療従事者の養成・確

保や救急医療体制の強化などに取り組んだとこ

ろでございます。

なお、詳細につきましては、後ほど別冊の主

要施策の成果に関する報告書に基づきまして担

当課長から説明をさせますので、よろしくお願

いをいたします。

それでは次に、資料の２ページをごらんいた

だきたいと思います。

福祉保健部の平成26年度決算状況について御

説明を申し上げます。

一般会計につきましては、予算額が996億9,701

万5,000円、支出済額が970億5,480万73円、翌年

度明許繰越額が15億868万4,000円、不用額が11

億3,353万927円となったところでございます。

執行率は97.3％となっておりまして、翌年度へ

の繰越額、２月補正が多数ございました。翌年

度への繰越額を含めますと98.9％の執行率と

なっております。

また、特別会計につきましては、こども家庭

課所管の母子寡婦福祉資金特別会計であります

が、予算額が３億8,487万円、支出済額が１

億2,432万7,950円、不用額が２億6,054万2,050

円となったところでございます。執行率は32.3

％となっております。

次に、資料の35ページをお開きいただきたい

と思います。

福祉保健部に係る監査報告における指摘事項

等について御説明を申し上げます。

監査報告における指摘事項、注意事項及び要

望事項につきましては、この35ページから39ペ

ージにかけまして記載のとおりでございます。

そのうち、35ページの指摘事項につきまして

は、全体で２項目ありまして、３つの機関に対

しまして３件の指摘を受けております。

これらにつきましては、後ほど担当課長から

御説明を申し上げます。

また、別冊になりますけれども、平成26年度

宮崎県歳入歳出決算審査意見書及び基金運用状

況審査意見書の49ページをごらんいただきたい

と思います。

特別会計であります母子寡婦福祉資金特別会

計につきまして、記載のとおり、意見・留意事

項等の指摘を受けております。

御指摘等をいただいた点につきましては、真

摯に受けとめまして、適切な事務処理に努めて

まいりたいと考えております。

以上、福祉保健部の26年度の決算等につきま

して概要を御説明いたしましたが、詳細につき

ましては、この後、各課長から御説明を申し上

げます。

御審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

○後藤主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これより、福祉保健課、国保・援護課、長寿

介護課、障がい福祉課の審査を行いますので、

それぞれ説明をお願いします。

なお、委員の質疑は４課の説明が全て終了し

た後にお願いをいたします。

○渡邊福祉保健課長 福祉保健課でございます。

福祉保健課の平成26年度決算につきまして御説

明をさせていただきます。

お手元に配付しております平成26年度決算特

別委員会資料の２ページをお開きいただきたい

と思います。

福祉保健課は一番上の段になりますけれども、

左から、予算額89億8,817万4,000円、支出済額89

億2,543万2,276円、翌年度明許繰越額4,000万円、

不用額2,274万1,724円となっております。執行
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率は99.3％で、翌年度への繰越額を含めます

と99.7％でございます。

以下、内容の説明に入りますけれども、各課

とも目における不用額が100万円以上のもの及び

執行率が90％未満のものについて御説明をさせ

ていただきます。

３ページをごらんいただきたいと思います。

まず、（目）社会福祉総務費についてでありま

す。

翌年度繰越額4,000万円でございますけれど

も、これは、昨年度、国の経済対策の一環とし

て創設されました地域活性化・地域住民生活等

緊急支援交付金を活用した事業といたしまして、

平成27年２月議会で御承認をいただきました世

代間交流・多機能型福祉拠点支援事業につきま

して、今年度、事業を実施するために繰り越し

を行ったものであります。

また、不用額250万8,337円につきましては、

主なものは、負担金・補助及び交付金の不用額94

万4,800円でございまして、これは、民生委員活

動費等負担金の事業費が確定したことなどによ

る執行残でございます。

次に、（目）社会福祉施設費の不用額509万2,538

円についてであります。

主なものは、次の４ページになりますけれど

も、工事請負費の不用額346万9,656円でありま

して、これは、総合保健センターの空調の更新

工事の執行残などによるものでございます。

次に、（目）精神保健福祉費の不用額512万4,626

円についてであります。

これは、旅費や委託料など自殺対策に係る事

務費の執行残や、市町村が取り組む自殺対策事

業への補助金の額の確定に伴う執行残などでご

ざいます。

６ページをごらんください。

（目）保健所費の不用額572万8,035円につい

てであります。これは、県内の８つの保健所の

職員人件費や運営に関する経費でございまして、

旅費、需用費、役務費等の執行残でございます。

７ページをごらんください。

（目）医務費でございますけれども、不用額

は196万3,637円、執行率は86.7％となっており

ます。これは、需用費や旅費など、連絡調整課

としての活動事務費の執行残であります。

福祉保健課の決算に関する説明は以上でござ

います。

続きまして、主要施策の成果に基づきまして、

福祉保健課の主な事業について御説明をさせて

いただきます。

別冊となりますけれども、主要施策の成果に

関する報告書をごらんいただきたいと思います。

福祉保健課は65ページとなります。

１の（１）健康づくりの推進についてであり

ます。

施策推進のための主な事業及び実績の「自殺

ゼロ」プロジェクト推進事業であります。

主な実績内容等にありますように、市町村や

民間団体が取り組む自殺対策への支援や看護師、

薬剤師等を対象とした人材養成研修、自死遺族

支援マニュアルの策定、県民向け普及啓発活動

などを行ったところでございます。

次の市町村自殺対策緊急強化モデル事業であ

りますけれども、市町村の自殺対策行動計画策

定ですとか、同計画に基づく取り組みに対する

支援などを行ったところでございます。

66ページをお開きください。

新規事業「地域で見守る「こころの健康サポ

ーター」養成事業」でありますが、地域の見守

り体制の充実を図るため、理美容院の関係者に

対し、延岡、小林、高鍋の３つの地区において
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研修を行ったところであります。

次に、施策の成果等でありますけれども、①

にありますように、自殺の現状や課題を官民で

共有しながら、人材育成や相談窓口の設置、普

及啓発等の総合的な自殺対策を実施するととも

に、市町村や民間団体の主体的な取り組みを支

援したところであります。

また、②にありますように、自殺の要因の一

つであります鬱病を早期に発見し、適切な治療

へ結びつけるため、西諸地域において、かかり

つけ医による精神科医紹介システムを運営し、

鬱病の疑いのある患者の早期発見、早期治療を

促進するとともに、③にありますように、商工

会議所等の経営指導職員や理美容店の関係者へ、

気づきや声かけに関する研修を行ったところで

あります。

今後は、④にありますように、地域のきずな

づくり、孤立防止などの地域に密着した取り組

みや、鬱病、自殺未遂等のハイリスク要因への

的確なアプローチにより、自殺者の減少を図っ

てまいりたいと存じます。

次に、67ページをごらんください。

（２）みんなで支え合う福祉社会の推進につ

いてであります。

施策推進のための主な事業及び実績の上の欄

になりますけれども、地域福祉活動推進事業で

ございます。主な実績内容等にありますように、

共に支え合う地域福祉推進事業や地域社会のき

ずな再生推進事業などにより、地域福祉を支え

る担い手の育成を初め、民間企業や市町村等と

協働して行う地域での見守りや声かけ活動など、

住民相互の支え合いによる地域福祉活動に対し

て支援を行ったところであります。

次の地域生活定着促進事業でありますが、高

齢や障がいのため、福祉的な支援を必要とする

刑務所等出所者に対し、地域生活定着支援セン

ターを設置しまして、円滑な社会復帰のための

支援を行ったところであります。

次に、68ページをお開きください。

一番上の福祉サービス利用支援推進事業であ

りますが、安心生活サービス利用支援事業によ

り、認知症などによって判断能力が十分でない

方に対して福祉サービスの利用手続の援助や金

銭管理サービスを行いまして、住みなれた地域

で自立した生活が送れるよう支援を行うととも

に、福祉サービス運営適正化推進事業により、

福祉サービスに関する利用者の苦情相談等に対

応したところでございます。

次に、福祉サービス第三者評価推進事業であ

りますが、これは、県が認証した評価機関が福

祉施設のサービスの質を評価し、公表すること

により、福祉サービスの質の向上を図る制度で

ありまして、平成26年度は14の施設が評価を受

けたところであります。

次に、福祉人材センター事業でありますが、

求人・求職相談や講習会の実施などにより、介

護職等の人材確保に努めるとともに、福祉の職

場見学会などにより福祉の仕事への理解促進を

図ったところであります。

次に、69ページをごらんください。

施策の成果等でありますが、①にありますよ

うに、地域福祉を担う人材の育成や住民相互の

支え合いによる地域福祉活動への支援を行うと

ともに、地域福祉計画に基づく福祉避難所の整

備充実の支援、先駆的な取り組みの普及啓発を

行ったところであります。

また、②にありますように、福祉サービスの

利用援助や利用者からの苦情・相談の解決への

取り組みを支援することなどにより、福祉サー

ビスを利用しやすい環境の整備に努めたところ
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であります。

また、③にありますように、福祉ニーズの増

大に対応するため、福祉人材の就労あっせんや

相談等を行い、人材の確保を図るとともに、社

会福祉従事者等に対する研修を実施することに

より、資質の向上を図ったところであります。

70ページをお開きください。

さらに、④にありますように、民生委員活動

への支援や、民間企業と連携した、みやざき地

域見守り応援隊、市町村社会福祉協議会が法人

後見制度に移行するためのモデル事業の実施等

を通じまして、安心して暮らすことのできる福

祉のまちづくりの推進に努めたところでござい

ます。

主要施策の成果に関する報告書については、

以上であります。

最後に、平成26年度の監査結果報告書指摘事

項等について御説明いたします。

決算特別委員会資料の35ページをお開きいた

だきたいと思います。

福祉保健課につきましては、所管いたします

高千穂保健所の支出事務におきまして、通勤手

当について過払いとなっているものがございま

して、善処を要するとの指摘がございました。

指摘後、直ちに、過払いとなった手当につい

て戻入処理を行ったところであります。

今後は、チェック体制の強化を図り、適正な

事務処理に努めてまいりたいと考えております。

福祉保健課からは以上であります。

○日髙国保・援護課長 国保・援護課の平成26

年度の決算状況について御説明いたします。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の２

ページをお開きください。

国保・援護課は、上から３番目であります。

予算額315億3,027万4,000円に対しまして、支出

済額は313億2,267万4,327円、不用額は２億759

万9,673円となっておりまして、執行率は99.3％

であります。

次に、11ページをお開きください。

まず、（目）の社会福祉総務費でありますが、

不用額は290万2,325円となっております。主な

ものといたしましては、負担金・補助及び交付

金の行旅病人及び行旅死亡人取扱費や扶助費の

住宅手当緊急特別措置事業の執行残であります。

次に、13ページをお開きください。

（目）生活保護総務費でありますが、不用額

は2,546万5,488円、執行率は90.5％となってお

ります。主なものは、報酬、旅費、需用費、役

務費、委託料で、県内５つの郡部福祉事務所が

実施いたします被保護世帯に対する訪問調査や

県資産調査等に要する経費でございます。これ

は、厳しい雇用経済情勢の中、保護世帯の増加

に対応できますよう、必要な額を見込んだ結果、

不用額が生じたものであります。

また、負担金・補助及び交付金の不用額1,566

万3,800円につきましては、市の福祉事務所が実

施いたします生活保護受給者就労支援事業、住

宅手当緊急特別措置事業及び生活困窮者自立促

進支援モデル事業に対する補助でありますが、

市の実績に伴う執行残であります。

次に、14ページをお開きください。

（目）の扶助費でありますが、不用額は１

億7,791万4,056円となっております。扶助費に

は、被保護世帯に対する生活扶助、教育扶助、

住宅扶助、医療扶助等の８つの扶助費がござい

ます。この扶助費につきまして、医療扶助費の

増加に対応できるよう、必要な額を見込んだと

ころ、伸びが鈍化し、不用額が生じたものであ

ります。

次に、平成26年度の主要施策の成果について、
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主なものを御説明いたします。

お手元の平成26年度主要施策の成果に関する

報告書の国保・援護課のところ、81ページをお

開きください。

１の生き生きと暮らせる健康・福祉の社会の、

（２）みんなで支え合う福祉社会の推進につい

てであります。

主な事業の、まず、生活保護扶助につきまし

ては、生活に困窮する県民に対して必要な保護

を行い、生活保護制度の適正な実施を図ってき

たところであります。

次に、福祉事務所活動につきましては、被保

護世帯の自立支援のための世帯訪問調査を初め、

収入等関係機関調査や就労支援等を行うととも

に、離職者で住宅を喪失した者に対して住宅手

当の支給を行ったところであります。

次に、生活困窮者自立相談支援につきまして

は、生活困窮者が困窮状態から早期に脱却でき

るよう、郡部福祉事務所に配置した相談支援員

による助言・指導等の支援を行ったところであ

ります。

次に、82ページをごらんください。

戦没者遺族援護につきましては、全国戦没者

追悼式等への遺族の参列に対する支援、平和祈

念資料展示室での遺品等の保存・展示、遺品等

の一部を貸出展示用のセットにして小学校や公

立図書館等への貸し出しを行ったほか、県立図

書館等での展示を行ったところであります。

施策の成果等としまして、生活保護につきま

しては、保護受給者の自立支援に向けた訪問活

動や適正な保護費の支給に向けた各種調査等の

徹底など、適正実施に努めたところであります。

今後とも、ハローワーク等の関係機関との連

携を図り、保護受給世帯の自立支援に努めてま

いります。

また、遺族援護事業では、戦没者遺族等に対

する支援とともに、県民に広く戦争の悲惨さや

平和のとうとさについて考えていただく機会の

提供を図ったところであります。

次に、83ページをごらんください。

（３）の医療提供体制の充実であります。

主な事業の国民健康保険助成につきましては、

低所得者に対する保険税の軽減措置に伴う国保

財政の基盤を安定させるための事業を初め、高

額医療費の発生に伴う財政リスクを緩和するた

めの共同事業への助成や、市町村国保間の財政

力の不均衡等を調整するための都道府県財政調

整交付金により、市町村の国保財政の安定化を

図ったところであります。

次の、後期高齢者医療費負担金につきまして

は、宮崎県後期高齢者医療広域連合が実施する

後期高齢者医療制度への県費負担金等を交付す

ることにより、制度の安定的な運営を図ったと

ころであります。

施策の成果等としまして、国民健康保険につ

きましては、市町村保険者に対して必要な助言

・指導並びに財政支援等を行うことで、国保の

厳しい財政状況の中、各市町村の御努力もあり、

安定的運営が図られたものと考えております。

なお、国民健康保険制度については、平成30

年度から、都道府県は市町村とともに運営する

ものとされたところです。

今後、制度の詳細な内容や運用方法について、

社会保障審議会等の議論を経て、国が政省令等

で決定することとなりますが、新制度の円滑な

実施に向け、市町村及び国保連合会と連携し、

必要な対策に取り組んでいくこととしておりま

す。

後期高齢者医療につきましては、後期高齢者

医療制度への県費負担金を交付することにより、
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制度の安定的運営に寄与したものと考えており

ます。

主要施策の成果の主なものは以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して

は、特に報告すべき事項はありません。

国保・援護課の説明は、以上であります。

○松田長寿介護課長 長寿介護課の平成26年度

決算状況につきまして説明いたします。

平成26年度決算特別委員会資料の２ページを

お開きください。上から４行目でございます。

予算額168億790万4,000円に対しまして、支出済

額166億5,673万1,147円、翌年度への繰越額7,180

万円、不用額は7,937万2,853円で、執行率は99.1

％、翌年度への繰越額を含めますと99.5％となっ

ております。

次に、15ページをお開きください。

なお、執行率が90％未満の目はございません

ので、執行残が100万円以上の目について御説明

いたします。

中ほどの（目）老人福祉費の不用額4,851

万5,170円でございますが、その主なものといた

しまして、まず、委託料の不用額242万7,200円

でございます。これは、介護職員等によるたん

の吸引等の研修事業におきまして、研修に要す

る委託料が見込みを下回ったことなどによる執

行残でございます。

次に、負担金・補助及び交付金の不用額3,255

万9,774円でございます。この主なものといたし

ましては、事務費の一部を補助することで、居

宅において生活することが困難な高齢者が、低

額な料金で施設に入所できるようにすることを

目的といたします軽費老人ホーム事務費補助金、

県内全域で訪問看護を利用できる体制整備を図

ることを目的といたしました訪問看護ステー

ション設置促進事業、認知症高齢者グループホ

ーム等の整備や既存施設のスプリンクラー整備

を行うことを目的とした介護基盤緊急整備等臨

時特例基金事業及び老人福祉施設等の開設準備

に要する経費を助成する施設開設準備経費助成

特別対策事業等におきまして、交付額が見込み

を下回ったことでございます。

次に、貸付金の不用額1,000万円でございます。

これは、介護保険給付費の不足が見込まれる市

町村に対しまして、県が設置しております介護

保険財政安定化基金から貸し付けを行うもので

ございますが、市町村に不足が発生しなかった

ことによる執行残でございます。

次に、積立金の不用額141万4,066円でござい

ます。これは、介護職員処遇改善等臨時特例基

金事業におきまして、基金により補助いたしま

した備品の処分に係る事業者からの返還金137

万3,224円につきまして、基金への積み戻しを行

いましたが、この返還金につきましては、積立

金への予算措置は不要であるところを誤って計

上してしまったことによりまして、執行残となっ

たことなどによるものでございます。

次に、翌年度への繰越額でございます。

負担金・補助及び交付金の7,180万円でござい

ます。これは、老人福祉施設整備等事業におき

まして、既存の特別養護老人ホームの高台移転

整備が、敷地の岩盤の掘削等に日時を要しまし

たこと、及び介護基盤緊急整備等臨時特例基金

事業におきまして、小規模多機能型居宅介護事

業所の整備が、入札の手続や人員不足によりま

して工期を要したことなどによりまして、事業

主体において事業が繰り越しになったことによ

るものでございます。

次のページをお開きください。

（目）の※医療費の不用額3,050万8,943円です

※30ページに発言訂正あり
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が、その主なものといたしましては、負担金・

補助及び交付金の不用額3,001万5,000円でござ

います。この主なものといたしましては、在宅

医療・介護推進協議会の設置・運営事業におき

まして、各地域において関係機関の調整に時間

を要し、協議会の設置が本年度にずれ込むとこ

ろが多かったことなどによりまして、見込みを

下回ったことによるものでございます。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

次に、平成26年度の主要施策の成果について、

主なものを御説明いたします。長寿介護課のイ

ンデックス、84ページをお開きください。

まず、３、多様な主体が参加し、一人ひとり

が尊重される社会の（２）高齢者が活躍する社

会の推進についてでございます。

主な事業の生きがい対策事業につきましては、

高齢者の生きがいづくりや健康づくり活動を支

援するために、老人クラブに対する助成や県社

会福祉協議会に対する補助等を行いました。

その下の超高齢社会対策事業につきましては、

元気なみやざきを支えるシニアパワー創出事業

におきまして、高齢者の知恵や経験などを一層

活用するため、シニアパワーを生かした活動の

顕彰やリーフレット作成等による情報発信に取

り組みました。

次に、85ページをお開きください。

施策の進捗状況でございますが、宮崎ねんり

んピック、ねんりんフェスタ等の参加者数は、

目標値4,550人に対しまして4,628人となってお

ります。

施策の成果等といたしましては、①の老人ク

ラブへの支援や宮崎ねんりんピックの開催等、

さらに、②の高齢者の社会参加の機会を増すた

めのシニア・団塊世代応援フェアの開催、③の

シニアパワーを活用した事業や、シニアパワー

宮崎づくり月間における広報・啓発や、シニア

パワー顕彰等を実施することによりまして、高

齢者の社会参加の取り組みの推進、県民への理

解促進に努めますとともに、④の心豊かに歌う

全国ふれあい短歌大会につきましては、応募者

の拡充を図るため、ホームページの活用など効

果的な広報に努めたところでございます。

次に、86ページをごらんください。

１、生き生きと暮らせる健康・福祉の社会の

（２）みんなで支え合う福祉社会の推進につい

てでございます。

在宅老人介護等対策事業につきましては、地

域包括支援センターの職員研修等を実施いたし

ますとともに、いきいきはつらつ介護予防プロ

グラムの普及・定着に取り組みました。

また、地域包括支援ネットワーク・権利擁護

支援事業におきまして、市町村や地域包括支援

センターによる地域包括支援ネットワークの構

築やケアマネジメント機能の総合的な底上げ等

を支援することによりまして、地域包括ケアの

促進を図りました。

その下の認知症高齢者対策事業につきまして

は、認知症高齢者に対する介護サービスの充実

等を図るため、認知症介護の実践者や管理者等

に対する研修を実施したほか、認知症疾患医療

センターを３カ所委託し、専門医療の提供に努

めたところでございます。

次に、87ページをお開きください。

まず、介護保険対策事業につきましては、介

護支援専門員に対する各種の研修を実施いたし

ますとともに、市町村に対する財政支援等によ

り、介護保険事業の適正な運営に努めたところ

でございます。

また、団塊の世代が後期高齢者となる平成37
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年を見据えて、今後３カ年における高齢者保健

福祉対策の指針として、宮崎県高齢者保健福祉

計画を策定いたしました。

次に、老人福祉施設整備等事業につきまして

は、老朽化した養護老人ホームの改築事業等に

対する補助や軽費老人ホームの事務費の一部を

補助することによる入所高齢者の負担軽減、あ

るいは介護職員等による、たんの吸引等の研修

を行ったところでございます。

次に、88ページをお開きください。

介護職員処遇改善等臨時特例基金事業では、

施設開設準備経費助成特別対策事業によりまし

て、新設する特別養護老人ホームや認知症高齢

者グループホーム等の開設に際しまして、必要

となる備品購入などに要する準備経費を助成い

たしました。

また、介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業

では、地域における介護ニーズに対応するため、

認知症高齢者グループホーム等の整備や、既存

施設のスプリンクラー整備の支援を行ったとこ

ろでございます。

地域医療介護総合確保基金積立金では、医療、

介護の総合的な確保を推進するための基金を設

置し、医療分の事業を実施するための積み立て

を行ったところでございます。

地域医療介護総合確保基金事業では、在宅医

療・介護連携推進協議会の設置・運営事業によ

りまして、地域協議会の設置のための準備会議

を行い、医療介護推進協議会を設置いたしまし

た。

その下の施策の進捗状況でございますが、市

町村による介護予防教室に参加した高齢者の延

べ数は、平成26年度の目標値７万9,000人に対し

まして、９万6,050人となっております。

次に、89ページをごらんください。

施策の成果等といたしましては、①の介護保

険給付、介護予防事業、地域包括支援センター

などの取り組みに対する支援や②の高齢者虐待

対応専門職チームの派遣などによりまして市町

村の支援を行いますとともに、③の認知症高齢

者やその家族を支える体制の整備や④の高齢者

保健福祉計画に基づく施設整備の支援、さらに、

⑤の介護支援専門員などの人材育成や⑥の介護

基盤の緊急整備、既存施設のスプリンクラー整

備を行ったところでございます。

また、今後３カ年における高齢者保健福祉対

策の指針として、⑦の宮崎県高齢者保健福祉計

画を策定いたしました。

今後とも、市町村と連携し、介護予防や地域

包括ケアの取り組みを促進してまいりますとと

もに、介護支援専門員などの介護人材の資質向

上や介護基盤の整備につきまして支援してまい

りたいと考えております。

主要施策の成果の主なものは以上でございま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

長寿介護課は以上でございます。

○川原障がい福祉課長 障がい福祉課分につき

まして、御説明いたします。

平成26年度決算特別委員会資料の２ページ、

障がい福祉課の欄をごらんください。予算額129

億2,057万6,000円に対しまして、支出済額は125

億4,490万6,344円、翌年度繰越額が722万6,000

円、不用額は３億6,844万3,656円となっており

まして、執行率は97.1％、翌年度への繰越額を

含めましても、執行率は同じく97.1％でありま

す。

それでは、執行残が100万円以上の目及び執行

率が90％未満の目について御説明いたします。
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17ページをお願いいたします。

まず、（目）障害者福祉費であります。不用額

は1,012万7,335円となっております。主なもの

としまして、負担金・補助及び交付金が727

万4,634円でありますが、これは、障がい者・高

齢者住宅改造等助成事業の実績が見込みを下

回ったことなどによるものであります。

また、委託料の翌年度繰越額が593万6,000円

でありますが、これは、国の緊急経済対策の実

施に伴う補正の関係により、事業実施期間が不

足することにより、全額を繰り越したものであ

ります。

次に、18ページをお願いいたします。

（目）精神保健福祉費であります。不用額

が1,939万1,328円、執行率は89.4％となってお

ります。主なものとしまして、委託料556万4,756

円でありますが、これは、措置入院及び精神通

院の自立支援医療に係る診療報酬審査件数が見

込みを下回ったこと等によるものであります。

次に、19ページをお願いいたします。

扶助費811万3,831円でありますが、これは、

措置入院に係る公費負担事業における実績が見

込みを下回ったことによるものであります。

次に、（目）障害者自立支援費であります。ま

ず、翌年度繰越額129万円でありますが、先ほど

の障害者福祉費と同じく、国の緊急経済対策の

実施に伴う補正の関係により、事業実施期間が

不足することにより、全額を繰り越したもので

あります。

不用額は１億5,453万3,624円となっており、

主なものとしまして、まず、負担金・補助及び

交付金の3,482万9,926円でありますが、これは、

自立支援医療費の更生医療に係る事業実績が見

込みを下回ったこと等によるものであります。

次に、扶助費の１億694万1,113円であります

が、これは、自立支援医療費の精神通院医療費

の実績が見込みを下回ったものであります。

次に、20ページをお開きください。

（目）児童措置費であります。不用額は１

億7,556万2,804円となっており、主なものとし

まして、負担金・補助及び交付金の１億178万870

円であります。これは、重度障がい者・障がい

児に対する医療費の助成事業や障がい児施設給

付費事業における市町村実施の通所等事業にお

いて、実績が見込みを下回ったこと等によるも

のであります。

次に、扶助費の7,228万8,093円につきまして

は、障がい児施設に入所する児童に対する給付

費の実績が見込みを下回ったことなどによるも

のであります。

次に、（目）児童福祉施設費であります。不用

額は758万8,691円となっており、これは、県立

こども療育センターの運営に係る執行残等によ

るものであります。

決算に関する説明は、以上であります。

続きまして、平成26年度主要施策の成果につ

いて御説明いたします。

お手元の平成26年度主要施策の成果に関する

報告書の90ページをお願いいたします。

１、生き生きと暮らせる健康・福祉の社会の

（２）みんなで支え合う福祉社会の推進につい

てであります。

主な事業について御説明いたします。

まず、新規事業「災害派遣精神医療チーム（Ｄ

ＰＡＴ）体制整備事業」であります。これは、

災害時に専門的な心のケアに関する対応が円滑

に行われるよう、精神科医を初め多職種で構成

されるＤＰＡＴを編成することにより、緊急支

援体制の強化を図るものであります。

初年度であります26年度におきましては、研
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修会への参加や、本県で行われました内閣府の

総合防災訓練における広域医療搬送訓練への参

加を行ったところであります。

次に、新規事業「ひきこもり対策推進事業」

であります。これは、ひきこもりの状態にある

本人やその家族等を支援することにより、ひき

こもりの状態にある本人の自立を推進するもの

であります。

初年度であります26年度は、ひきこもり相談

センター及びひきこもり地域支援センターを設

置し、ひきこもりに関する相談対応や家族教室

の開催などの支援体制整備を行ったところであ

ります。

なお、ひきこもり地域支援センターの相談者

数は150人、相談件数は404件となったところで

ございます。

次に、介護給付・訓練等給付費でありますが、

障害者総合支援法に基づき、自立した日常生活

・社会生活を営むことができるよう、必要な障

がい福祉サービスに係る給付等を行ったところ

であります。

91ページをお願いいたします。

新規事業「障がいのある大学生の修学支援事

業」でありますが、これは、大学内での生活介

助が必要な学生の支援を行うことにより、障が

い者の社会参加の促進を図るものでありまして、

２名の学生について支援を行ったところであり

ます。

次に、障害者就業・生活支援センター事業で

ありますが、これは、身近な地域で就労や生活

に関する相談・支援を受けられる体制を整備す

ることにより、障がい者の就労を促進する事業

であり、県内の７地域全てに設置し、相談支援

を行ったところであります。

次に、新規事業「発達障がい者就労・生活支

援者育成事業」であります。これは、アスペル

ガー症候群などの知的障がいを伴わない発達障

がい者の就労支援のため、事業所の支援員など

を対象に講習会やセミナーを開催したところで

あります。

92ページをごらんください。

新規事業「軽度・中等度難聴児補聴器購入費

等助成事業」であります。これは、身体障害者

手帳の対象とならないため、国の補装具等支給

制度の対象外となっている軽度・中等度の難聴

児の健全な発達を支援するため、補聴器の購入

費等の一部助成を行ったところであります。

次に、新規事業「強度行動障がい支援者養成

研修事業」であります。これは、自傷、他害行

為等危険を伴う行動を頻回に示す強度行動障が

いを有する者について、障害福祉サービス事業

所等において適切に支援が行えるよう、事業所

等の職員に対し、研修を実施したところであり

ます。

93ページをごらんください。

次に、施策の成果等であります。

①のとおり、障害者総合支援法に基づく指定

障害福祉サービスや医療費助成等の実施により、

障がい者の自立した生活を支援するとともに、

障害者虐待防止法の施行等、法改正にも的確に

対応しながら、障がい者の特性に応じたサービ

スの充実を一層図ってまいりたいと考えており

ます。

また、②のとおり、そうだんサポートセンタ

ー等の支援機関において、それぞれの障がい児

等のニーズに応じたさまざまな療育支援に取り

組んだところであり、今後とも、障がいの多様

化・重度・重複化に対応するため、関係機関と

の連携を高めながら、地域における療育支援体

制の強化を図ってまいりたいと考えております。
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また、③のとおり、障がい者の一般就労の促

進や工賃向上に取り組んだところであり、今後

も引き続き、官民一体となった就労支援の強化

を図ってまいりたいと考えております。

次に、④のとおり、災害時の心のケアに対す

る支援体制の強化を図ってまいりたいと考えて

おります。

次に、⑤のとおり、関係機関との連携に努め

ながら、状況に応じた支援体制の強化を図って

まいりたいと考えております。

94ページをお願いいたします。

２、安心して生活できる社会の（２）快適で

人にやさしい生活・空間づくりについてであり

ます。

人にやさしい福祉のまちづくり事業でありま

すが、広報啓発事業等として、啓発用デザイン

画の募集や表彰、ホームページを通じたバリア

フリー情報の発信などに取り組んだほか、人に

やさしい福祉のまちづくり条例に基づく施設整

備を推進したところであります。

今後とも、人にやさしい福祉のまちづくりを

一層推進してまいりたいと考えております。

主要施策の成果につきましては、以上であり

ます。

最後に、監査委員の決算審査意見書について

でありますが、特に報告すべき事項はございま

せん。

障がい福祉課は、以上であります。

○後藤主査 ありがとうございました。

以上で、執行部４課の説明が終了いたしまし

た。質疑はございませんか。

○松田長寿介護課長 申しわけありません。１

点、訂正をさせていただきたいと思います。

決算特別委員会の資料でございますが、16ペ

ージをお開きいただきたいと思います。

目のところ、医務費と書いてございますが、

私、医療費と申し上げました。訂正をさせてい

ただきたいと思います。

○中野委員 福祉保健課長にお尋ねしますが、

自殺対策です。精神保健福祉費のほとんどがそ

ういう関係の予算でありますが、かろうじて執

行率は90.9ですが、不用額が512万4,626円。100

％使い切れなかった理由は何でしょうか。

○渡邊福祉保健課長 今の中野委員の御指摘の

ところでございますが、不用額が512万余となっ

ております。これの具体的な内容につきまして

御説明させていただきます。

まず、大きなものとして旅費がございます。

旅費の不用額が113万6,000円余となっておりま

す。これにつきましては、主なものといたしま

して、８つの保健所ごとに自殺対策協議会を設

置しております。そこに委員の方々がいらっしゃ

るわけですけれども、その委員の方々の旅費の

執行残であります。年度当初、年４回程度開催

する予定を、実際には３回の開催になった。そ

ういった回数の減少に伴って、８つ保健所の旅

費が減になったものでございます。

次に、需用費でございます。51万1,000円余が

不用額になっておりますけれども、これは、自

殺対策の関係で普及啓発のいろんなグッズをつ

くっております。ワッペンですとか、一般の方

々に周知を図るためのばんそうこう、そういっ

た啓発グッズをつくっているところなんですけ

れども、そのグッズに関する作成費の執行残で

ございます。

次の、役務費が86万7,000円余ということで、

役務費の残がたくさん出ておりますけれども、

これは、通信運搬費の執行残でございまして、

当初はさまざまな郵送料の予算を60万円ほど組

んでおったんですけれども、結局、これは総務
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課で一括で対応しておるシステムがございます

ので、総務課の予算で対応していただいたとい

うものでございます。

そのほか、大きなものといたしまして、委託

料が116万7,000円ございます。これにつきまし

ては、例えば、医師向けの人材養成の研修を当

初予定しておりまして、講師については著名な

東京の方を予定していたわけです。そうなりま

すと数十万程度の謝金がかかるわけですけれど

も、その講師につきまして、他県の県職員であ

る有名なお医者さんに来ていただくことで、県

職員同士ということで無償で来ていただけるこ

とになった、そういったことで委託料等が減少

になったものでございます。

ただいま申し上げましたようなことを積み上

げまして、500万円程度の執行残が出ているとい

う状況でございます。

以上でございます。

○中野委員 それぞれ不用額になった理由を説

明されましたが、25年度からすると、決算額が

少ないですよね。25年度は5,960万8,000円、26

年度は5,142万2,000円と載っておりますが、こ

の不用額が約10％近く発生したということ、ま

た、前年度よりも総額で決算額が少なくなった

ということと、25年度が、自殺の全国順位が９

位まで回復したものが、今度は概数とはいえ、26

年度は３位ですよね。因果関係はありませんか。

○渡邊福祉保健課長 御質問で、まず、前年度

決算額と比べまして800万円ほど金額が減ってい

る状況について御説明をさせていただきます。

この約800万円が減りました大きな理由といた

しましては、市町村に自殺対策行動計画をつくっ

ていただこうと。県は自殺対策行動計画をつくっ

ているんですけれども、第一線で自殺防止に御

活躍いただくのは、何といっても住民に近い市

町村であろうということで、市町村に計画をつ

くっていただくと。そのための事業を平成25

年、26年で行っていたわけでありますけれども、

これが平成25年は５団体、計画をつくっていた

だいたんですが、平成26年は１団体で、計画の

策定に対する経費が大幅に減ったと、その理由

が前年度と比べて大きな減少になったと考えて

おります。

一方で、こういった経費の減が、自殺者の増

加につながったのではないかという御指摘でご

ざいます。これにつきましては、予算の額でもっ

て、即、後退したとは考えてはいないんですけ

れども、そもそもこの自殺関係の予算につきま

しては、国から流れてきますお金で基金をつくっ

ていたわけですが、その基金が平成26年度で終

了してしまうと。新たに国は別の交付金をつくっ

てくれはしたんですけれども、そういう国の基

金の減少の中にあって、やりくりをしながら、

さまざまな施策を講じてきたところでございま

す。

とはいえ、実際、26年については自殺者が増

加してはきましたけれども、そういう中で、一

つの成果として御報告を申し上げたい件がござ

います。西諸地域におきまして、かかりつけ医

と精神科医との連携というものを平成26年１月

から行っております。これが、26年１月から27

年３月までの15カ月間で93名の御紹介をいただ

いたところであります。その93名の方々につき

まして、その後、保健所を通じまして状況の確

認をさせていただきましたところ、84％の方が

病状が改善ないしは安定していると。さらには、

その93名の中で自殺をされた方はいなかったと、

そういった効果が出ているものと考えておりま

す。

あわせまして、平成26年度の各市町村ごとの



- 32 -

平成27年10月５日(月)

自殺者の数値が、先週発表されたところでござ

います。西諸管内でかかりつけ医との連携を行っ

ておりますけれども、これにつきましては、う

れしい結果と申しますか、成果が出ていると思っ

たところでございます。と申しますのも、小林

市が前年、平成25年は24人の自殺者がおりまし

た。ところが、平成26年は14名ということで10

名減っております。高原町につきましては、平

成25年が２人、これが、残念ながら、ここにつ

いては２人ふえまして４人になったんですけれ

ども、えびの市については、前年８人が、26年

は１名減りまして７人ということで、トータル

いたしますと、小林保健所管内では、前年34名

だったものが、平成26年は25人で９名減ってお

ります。

そういったことで、限られた予算の中ではあ

りますけれども、効果の出る取り組みを一生懸

命進めさせていただいているところでございま

すので、御理解を賜ればと存じます。

○中野委員 全国でも３万人以上、ずっと自殺

者がいるということで、また、宮崎県は300人台

がずっと続いて、ここ数年前から、全国も減っ

ているんですが、宮崎県も減ってきた。特に西

諸地域が、より自殺率が高いということで、こ

ういう取り組みをされて、その成果が出たこと

は喜ばしいわけですけれども、残念ながら、宮

崎県は順位が決して低いほうじゃないから、こ

れを何とか低くしたい、一生懸命取り組まれて

おるわけですよね。全国どこも、また、県内ど

こも一生懸命取り組んでいるとは思うんだけれ

ども、概数とはいえ９位が３位に、また逆戻り

したという非常にショッキングな数字が出てい

ますから。西諸が減った分、総体的には少しふ

えているわけですから、どこかがふえたかもし

れない。これが全国の下位になるように、そし

てまた、市町村の取り組みも云々と言われまし

たが、もっと市町村の取り組みを徹底指導して、

市町村の発表があったということですから、そ

の辺の数字をもって、もっと取り組みをせいと

いうことを努力をしていただきたいと。

そういうことで、悪いほうですから、ワース

トですから、せめてワーストテン入りをしない

ように努力してほしいと、そこは要望しておき

たいと思います。

それから、委員会資料の16ページ、ここで、

かなり金額が翌年度に繰り越しをされたり不用

額がふえたということで、一番最後のところで

言われました。その中で、入札手続もその理由

に言われましたよね。具体的には入札手続とい

うことばっかりですから、なぜ入札手続が理由

で繰り越しになったのか、不用額になったのか、

ちょっと聞き漏れたんですが、こんなに数字が

出たんですか。

○松田長寿介護課長 委員、御指摘の点は、16

ページの医務費の3,050万円でございましょう

か。（「7,180」と呼ぶ者あり）

○中野委員 7,000何ぼのところの、ここです。

一番下のところで説明されたと思うけど。入札

手続云々とも言われたと思いますけれども。

○松田長寿介護課長 翌年度繰越額でございま

しょうか。

○中野委員 そこのくだりだったと思いますが。

○松田長寿介護課長 この翌年度繰越額につき

ましては、一点は、特別養護老人ホームの高台

移転の整備を行ったところでございますけれど

も、移転先の敷地の岩盤の掘削、これ……。

○中野委員 いやいや、入札と言われたくだり

だけの、その初歩的なことも理由に上げられた

から、そのぐらいのことで繰り越しされたよう

じゃ、いかがなもんかなと思ったもんで。



- 33 -

平成27年10月５日(月)

○松田長寿介護課長 もう一点が、介護基盤緊

急整備等の臨時特例基金事業におきまして小規

模多機能型居宅介護事業所、この整備を行った

ところなんですけれども、委員がおっしゃいま

したように、入札手続とか人員不足ということ

で工期がかかったことで、事業主体において繰

り越しがなされたということでございまして、

これが6,180万円で２カ所分でございます。

○中野委員 だから、入札という初歩的なこと

が理由で、なぜそんなにおくれることになった

のと。その入札の部分をちょっと詳しく理由を。

○松田長寿介護課長 そのことにつきまして、

少々お時間をいただきまして、後ほど御回答さ

せていただきたいと思います。

○中野委員 大げさにするようなことじゃない

と思うんだけど、初歩的な入札ぐらいでおくれ

たという理由じゃ、いかがなもんかなと思いま

したので聞いたところでしたが。もう説明はせ

んでいいですが。こっそりと後で、個人的に説

明してください。

○井上委員 先ほど中野委員から指摘をされた

自殺ゼロプロジェクト推進のことですが、もし

効果があるとするなら、ここは、今後やっぱり

考えていく必要があるのかなと思うんですけど。

精神科医と一般かかりつけ医との医療連携体制

の構築、これは、具体的にはどういう内容になっ

ているんですか。先ほどの説明だと、西諸１カ

所だったみたいな感じですけど、今現在どうい

う状況なのか。

○渡邊福祉保健課長 自殺ゼロプロジェクトの、

かかりつけ医の関係でありますけれども、これ

につきましては、一般的に体の不調が疑われた

ときに、一般の患者さんはなかなか精神科に行

くのは敷居が高いということで、まずはかかり

つけ医に行かれる例が多いという状況がござい

ます。そういったことで、西諸地区をモデルに、

小林保健所の３つの市町をモデルといたしまし

て、平成26年からモデル事業を行っているわけ

なんですけれども、かかりつけ医に来られた患

者さん、その方に対してかかりつけのドクター

が、ちょっとメンタル的に危ないんじゃないか

なとなった場合に、その患者さん御本人に、精

神科を御紹介しますから、よろしかったら行き

ませんかと案内をいたします。その場で、患者

さんがいる前で、そのドクターが精神科医に連

絡をとりまして、こういう状況の患者さんがい

るので、そちらに紹介状を書きますよというこ

とで紹介状を書きます。そして、その紹介状を

持たれた患者さんが精神科医に行って、専門的

なケアを受けると、そういうシステムでござい

ます。

これにつきましては、今のところ小林保健所

管内だけでやっているところなんですけれども、

先ほど申し上げましたとおり、効果が出ている

という認識をしております。

そもそも、これは久留米市で似た取り組みを

しておりまして、久留米市で非常に効果がある

という情報があったものですから、じゃあ、宮

崎でも西諸地域でやってみようということで取

り組みましたところ、効果が出たということで

ございます。

それを受けて、今年度、27年度現在、日向保

健所管内、そして高千穂保健所管内で、今年度

中に同様の取り組みができるように、今、医師

会ですとか保健所とかと連携をしながら準備を

進めているところでございます。あわせて、宮

崎市の保健所につきましても、今年度から行う

ということで情報の交換をしているところでご

ざいます。

○井上委員 やっぱり、これは精神科の先生よ
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りも、一般のかかりつけ医と言われる家庭医の

方たちの意識みたいなのが、敏感にそこをやっ

ていただかないと効果が出ないので、ぜひそこ

は……。これは、すごくいいと思うんです。だ

から、来られた方とのインフォームド・コンセ

ントのときに、患者さんと話しているときに、

何か先生が気づかれたときに、そこはきちんと

つないでいけると随分違うと思うんです。早期

に解決できることもあると思うので、かかりつ

け医と言われる、いわゆる一般のお医者さんの

ところにメッセージというか、そこをちゃんと。

西諸を例とすると、かかりつけ医の、どんなふ

うにされたんですか。

○渡邊福祉保健課長 かかりつけ医の先生方も、

決して精神面の専門医ではございませんので、

そういうメンタル的な方が来たときにきちっと

した診察をやるのはなかなか難しいというのは

こちらも予想されましたので、事前に管内のド

クターを集めました。そのときには久留米のお

医者さんに先生として来ていただいて、具体的

にどういう対応を久留米ではやっていて、かか

りつけ医と精神科医との連携が図られていると、

実体験に基づいて研修、講義をしていただいて、

その上で事務的な説明を私のほうでもさせてい

ただきながら進めてきたという状況でございま

す。

○井上委員 今、即15カ月の結果だけで何とか

というのは言いがたいところもあるかもわから

ないけれども、こういう取り組みについての周

りの皆さんに対する発信、これで自殺が少しで

も減ることは大変いいことなので、こういうの

を県がやっていることを少し発信していただけ

るといいなと思うんです。お医者さんだから、

教えてもらってないからというのはちょっと苦

手だと思うので、そういうふうにして雰囲気が

なってくると、先生方の力が非常に大切である

ということが逆にメッセージされているわけだ

から、それを周りから包み込んでいくようなメッ

セージを県がやっていただけると、効果が、今

後、出るんじゃないかと思うので。27年度もき

ちんとそこを、日向だったり高千穂だったり宮

崎市だったり、やっていただけるということな

ので、これはぜひそういう形でどんどん進めて

いく。

一方で、発信をちょっとしていただけるとい

いのかなと思う。こういう取り組みをやってい

て、効果が出ていることの発信をちょっとやっ

ていただけるといいなと思いますので、これは

ぜひやってください。

次なんですが、地域で見守るこころ健康サポ

ーター養成というので、これが出たときに、お

もしろいなと思って注目したんだけど、理美容

院関係者への研修と、延岡初め３地区とおっ

しゃったんですけど。これについては、取り組

んでみて何か少し出てきたところはあるんです

か。顕著に表に出てきたものはあるんですか。

○渡邊福祉保健課長 こころの健康サポーター

ですけれども、先ほどのかかりつけ医のように、

具体的に自殺者数が何人減ったとか、そういっ

たデータとしては出てきてはいないんですが、

そもそもこの取り組みを始めましたのは、やは

り散髪屋さん、パーマ屋さん、それこそかかり

つけ医ではありませんけれども、大体毎月１回

とか定期的に同じ理容店、美容店に行きますの

で、そこの方々はお客さんのちょっとした変化

とかに気づかれると。そういう中で、こういっ

た研修を行って、どういう話しかけ方をしたら

いいのか、アドバイスをしたらいいのか、そう

いったことの研修を、昨年、この３地区で行っ

たところであります。今年度も引き続き、宮崎
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市管内ですとか西都管内でも同じような取り組

みをしているところであります。

この理美容店につきましては、今、こういう

取り組みをしているんですけれども、これ以外

の取り組みとしても、例えば、行きつけの飲み

屋さんですとか、あるいはタクシーも、個人タ

クシーで大体同じタクシーを利用される、そう

いうお客さんも多いものですから、理美容店だ

けに限らず、タクシーとか飲食業界とか、そう

いったところにも、今年度、研修の対象を広げ

ていきたいと今、準備を進めているところでご

ざいます。

○井上委員 最初取り組んでいただいた延岡初

め３地区のところは、やっぱり一回、検証して

みる必要があると思うんです。この理美容店が、

なぜおもしろいのかというと、日ごろきちんと

していた方がきちんとしなくなるとかというよ

うな、物すごい大きな変化がどんどん出てくる

というのがあるんです。予算額としては少なかっ

たにしても、これは非常に気づきの点で言えば

おもしろいと私は思うんです。

だから、近くの民生委員さんとか、そういう

人たちとの連携を今後どうしていくのかとか、

気づいたらどうするのかなんかが丁寧にして

あって、逆に理美容店の方たちをピックアップ

してくるようなことをしないと、ただ、お願い

だけというのはちょっとまずいかなと思うので、

そういう点をもうちょっと細かに対応していた

だけるといいのかなと思うんです。これは手広

いと思うんです。予算額は非常に少ないんだけ

ど、効果が期待できるところもあると思うので、

県が、やっていただいてありがとうという気持

ちでやってもらわないといけないけれども、そ

こをきちんとしたら、いい効果が出てくる可能

性は高いんじゃないかと、いいところに目をつ

けているなと思うんですが、実際ちょっと整理

をしながら、一回一回検証しながらやっていた

だけるといいなと思うんですけれど。

○渡邊福祉保健課長 ３地区での検証をという

ことは、まさにそのとおりでございまして、検

証を行ってみたいと考えております。

そもそも、この取り組みを始めましたのは、

新潟県ですとか富山県でも同様の取り組みを

やっておりまして効果が出ていると、そういっ

たことを聞いていたものですから、先ほどのか

かりつけ医もそうなんですけれども、ほかの県

で成功している事例をこちらもいろいろ取り入

れて、少しでも自殺者を減らしていきたいと思っ

ているところでございます。

○井上委員 そうですね。やってください。

次は、主要成果の68ページの法人後見人制度

移行促進モデル事業のことなんですけれど、こ

れは、一応成果が上がっているという書き方が

してあるんですが、具体的に何名ぐらい接触し

て、どんな効果が出ているんですか。

○渡邊福祉保健課長 これにつきましては、後

見人として、個人ではなく、市町村の社会福祉

協議会が法人後見ということでやろうというも

のであります。これはまだ、全国的にも数が非

常に少ない状況でございまして、全国でも170程

度の市町村、社協しかやってないと聞いており

ます。

本県では宮崎と都城が法人後見をやっている

んですけれども、そういう中で、さらにこういっ

た取り組みをふやす、そういうモデル事業とし

て、昨年は美郷町と日之影町で行ったところで

ございます。美郷と日之影につきましては、昨

年１年、モデル事業をやって、既に成功をおさ

めているところの市町村、社協から実務に詳し

い方をお呼びしてシンポジウムを開いたりとか
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勉強会を開いたりとか、そういったことをやっ

たところであります。この美郷と日之影につき

ましては、現に法人後見をやってはいませんけ

れども、そういう御依頼が来れば、去年のモデ

ル事業を踏まえた上で法人後見ができるような

体制整備はできたと聞いております。

○井上委員 ぜひ、これは丁寧にやっていただ

けるといいなと思うんです。私がかかわってい

る前の職場の先輩も、この後見のところが一番

難しいんです。お世話はできるけれど、ここに

来るともう本当に詰まってしまって、先にお世

話ができないという状況になっていて、これが

きちんとされると、地域の中でお一人で暮らし

ておられる方に対しても積極的にアプローチが

できる可能性が高いので。法人になれば、他人

がという関係じゃないので、随分信用度も違う

ので、ここは丁寧にやってくださると、たった

一人で亡くなっていたみたいなことがなくなる

と思うんです。ですから、一人で亡くなってい

ましたとかは絶対になくなっていくのではない

かと思うので、これは丁寧にやっていただける

といいなと思っています。

そして、先ほども言われたように、今、美郷

と日之影とかと言っておられましたけれど、やっ

ぱりそれの効果みたいなものの検証を、何度も

申し上げて恐縮ですけど、検証をやっていただ

けるといいなと思っています。よろしくお願い

しておきます。

あと続けて、障がい福祉課の工賃向上支援で

す。これは大変評価をしているので、今後も予

算確保をきちんとしていただいて、ぜひ丁寧な

取り組みをやっていただきたいところなんです

けれど、現状としてはいかがですか。今回の決

算に当たって、私たちがここを評価するとした

らどうでしょうか。

○川原障がい福祉課長 工賃向上につきまして

は、工賃向上計画を策定いたしまして、関係機

関と連携しながら工賃向上に向けて取り組んで

いるところでございます。成果といいますか、

実績といたしましては、平成26年度の工賃平均

１万6,142円となったところでありまして、前回

に比べて7.1％の増加となったところでございま

す。

なお、全国と比較してみますと、全国の状況

は、まだ25年度しか出てないんですけれども、

全国的には25年度の伸び率が1.7％の中で、本県

は7.1％の伸びと。それと、額につきましても、

平成25年度は全国平均が約１万4,437円、これが

県におきましては１万6,142円ということで、全

国を上回る形で、関係機関が連携した形で取り

組まれているものと考えております。

○井上委員 評価できるものは評価できるとし

てちゃんと取り組んでいただきたいと思うのと、

一回一回をきちんと丁寧に押さえておってもら

いたいと思います。小さな作業所も一生懸命やっ

ておられるので、その辺も含めて丁寧にやって

いただきたいと思います。

それから、これも物すごく評価しているんで

すが、災害派遣精神医療チーム、これの編成と

医療職の研修とかをやっていただいているんで

すけれども、今の現状としてはどうなんですか。

引き続き、やっぱりこれは丁寧にやっていく必

要があると思うんですけれど。

○川原障がい福祉課長 26年度の新規事業とい

うことで取り組んだところでございます。これ

につきましては、災害が起こった場合の先遣隊

を編成しまして、これを国に登録いたしまして、

いざ大きな災害が起こったときに、国からの要

望に基づいて、この先遣隊等を派遣するという

事業でございます。
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本県におきましては、既に県立宮崎病院で１

先遣隊を編成いただいているところでございま

す。引き続き、今年度、27年度につきましても

国の研修がございますけれども、ここに宮崎大

学の先生でありますとか民間病院の先生、看護

師さん等に研修に行っていただいたところでご

ざいます。引き続き、ＤＰＡＴにつきましては、

全国的な動きでございますので、いざというと

きのために研修等を積極的に派遣していきたい

と思っております。

○井上委員 宮崎は災害が起こらないというこ

とが一番いいことなんだけれども、現実に今回、

大雨であった東北、宮城とか茨城、栃木、ああ

いうところに実践で派遣をするとか、そういう

ことも計画をしていただいたり、常に新鮮な形

でＤＰＡＴの活動というか、ここで培われるも

のを。実際、現場に行ってみないとわからない

こともいっぱいあるので、予算をできるだけ確

保していただいてそういうことをやっていただ

けると、私たちも現実に起こったときの対応と

いうのが非常に実感を持ってやっていただける

のではないかと思う。頭の中で考えているのと、

災害地へ実際に行ってみると違うので、できた

ら、そういうのが宮崎でも派遣できるような状

況と、それによって、また、学んでくるものが

あると思うので、そういうのを体制的にとって

いただけることはできないかどうか、そこはど

うですか。

○川原障がい福祉課長 委員のおっしゃるとお

りでございまして、普段からの訓練が非常に重

要だと思ってます。平成27年度につきましては、

実践ということではないんですけれども、訓練

ということで千葉県でＤＰＡＴにかかわる訓練

が行われまして、ここにも本県から５名、訓練

に参加いただいたところでございます。

○井上委員 できるだけ実地という感じでいえ

ば、災害が実際起こっているところに派遣でき

る状況まで、ぜひ今後、予算確保も熱心にやっ

ていただきたいと思っています。

そして最後ですが、もう一つ、私たちは衝撃

的なテレビの映像でしか見てないのであれなん

ですけれど、施設における障がい者の人に対す

る虐待が、それが他県だけなのか、我が県もそ

ういうのがあるのかどうか、そこはなかなか言

いがたいところがあって、それを虐待ととるの

か、虐待ではないとするのかと、その認知はな

かなか難しいところもあるんですけれども。こ

の問題に対しての対応、26年度、事業としては

きちんとしたものがあるにはあるんですが、こ

れを擁護研修だとか防止何とかというだけでは

なく、具体的に施設側に入っていって、そうい

うことを少し早目早目に研修の手だてをしてい

くことはされているのかどうか、そこはどうな

んですか。

○川原障がい福祉課長 虐待につきましては、

関係機関が連携しながら取り組んでいるところ

でございます。残念ながら、平成25年度、26年

度は、施設従事者におけるものにつきましては、

若干ふえた状況でございますけれども、引き続

き取り組んでまいりたいと考えております。

なお、委員からありましたように、下関で衝

撃的な事件がございましたので、それを受けま

して直ちに、改めまして全施設に対しまして注

意喚起の文書と、それと施設内の研修の実施を

指導し、また、通常、施設職員に対する研修を

毎年度秋に実施しているわけでございますけれ

ども、これを前倒しいたしまして、夏、８月中

に施設管理者あるいは従事者に対する研修を実

施したところでございます。施設側も、ああいっ

た形で映像が流れましたので、非常に問題意識
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を高く持っておりまして、今後とも施設内研修

あるいは全体研修等を含めまして取り組んでま

いりたいと考えております。

○井上委員 できるだけ予算をきちんと確保し

て、そして適切な時期に適切なアドバイスじゃ

ないけれども、精神的なものもあると思うので、

研修が可能なように、大きいところもそうです

けれども、小さいところも含めて、それが可能

なように手助けをしてあげるのが県の立場とし

てはいいのではないかと。そこで働いておられ

る方たちも、精神的に、いろんな意味で追い込

まれていく可能性はあるわけです。だから、そ

こをちょっと緩和してあげる力を、予算を確保

して、きちんとそれに対する手だてをするべき

だと思いますので、来年度に向かって予算確保

するときに、それをきちんとやっていただける

ようにお願いしておきたいと思います。

実際に保護者の方たちのお話だと、ちょっと

衝撃的な話とか聞くわけですけれども、それを、

そこの施設側の方とトラブルにならないように

することも非常に大事なのかなと。信頼関係を

きちっと持ち続けて、そこで一緒に暮らしてい

けるように、ともにそこでいられるようにする

のは大事なことかなと思いますので、そこには

やっぱり県の力が非常に大きいと思うんです。

研修という名のもとで、ちょっと緩和していく

力は大きいと思うので、予算確保をぜひしっか

りとやっていただきたいと思いますので。そこ

についてはいかがですか。

○川原障がい福祉課長 研修等につきましては、

県で実施する研修に加えまして、今、施設でも

自主研修、施設内研修ということでやっていた

だくよう指導をしているところでございまして、

この施設内研修が非常に効果としては大きいの

かなと考えているところでございます。

それと、いろんな相談等があった場合につき

まして、通報等があったケースにつきましては、

直ちに事実確認で施設に入っていくといったよ

うなことで留意しているところでございまして、

こういった取り組みを通じて虐待ケースの減少

に努めていきたい。

また、予算につきましても、効果的な予算確

保につきまして、引き続き取り組んでまいりた

いと考えております。

○前屋敷委員 私も、最初に自殺対策からお聞

きします。自殺対策の行動計画の策定ですけれ

ど、なかなか進んではいない状況で、計画を立

てるのも市町村はなかなか難しいと思うんです。

市町村独自で対策が完全にとれるわけでもない

し、県との連携も行いながら、どう対処するか

ということでの計画だと思うんですけれど、現

在は７つの自治体で計画がなされているという

ことなんですか。

○渡邊福祉保健課長 ６つの自治体でございま

す。具体的に申し上げますと、都城、えびの、

宮崎、延岡、小林、三股でございます。

○前屋敷委員 県からアドバイザーを派遣して、

一緒に相談もしながら計画策定を進めていこう

ということで派遣されていると思うんですが、

なかなか難しい、困難な状況というのはどうい

うところがあるんですか。それぞれの自治体が

不十分でも、緻密な計画はなかなか難しいと思

うんですけれど、自治体が主体的な計画を持つ

ということは、その対応というか対策、向き合

うということなので、やはり一定の効果は上げ

られるんじゃないかと思うんです。そういった

点でアドバイザーの役割は、相談役として大変

重要かなと。その辺の状況はどんなでしょうか。

○渡邊福祉保健課長 まず、市町村の計画です

けれども、６つの自治体が策定しているという
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話をしましたけれども、これについては、全て26

市町村でつくっていただけるのがいいんでしょ

うが、なかなか全てのところは難しいというこ

とで、大規模な市町、そして自殺率の高い西諸

地区、そこを想定して、先ほど申し上げました

６つの自治体でつくっていただいたということ

でございます。それを踏まえてさまざまな事業

の展開を始めていただいた状況でございます。

そういう中で、アドバイザーにつきましては

３名いるんですけれども、お一人の方は国立精

神・神経医療研究センターの室長をしていらっ

しゃいます川野先生。そのほか宮崎大学の医学

部の石田教授、そして県の精神保健福祉センタ

ーの松田所長と、いずれも精神科のお医者さん

でございますけれども、こういった方々に宮崎

にお越しいただきまして、昨年はえびの市が自

殺対策行動計画をつくるときに、この３人の先

生にお越しいただいた上で、えびの市の担当の

方と地域におけるいろんな現状とか課題を分析

した上でどういった対策を講じていけばいいの

か、そのようなことをアドバイスを受けながら

やったところでございます。実際は、その場で

１回きりではなくて、その後も電話でのやりと

りとかメールでのやりとりとか、頻繁にいろん

な意見交換をしながら計画づくりを進めていっ

たと聞いております。

○前屋敷委員 地域によってアンバランスなと

ころ、状況はあるんですけど、やはり今の社会

情勢、環境、経済状況を踏まえると、どこでこ

ういう事態になってもおかしくないと思うんで

す。それで、年間に200名も、250名もみずから

命を絶たなければならない状況があることは深

刻に受けとめておられると思うんですけれど。

ですから、アドバイザーの御努力もいただきな

がら、各自治体と真摯な形で相談にも応ずるこ

とで、しっかり自治体が向き合うことを県とし

ても援助していただきたいと思うところです。

それは要望です。

それと、あわせて、自殺予防情報センターの

取り組みの件で、夜間電話相談窓口を設置され

ていろんな悩みを伺っておられると思うんです

けれど、この箇所数と、それから年間の相談件

数はどの程度あったのか、どういう対応をされ

ておられるのか、その辺の状況を。

○渡邊福祉保健課長 今の御質問の件でござい

ます。夜間電話相談を行っております団体が２

団体ございます。一つがライフネット宮崎、も

う一つが宮崎自殺防止センターでございます。

この２つの団体に対しまして、夜間の電話相談

を委託しているところでございます。

昨年度の実績でございますが、ライフネット

宮崎が、年間1,200件、宮崎自殺防止センター

が2,465件、合わせまして3,665件という実績で

ございます。

○前屋敷委員 かなりの相談件数だと思うんで

す。夜間といいましても、時間帯はどんなです

か。

○渡邊福祉保健課長 時間につきましては、23

時までということにしております。

○前屋敷委員 23時までされるのもなかなか大

変なことなんですけれど、私も相談を受けたこ

とがあるんですが、精神を患っている方だとか、

ひきこもりの方だとかは夜が寝られないという

方が多くて、この電話相談はすごく利用したい

とおっしゃられる方が多いんです。そういった

意味では、委託事業となると、時間も明け方ま

でということはなかなか難しい相談なのかもわ

からないんですけれど、どの時間帯が一番多い

のかということなどもいろいろ考慮していただ

いて、できるだけそういう相談に対応できるこ
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とは、かなりそういった方々へのアドバイスや

援助になると思うので、その辺のところは今後

もっと検討もしていただいて対処をしていただ

くことが、効果にもつながるんじゃないかと思

いますので、研究方お願いをしたいと思います。

その２つの委託されている団体とは、県とし

ては定期的な意見交換とか報告とかは受けてい

らっしゃるんですか。

○渡邊福祉保健課長 頻繁にといいますか、い

ろいろ意見交換をしながら進めてきております。

○前屋敷委員 よろしくお願いします。

次に、主要施策の報告の障がい福祉課でお願

いしたいんですけれど、資料の93ページのとこ

ろの一番下の障がい者の状況と手帳交付者数の

一覧があるんですが、ここで身体障害者手帳の

交付が26年度は1,000名ぐらい少なくなっている

んですけれど、これはどういう状況でこうなっ

ているのか、御説明をいただきたいと思います。

○川原障がい福祉課長 これにつきましては、

高齢化の状況でありますとか、新規の状況であ

りますとか、いろいろ要因があるのかなと思っ

ていますけれども、申しわけありませんが、こ

の分析につきましては、済みません、ちょっと

行っていないところでございます。

○前屋敷委員 やはり障害者手帳をお持ちの方

は、日常生活の中では、これに頼るところが大

変大きいですので、1,000名も数が少なくなって

いるという点ではちょっと調べていただいて、

そういう障がいを持たれる方々の暮らしがしっ

かりなされるように手だてもとっていただくと

いうか……。まず、調べていただきたいと思い

ます。

それと、主要施策の長寿介護課の88ページの

件で、一番上の欄の介護職員処遇改善臨時特例

基金で御説明いただいたのは、施設を開設され

る、その準備のための設備への助成ということ

で９件あるということだったんですが、確かに

このことが介護職員の方々の処遇改善につなが

るということもあるんですけれども、実際、各

職場での介護職員の方々の賃金も含めての処遇

改善というのは、具体的にはどういう状況にあ

るのか、効果は上がっているのか、その辺のと

ころもお伺いしたいと思うんですけれど。

○松田長寿介護課長 この基金の名称が処遇改

善等臨時特例基金となっておりますが、これは

今、報酬改定等で処遇改善を行うようになりま

して、この基金は、現在、施設開設準備経費に

活用しているという状況でございます。処遇改

善につきましては、介護報酬で処遇改善加算と

いう形で介護職員の給料、この改善であります

とか研修体制の見直し、それから労働環境の改

善といいますか、子育て支援でありますとか介

護関係の休暇等を整備するという促進策をとっ

ているところでございます。

○前屋敷委員 じゃ、この臨時特例基金につい

ては、目的が違うわけですね、中身が。

○松田長寿介護課長 委員がおっしゃるとおり、

設立当初は処遇改善をこの基金で行っておりま

したけれども、現在は施設開設準備経費に活用

をしているということで、国が介護報酬で今、

改善を図っているところでございます。

○山下委員 １点だけ教えてください。委員会

資料の17ページ、障がい者関係なんですが、不

用額で727万4,000円。これの説明があったと思

うんですが、障がい者の高齢者施設をつくるた

めの不用額だという説明を聞いた気がするんで

すが─例えば、障がいのある方が施設利用を

されていて、グループホームとか、そういう施

設に入って活動されておるだろうと思うんです

が、障がいのある人たちが高齢者になって介護
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が必要になってくる、そういう人たちのための

施設整備があるんですか。

○川原障がい福祉課長 私の説明不足といいま

すか、説明がまずかったかなと思うんですけれ

ども、この障がい者・高齢者住宅改造等助成事

業の内容でございますが、これは、在宅で生活

していらっしゃる障がい者の方、それと高齢者

の方に対しまして、例えばスロープをつけたり

とか浴室を改造したりとか、そういった自宅で

過ごすための改造費用の助成事業でございまし

て、障がい者分を障がい福祉課で、高齢者分を

長寿介護課で実施しているという事業でござい

ます。

○山下委員 障がい者は障がい者で、やっぱり

別に分けてあるんですか。これは、年齢は65歳

以上に充当される分ですか。

○松田長寿介護課長 高齢者につきましては、

今、委員がおっしゃいましたとおり、介護保険

によりまして住宅改修ができる分と、この事業

におきまして高齢者の住宅改造を行う分と。介

護保険で対象にならないものについて、この県

単事業で対象にしているという取り扱いをして

いるところでございます。

○山下委員 ここは障がい福祉課の分ですから、

障がい福祉課の所管の予算でとなってくると、

障がいのある人たちの高齢者に対する手だてと

いうことですよね。私がわからないのは、障が

い者は別枠で、障害手帳を持っておられる人た

ちが65歳以上になったときに特別なルールが

あって、例えば介護施設とか、普通の高齢者の

介護施設に行く手だてがあるのか、そこのすみ

分けはどうなっているのか、ちょっとわからな

いもんですから。

○川原障がい福祉課長 これも私の説明不足な

んですけれど、障がい者の分につきましては障

がい福祉課で予算執行いたしまして、高齢者の

分については長寿介護課で予算執行をするんで

すけれども、予算としての取りまとめについて

は障がい福祉課で一括して計上しているという

ことでございまして、あくまでも高齢者の分に

ついては長寿介護課で予算執行は行っていると

いう制度でございます。

○山下委員 私が言いたいのは、障がい者の人

たちが、例えば親、家族やら亡き後に、障がい

を持っておられる人たちが、今は施設とかグル

ープホームに入ったりして、そういうところで

活動されているわけでしょう。65歳以上になっ

て介護が必要になってきたときに、普通の人た

ちは65歳以上だったら介護施設に入れますよね。

障がい者の人たちは、例えば高齢者の特別養護

老人ホーム、そういうところに行けるんですか

と。障がい者の何か特別な枠があるんですか。

例えば精神障がいを患っておられる方とか、そ

ういう人たちも、痴呆症と一緒でしょうけれど、

施設側でなかなか預かりづらいという話も聞い

たりするもんですから、そこのすみ分けはちゃ

んとあるのかなと思うんです。

○川原障がい福祉課長 在宅の方の、いわゆる

障がいを持っていらっしゃる方の高齢化という

部分につきましては、今後、非常に大きな課題

になっていくと考えております。

いろいろお話等をお聞きしますと、在宅でずっ

とこられた障がい者の方が、例えば65とか70に

なったときに、通常の特別養護老人ホーム等に

行くのはなかなかなじめないというか、いろい

ろ難しい部分があるんですよとお聞きしている

ところでございます。今後、国等においても、

いわゆる親亡き後の問題ということで、例えば

高齢の障がい者の方の、いわゆる施設関係の受

け皿、どういう形でやっていくのかというのは、
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今後、国においても検討課題といいますか、検

討されていく必要があるという状況は聞いてい

るところでございます。

○山下委員 まだ、今日、その制度があって、

そういう人たちの住まわれる場所というのが、

今あるわけじゃないんですね。わかりました。

○宮原委員 83ページの国民健康保険助成、そ

して後期高齢者医療費負担金。予算に対して決

算が出ていて、前年度の決算も出ていて、平成27

年度予算額というのも出ているんですが、これ

は県単で支出ということになりますが、これは

全国的に何か一つの基準みたいなのがあって、

それに基づいて、この金額は設定されるんです

か。

○日髙国保・援護課長 これについては全国一

律で決まっておりまして、患者窓口の負担を除

く医療給付費の一部負担ということで、12分の

１を負担すると決まっております。

○宮原委員 わかりました。

次に、今度は長寿介護課のところで、介護基

盤緊急整備等臨時特例基金。先ほど、スプリン

クラーの整備を行っていますということで、早

期整備をということなんですが、これは毎回出

てくるような気がするんですけれど、どのぐら

いのところが、まだ整備されていない状況なの

か。

○松田長寿介護課長 これにつきましては、基

金を活用して年次的に整備を進めてきたわけで

ございますが、ことしの７月１日現在で申し上

げますと、現在、まだ未整備になっております

のが認知症高齢者グループホーム、これが１カ

所、それから小規模多機能型居宅介護支援事業

所が６カ所、それから有料老人ホームでござい

ますが、これが63カ所でございます。有料老人

ホームにつきましては、一昨年と比べまして、

１年間で約90施設ほどふえておりまして、なか

なか整備が追いついていかない現状がございま

す。

○宮原委員 これは、こういうスプリンクラー

を設置してなくて、期限的なものが切られて、

それまでにも整備してくださいと。でないと、

これは、やっぱり事業として運営されているわ

けなんで、そのあたりの期限とかはないんです

か。

○松田長寿介護課長 消防法では30年の３月末

が期限となっております。

○宮原委員 消防法で30年３月末と言われたけ

れど、それ以降はその法を破ると指摘はあるん

でしょうが、営業は続けていけるんですか。

○松田長寿介護課長 これにつきましては、そ

の期限までに設置することになっております。

義務となっておりますので、現在、未設置の方

々にも、この事業についての周知をこれまで図っ

てきたわけでございますが、例えば賃借でされ

ている方は、家主さんとなかなか協議が整わな

いとか。基金は10分の10の補助ではございませ

んで自己負担もあるということ、それから、将

来、何年続けるか、まだ計画が未定であるとい

うことで、30年３月以降、継続するかどうかも

含めて、今検討中というところもございます。

○宮原委員 そしたら、もう全部整備をします

よと言われた場合は、その比率に応じて予算は

組まなければならないということですね。

○松田長寿介護課長 この事業につきましては、

昨年度で終了いたしまして、今年度は精算とい

うことでございます。ただ、スプリンクラーの

整備につきましては、国の補助事業、それから

県単の事業等を活用しながら、今後は整備を進

めていきたいと考えております。

○宮原委員 わかりました。
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次に、障がいのある大学生の修学支援という

のが、２名に対して85万の決算で出ていますが、

これは、その支援、介助をされる方は、全額、

県が見てくれているんですか。

○川原障がい福祉課長 この制度事業につきま

しては費用負担区分がございまして、大学が２

分の１、県が４分の１、それと出身の地元市町

村が４分の１ということでの事業の仕組みと

なっております。

○宮原委員 わかりました。

あと、92ページで補聴器の購入助成費という

のが、大きな金額じゃないんだけれど、216

万4,000円に対して決算が39万8,000円というこ

とで、それなりの方がいらっしゃると予測され

て、この予算は計上されたと思うんですけれど、

使っていただかなかったということなのか、そ

のあたりについてはどうなんでしょうか。

○川原障がい福祉課長 これも26年度の新規事

業でございますけれども、見込みとしましては

新規の方を５人、それと、実際、今まで持って

いらっしゃる方の更新といいますか、修理の部

分を18人程度と見込んで予算を組んでおりまし

た。結果としましては、新規事業につきまして

は、当初予定どおり５人分でございましたが、

修理につきましては２件にとどまったといった

ことで、予算としては残ったところでございま

す。

○外山委員 生活保護事務の適正実施です。い

わゆる自立支援ということは生活保護から脱却

するということで捉えていいんですか。まず、

そこを。

○日髙国保・援護課長 自立支援ということで、

生活保護脱却ということで、自立というのは、

もう脱却です。

○外山委員 その成果は出ているんですか。

○日髙国保・援護課長 自立の関係につきまし

ては、大きく２つありまして、ハローワークと

の連携で生活保護受給者等就労自立促進事業が

ありまして、26年度につきましては対象者が754

人おりましたけれど、就職したのが447名となっ

ております。ただ、これについては、廃止につ

ながったかどうかはちょっと数字を把握してな

いんですけれど。

もう一つは、就労支援による支援というのを

─81ページに支援員を記載しておりますけど、

郡部に５人、支部に13人設置しておりまして

─この就労支援による支援ということで自立

支援プログラムを策定実施推進事業をやってお

るんですが、これにつきましては被保護者

が1,124人おりまして、廃止が127名となってお

ります。

○外山委員 これを担うのは各市町村あるいは

保健所。この相談員訪問活動というのは、主に

どこが担うんですか。

○日髙国保・援護課長 基本的にはケースワー

カーが訪問活動をしておるんですけれど、ハロ

ーワークと連携したり、就労支援員と連携して

支援したりとやっているところです。

○外山委員 もう一点だけ。これは質問じゃな

いんですけれども、この活動は自立支援もさる

ことながら、乱給防止あるいは漏給防止の目的

もあると捉えていいですか。

○日髙国保・援護課長 御存じのとおり、不法

に受給している方もいらっしゃいますので、も

らえる人がもらって、もらえない人がもらえな

いようにということで調査も徹底しているとこ

ろでございます。

○外山委員 もう一点だけ。90ページ、○新のひ

きこもり対策推進事業。ひきこもり地域支援セ

ンターは、どこに設置しているんですか。



- 44 -

平成27年10月５日(月)

○川原障がい福祉課長 精神保健福祉センター

の中でございます。

○外山委員 その場所はどこにありますか。市

内、１カ所だけ。

○川原障がい福祉課長 中央保健所があるとこ

ろでございます。

○外山委員 いろんな告知はどうされているん

ですか。こういうセンターがあることを、どう

いう形で告知されているのか。

○川原障がい福祉課長 センターのホームペー

ジでありますとか、案内リーフレットを印刷い

たしまして、例えばコンビニでありますとか、

学校や、市町村でありますとか、いろんなとこ

ろに周知のためのチラシ等を配布して周知に努

めているところでございます。

○外山委員 最後に一つだけ。ということは、

このセンターは、こちらから行くことは、まず、

ないわけですね。体制的には、待っていて、相

談があったときに応じるという。

○川原障がい福祉課長 基本的にはそういうこ

とでございますが、必要に応じて、例えば自宅

を訪問して、いわゆる助言・指導を行ったりと

いったケースも、今後は出てくると考えており

ます。

○横山医療・介護連携推進室長 先ほど、中野

委員から御質問をいただきました介護基盤緊急

整備等臨時特例基金の繰り越しの件でお答えを

させていただきます。

繰り越しとなりましたのが補助事業でござい

まして、宮崎市と小林市、それぞれ１件の介護

事業所の整備に対する補助が繰り越しになって

おります。まず、入札の関係で申し上げますと、

小林市の１件で入札不落が出まして、その後に

また、やり直しをやった関係で全体的にずれ込

んだと。ただ、事業自体は一旦３月末に終わっ

ておったんですが、市の完了検査で不備が指摘

をされまして、そこの手直しをした結果で４月

までずれ込んだということでございます。あと、

宮崎市でございますが、これは入札ではないん

ですけれども、建設業者に人員不足があったと

いうことで、全体的に工期がずれ込んでしまっ

たことが原因になってございます。

以上でございます。

○後藤主査 中野委員、よろしいですか。

ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、以上をもちまして、第

１班４課の審査を終了いたします。

午後の再開を１時からといたします。暫時休

憩いたします。

正午休憩

午後１時１分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

これより、医療薬務課、衛生管理課、健康増

進課、こども政策課、こども家庭課、５課の審

査を行いますので、それぞれ説明をお願いいた

します。

なお、委員の質疑は、５課の説明が全て終了

した後にお願いをいたします。

○孫田医療薬務課長 医療薬務課の関係分を御

説明いたします。

平成26年度決算特別委員会資料の２ページを

お開きください。

医療薬務課は、上から２番目であります。予

算額55億5,243万1,000円に対しまして、支出済

額が54億9,903万9,470円、不用額が5,339万1,530

円となっておりまして、執行率は99.0％であり

ます。

以下、内容を御説明いたします。８ページを
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お開きください。

医療薬務課の予算は、５つの目がありますが、

その中で執行残が100万円以上となった目は、医

務費、薬務費、大学費の３つであります。

まず、（目）医務費でありますが、不用額3,531

万1,160円となっております。主なものは、次の

９ページでございます。負担金・補助及び交付

金の不用額3,130万4,634円であります。これは、

主に共同利用型病院運営費補助事業や救急医療

機関医師勤務環境改善事業において、人件費等

に対する補助に係る所要額が見込みを下回った

ことなどによるものであります。

次に、（目）薬務費でありますが、不用額は552

万4,522円となっております。主なものとしまし

ては、報償費や旅費、需用費、委託料等の執行

残であります。

次に、10ページをごらんください。

（目）大学費でありますが、不用額は1,254

万5,602円となっております。主なものとしまし

ては、まず、旅費229万3,501円でありますが、

これは、研究旅費等の執行残であります。

次に、需用費215万6,361円でありますが、こ

れは、講義等に係る消耗品などの執行残による

ものであります。

次に、工事請負費371万2,156円でありますが、

これは、講堂外壁工事に係る所要額が見込みを

下回ったことによるものであります。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

次に、平成26年度の主要施策の成果について

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の医療薬務課

のインデックス、71ページをお開きください。

まず、１、生き生きと暮らせる健康・福祉の

社会、（１）健康づくりの推進であります。

主な事業及び実績でございますが、薬物乱用

防止推進事業は、薬物乱用を未然に防止するた

めの研修会開催や、中・高校生に対する薬物乱

用防止教室の開催などを行ったものであります。

次の、毒物劇物危機管理体制確保対策推進事

業は、危害発生の未然防止や、事故発生時の危

機管理体制整備のため、データベースの整備や

中毒治療薬の配備を行ったものであります。

施策の成果等につきましては、①及び、次の

ページの②③のとおりでありますが、今後とも、

薬物乱用に対する厳格な規制や、特に青少年を

対象とした啓発、毒物、劇物の取り扱いの事業

者等への指導の徹底を図っていく必要があるこ

とから、平成27年度も引き続き監視指導の実施、

薬物乱用等を未然に防止するための啓発活動の

強化に努めているところであります。

73ページをごらんください。

（３）医療提供体制の充実であります。

まず、自治医科大学運営費負担金であります

が、これは、自治医科大学の運営費を負担し、

本県の僻地医療に従事する医師を養成している

もので、26年度は、11名の自治医科大学卒業医

師を５つの町村立病院に派遣しているところで

あります。

次の、医師確保対策強化事業は、県と関係19

市町村で設立した協議会において、医療関係誌

やホームページなどで求人情報を全国に発信す

るとともに、県外の医師を招いての病院見学を

実施するなどにより、県内の公立病院等への就

労を促進する取り組みを行ったものであります。

次の、産科医等確保支援事業は、産科医等の

処遇改善を図るため、分娩手当を支給している

県内20の医療機関に対して、手当額の一部を補

助したものであります。

次の、女性医師等の離職防止・復職支援事業
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であります。これは、女性医師等が出産や育児

と仕事を両立できる環境の整備を図るため、女

性医師の相談に応じる窓口の設置や、病院内保

育所を設置する医療機関への運営費補助、女性

医師の短時間正規雇用を行っている病院に対し

て、代替医師の雇い上げについて補助を行った

ものであります。

次の、看護師等確保対策事業でありますが、

看護師等養成所運営費補助事業は、県内の看護

師等養成所14校に対して運営費補助を行ったも

のであり、宮崎県ナースセンター事業は、働い

ていない看護師等の再就業を支援するため、無

料職業紹介などを行い、360名の再就業につな

がっております。

74ページをごらんください。

へき地診療委託事業は、県医師会や日本赤十

字社、県歯科医師会に委託して、無医地区等へ

の巡回診療等を行ったものであります。

第二次救急医療体制整備事業と、第三次救急

医療体制整備事業は、本県の救急医療を担う医

療機関に対して、その費用の補助等を行ったも

のであります。

次に、救急医療利用適正化推進事業は、いわ

ゆるコンビニ受診の抑制などによる医師の負担

軽減のため、保育園等での保護者に対する訪問

教室の開催や、地域医療を守るための活動を行

う民間団体等に対する助成を行ったものであり

ます。

75ページをごらんください。

小児科専門医育成確保事業は、医師不足が深

刻な小児科の医師が専門研修を受けるための研

修資金を貸与するとともに、小児医療の研究会

等を開催することにより、小児科医師の育成・

確保に取り組んだものであります。

次の、小児救急拠点病院整備事業は、県内４

つのこども医療圏のうち、国・県立以外で小児

救急医療拠点病院として位置づけられている県

西地区の都城市郡医師会病院のオンコール体制

での運営費について補助したものであります。

次に、地域医療再生基金事業であります。

これは、地域医療が抱える課題解決のため、

地域医療再生計画に基づき、医師・看護師の確

保・養成や救急医療機能の強化、県医療計画に

位置づけた５疾病５事業及び在宅医療の対策に

関する事業を実施したものであります。

主な事業としては、宮崎大学地域医療学講座

運営支援やドクターヘリ運航支援を初め、一番

下の小児救急医療電話相談事業、76ページの都

城市郡医師会病院の移転・整備を支援する県西

部救急・周産期医療拠点病院整備や災害拠点病

院機能強化などに取り組んでおります。

次に、医療施設耐震化促進事業でありますが、

平成24年度から平成27年度にかけて、医療施設

耐震化臨時特例基金を活用して実施しておりま

す、門川町にあります済生会日向病院の耐震化

工事に係る平成26年度分の補助を行ったもので

あります。

次に、宮崎県地域医療支援機構運営事業であ

ります。これは、効果的な医師確保対策を進め

るため、県と宮崎大学、県医師会、市町村が連

携して地域医療支援機構を設立し、医師のキャ

リア形成支援や、77ページの臨床研修病院説明

会の開催等による研修医の確保、各種情報発信

等を行ったものであります。

次の、地域医療介護総合確保基金事業であり

ます。これは、病床の機能分化・連携、在宅医

療・介護の推進、医療従事者の確保といった地

域包括ケアシステムの構築に向けて、消費税増

収分を財源に基金を設置して各種事業を行った

ものであります。
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主な事業としては、在宅医療に取り組む医師、

看護師、介護関係者等の実技研修などトレーニ

ング機器の整備支援や、県北における脳血管障

害患者受け入れ輪番体制支援のためのＣＴ整備

支援、並びに医療研修環境整備として医療者の

医療レベル向上・スキルアップを図るため、宮

崎大学医学部の臨床技術トレーニングセンター

の改修や設備整備に取り組んだものであります。

78ページをごらんください。

がんばる献血応援団は、献血クラブへの登録

推進や、協力企業名の新聞掲載等により、安定

的な血液確保に取り組んだものであります。

最後の県立看護大学運営費は、教員人件費、

施設管理費、教育研究費等のほか、本県の保健、

医療、福祉の分野に関する地域貢献等の研究に

取り組んだものであります。

79ページをごらんください。

施策の成果等であります。

まず、①の医師不足対策については、自治医

科大卒医師の配置や医師修学資金貸与、宮崎県

地域医療支援機構等による各種対策を行ったと

ころでありますが、医師不足は依然として厳し

い状況にあり、引き続き積極的な取り組みが必

要だと考えております。

②の看護師等の確保対策については、看護師

等養成所に対する運営費補助などにより、看護

師等の養成に努めたほか、未就業看護師等の就

業促進等に努めたところでありますが、今後と

も、その安定的な確保に努める必要があると考

えております。

③のへき地医療対策は、僻地出張診療等や、

そこにはありませんが、自治医科大学卒業医師

の配置等により僻地医療の確保に取り組んでお

りますが、今後とも医学生を対象にした臨床研

修ガイダンス事業など、さまざま工夫を凝らし

ながら継続して取り組んでいく必要があると考

えております。

④の救急医療対策については、宮崎大学救命

救急センターの体制強化やドクターヘリの運航

支援、中核病院の救急機能充実を図るとともに、

県民の適正受診の啓発等に取り組んだところで

ありますが、今後とも救急医療体制の整備充実

に努めてまいります。

次に、⑤でありますが、地域医療再生基金を

活用して、医師確保、救急医療対策、県医療計

画に位置づけた５疾病５事業等の対策など各種

事業を実施しております。今後とも、医師会や

大学、市町村等と十分連携を図りながら、着実

に事業を実施していく必要があると考えており

ます。

次のページの⑥でありますが、引き続き、薬

事監視による医薬品等の適正な取り扱いや不良

医薬品の発生防止を図るとともに、血液の安定

確保のため、組織献血の推進や若年層に対する

啓発活動を展開していく必要があると考えてお

ります。

次に、⑦です。県立看護大学では、優秀な看

護師等の育成に取り組んでおりますが、引き続

き、効果的な教育研究活動や地域貢献活動、県

内への就職率の向上に努めていくとともに、平

成29年４月からの法人化を目指し、準備を進め

てまいりたいと考えております。

最後に、⑧でありますが、地域医療体制の整

備については、26年度も引き続き、地域医療再

生計画及び地域医療介護総合確保計画に基づく

基金事業を推進するなど、医療従事者の養成・

確保、救急・災害時の医療体制の整備を図るこ

とにより、一層の充実に努めているところであ

ります。

主要施策の成果に関する報告書につきまして
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は、以上であります。

次に、平成26年度の監査結果報告書（指摘事

項）等について御説明いたします。

決算特別委員会資料の赤のインデックス、監

査報告のついている35ページをお開きください。

医療薬務課分は、県立看護大学の支出事務に

ついて、「物品の購入について、予定価格調書が

作成されていないものがあった。留意を要する」

との指摘がございました。

これは、備品購入の際に、予定価格調書が作

成されていなかったものであり、今後は、適時

適正な事務処理に努めてまいります。

医療薬務課は以上であります。

○竹内衛生管理課長 衛生管理課の平成26年度

決算状況について御説明いたします。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の２

ページをお開きください。

上から６番目の衛生管理課でございますが、

予算額12億5,526万4,000円に対して、支出済額

は12億4,469万4,990円、不用額は1,056万9,010

円、執行率は99.2％でございます。

執行率90％未満の目はございませんので、執

行残が100万円以上の目について、順に御説明い

たします。

それでは、22ページをお開きください。

まず、（目）の予防費、これは犬、猫の保護管

理、愛護に要する経費ですが、不用額は254

万9,481円となっております。

不用額の主なものは、上から３番目の需用

費151万1,144円でございますが、老朽化してい

る動物保護管理所の修繕費として留保しており

ましたが、大きな修繕もなく、結果、不用となっ

たことなどによる執行残でございます。

次に、23ページをお願いいたします。

（目）の食品衛生指導費、これは、保健所、

衛生環境研究所及び食肉衛生検査所で主に執行

する経費ですが、不用額は551万8,930円となっ

ております。

不用額の主なものは、上から６番目の旅費150

万3,716円、その下の需用費140万4,264円でござ

いますが、施設の監視指導や会議研修等に係る

旅費及びＢＳＥ検査に要する消耗品代等の需用

費の執行残でございます。

さらに、委託料105万7,651円でございますが、

食肉衛生検査所における検査室等から出る廃棄

物処理の委託実績が見込みを下回ったことによ

るものでございます。

次に、24ページをお願いいたします。

（目）の環境衛生指導費、これは、保健所及

び生活衛生営業指導センターで主に執行する経

費ですが、不用額は156万1,093円となっており

ます。

不用額の主なものは、旅費52万5,370円、委託

料63万650円でございますが、生活衛生営業施設

の監視指導等に係る旅費及び生活衛生営業指導

センターへの業務委託等の執行残でございます。

決算事項別明細説明資料の説明につきまして

は、以上でございます。

次に、平成26年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

お手元の平成26年度主要施策の成果に関する

報告書の衛生管理課のインデックス、95ページ

をお開きください。

（１）の安心で快適な生活環境の確保につい

てでございます。

２つ目の括弧の施策推進のための主な事業及

び実績の表の、上から１段目の食品衛生監視で

ございますが、県内の食品関係営業施設２

万1,850件につきまして、9,241件の監視及

び1,607件の収去検査を行いました。
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また、食品衛生推進事業として、宮崎県食品

衛生協会へ委託し、249人の食品衛生指導員によ

る巡回指導などを実施したところでございます。

次に、96ページをお開きください。

食肉衛生検査所でございますが、県内７カ所

の屠畜場におきまして、26年度は、牛５万2,311

頭、豚97万637頭を検査しております。

その次の食鳥検査でございますが、県内10カ

所の大規模食鳥処理場におきまして、26年度は、

１億3,105万2,336羽を検査しております。

次の生活環境対策でございますが、水道維持

管理指導につきましては、水道施設への立ち入

り205件を実施したほか、水道建設指導は、市町

村が実施する水道施設整備事業の指導を行うも

のでございますが、簡易水道等施設整備事業で

は、12市町村20事業の実績となっております。

その下の生活衛生指導助成でございますが、

生活衛生営業相談室設置のほか、経営指導員や

生活衛生営業指導員等が行う巡回指導等の活動

事業への補助を、宮崎県生活衛生営業指導セン

ターに対して行っており、センター窓口相談519

件、生活衛生営業指導員の巡回指導1,263件など、

業界の自主衛生管理体制の強化と活性化を図っ

たところでございます。

次に、97ページをごらんください。

施策の成果等についてでございます。

まず、①②にありますとおり、県民の食の安

全・安心確保のため、施設の監視指導及び収去

検査、食中毒予防の啓発・指導、また、屠畜検

査及び食鳥検査による疾病の排除等や、牛のＢ

ＳＥ検査を実施するとともに、継続して取り組

んできた点検・指導により、②の２行目にあり

ますように、全国に先駆けて、県内７屠畜場及

び大規模食鳥処理場へＨＡＣＣＰシステムの導

入が完了したところでございます。

次に、③の水道事業対策では、水道事業ビジョ

ンの計画的な策定を進めるとともに、県民がい

つでも安心して利用できる水道水の安定供給・

安全確保に努めたところでございます。

また、④のとおり、生活衛生関係につきまし

ては、営業施設への許可・確認、監視指導・衛

生講習会等を行うなど、衛生水準の維持向上を

図り、消費者・利用者への安全で衛生的なサー

ビスの確保に努めたところでございます。

次に、⑤のとおり、レジオネラ症の防止対策

として、講習会や施設の監視指導を実施し、患

者発生の防止に努めたところでございます。

続いて、99ページをお開きください。

（２）の快適で人にやさしい生活・空間づく

りについてでございます。

施策推進のための主な事業及び実績の表の動

物管理でございますが、犬の登録や狂犬病予防

注射の必要性をテレビＣＭや広報車などを活用

し、啓発しますとともに、動物愛護の観点から、

みやざき動物フェスタ2014の開催や適正な飼養

の啓発、犬猫の譲渡推進に努めてきたところで

ございます。

また、動物愛護センター建設に向けて基本構

想を策定したところでございます。

次に、施策の成果等についてでございます。

①の狂犬病予防対策については、啓発コマー

シャル、獣医師会や市町村との連携など、注射

実施率向上に努めてまいりましたが、残念なが

ら実施率が前年度を若干下回ったところでござ

います。

今後とも、実施率の向上のため、普及啓発活

動に取り組んでまいりたいと考えております。

続いて、100ページをお開きください。

最後に、④のとおり、動物愛護センター共同

設置事業においては、基本構想を策定するとと
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もに、宮崎市と動物愛護施設建設にかかわる合

意書を締結したところでございます。

以上、主要施策の成果に関する報告書につい

て御説明いたしました。

次に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

衛生管理課からの説明は、以上でございます。

○木内健康増進課長 健康増進課の平成26年度

決算状況につきまして御説明します。

お手元の決算特別委員会資料、２ページをご

らんください。

健康増進課、上から７番目でございます。予

算額は31億7,719万7,000円でありまして、うち

支出済額29億6,176万7,443円、翌年度への繰り

越しが1,510万2,000円となっておりまして、不

用額は２億32万7,557円となっておりました。執

行率は93.2％、翌年度への繰越額を含めます

と93.7％であります。

次に、目別を御説明します。

25ページを開いていただけますでしょうか。

事項別明細説明資料、まず、（目）公衆衛生総

務費でございます。不用額は5,859万282円となっ

ております。

不用額のうち主なものは、負担金・補助及び

交付金、これが3,313万204円であります。これ

は、県西地区周産期医療体制整備事業におきま

す医療機関に対する補助金等の執行残でありま

す。

次に、扶助費1,990万3,488円が不用となって

おります。これは、小児慢性特定疾病治療研究

費あるいは不妊治療助成事業など、医療費公費

負担の執行残でございます。

次に、26ページをお開きください。

（目）の予防費であります。この不用額は１

億4,173万7,275円となっております。

その主なものは、扶助費の１億1,600万9,994

円であります。これは、特定疾患医療費や肝炎

医療費など、医療費公費負担の執行残でありま

す。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

にまいります。101ページをお開きください。

健康増進課の箇所、まず、人づくりの１、安

心して子どもを生み、育てられる社会の（１）

子育て支援の充実であります。

主な事業及び実績の表のところです、事業名、

母子保健対策であります。

右の主な実績内容の欄、不妊治療費助成事業

としまして、体外受精など医療保険の適用され

ない特定不妊治療を行った夫婦に対して、435件

の治療費助成を行っております。

それから、生涯を通じた女性の健康支援事業

といたしまして、女性の健康全般に関する相談

への対応を行うとともに、健やかな妊娠を推進

するため、年齢の近い大学生を講師とするピア

カウンセリング講座やパンフレットによる若い

世代への妊娠・出産に関する啓発を行ったとこ

ろであります。

次の102ページをお開きください。施策の成果

等であります。

①としまして、不妊専門相談センターを設置

いたしまして、心のケア、治療に伴う措置、検

査、予後等について適切な情報提供を行うとと

もに、不妊治療に対する助成事業に取り組んだ

ところであります。

それから、④の箇所をごらんください。保健

所におきまして、これも保健所です。女性専門

相談（スマイル）による相談対応あるいは助産

師による中高生の健康教育、産科医療機関での

指導に取り組んだところであります。

本県の人工死産率は減少傾向でありますが、
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残念ながら全国の中ではまだ高い数値でありま

すので、今後さらに事業の強化を図りたいと考

えております。

次に、103ページをごらんください。

くらしづくりの１、生き生きと暮らせる健康

・福祉の社会の（１）健康づくりの推進であり

ます。

事業名、健康増進対策の実績内容のところで

すが、健康づくり推進センター管理運営といた

しまして、県内各市町村の行うがん検診の制度

管理やデータ分析、特定健診・特定保健指導に

関する研修等の技術支援並びに健康づくりに関

する普及啓発や調査研究を、公益財団法人宮崎

県健康づくり協会に委託をして実施をいたした

ところであります。

次に、健康みやざき21指導者育成事業といた

しまして、市町村、企業などの健康づくり担当

者や健康運動指導士・健康運動実践指導者を対

象とした講習会などを開催いたしまして、県民

の健康づくりの取り組みを支援する指導者の育

成を図ったところであります。

次に、104ページをお開きください。

新規事業「集団検診推進」としまして、がん

に係る集団検診実施体制の充実を図るため、地

域経済活性化・雇用創出臨時基金を活用しまし

て、がん検診車３台の整備を行っております。

老人保健であります。

主な実績の中ほど、総合的ながん対策推進事

業といたしまして、県立３病院における、がん

診療連携拠点病院の機能を強化するなど、総合

的ながん対策の推進を図っております。

105ページをごらんください。

歯科保健対策であります。

主な実績の中ほど、むし歯予防対策事業とし

まして、保育所あるいは幼稚園等において実施

したフッ化物洗口等に対する補助を18市町村に

対して行っております。

その下、障がい児者歯科専門医育成事業とし

まして、障がい児者専門の歯科診療施設であり

ます宮崎歯科福祉センターにおきまして、歯科

麻酔医育成や協力歯科医養成研修を行っており

ます。

106ページをお開きください。

肝炎総合対策であります。

肝炎治療費助成事業といたしまして、Ｂ型肝

炎、Ｃ型肝炎の患者さんの経済的負担を軽減す

るため、治療に係る医療費を助成すると、これ

が1,106人に対して助成をしております。また、

保健所等で肝炎ウイルス検査を無料で実施をい

たしております。

また、ウイルス性肝炎対策特別推進事業とし

まして、肝炎診療連携体制の充実・強化を図る

ため、肝炎対策懇話会や医療従事者研修会を開

催しております。

感染症危機管理対策でございます。

新型インフルエンザ対策としまして、協力医

療機関に人工呼吸器を整備し、また、エボラ出

血熱等の患者の発生に備えまして、県内３保健

所に患者搬送用の機器を整備したところであり

ます。

次、107ページをごらんください。

新規事業「風しん抗体検査」であります。

これは、風疹の蔓延防止や先天性風疹症候群

の発症予防のために、妊娠を希望する女性等を

対象に風疹の抗体検査を行ったところでありま

す。

新規事業「施設・設備整備費」です。

これは、入院をされている二類感染症患者の

適正な医療提供体制を確保するために、国立病

院機構宮崎東病院の結核病棟の建てかえ整備に
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係る費用について補助を行うものであります。

ただし、事業主体において26年度事業が繰り越

しとなったために全額が27年度へ繰り越しと

なっております。

施策の成果等を御説明します。

まず、①でございますけれども、宮崎県がん

対策推進計画、これの改定版に基づきまして、

がん診療連携拠点病院等の機能強化や、地域が

ん登録、緩和ケア推進事業を実施するとともに、

がん検診受診率向上の啓発事業としてテレビ広

告等を行ったところであります。

今後も、さらなるがん対策の推進を図ってい

くこととしております。

108ページをお開きください。

③ですが、難病等の対策としまして、保健所

や難病相談支援センターにおける各種相談の対

応、在宅の難病患者に対する訪問指導、重症難

病患者の入院施設確保のための連絡調整等を行

いました。

今後も、難病患者の生活の質の向上のために

支援活動を推進していくこととしております。

次に、109ページをごらんください。

（２）のみんなで支え合う福祉社会の推進で

あります。

ハンセン病啓発・ふるさと交流促進といたし

まして、入所者の里帰り事業、あるいは公募し

た県民によるふれあいハンセン病療養所訪問事

業などを行いまして、社会復帰への基盤づくり、

あるいはハンセン病に対する知識の普及啓発に

努めたところでございます。

施策の成果等としまして、県民のハンセン病

に対する正しい知識の普及を図ったところでご

ざいます。今後も、療養所入所者が社会復帰し

やすい環境づくりに努めてまいりたいと考えて

おります。

主要施策の成果については、以上であります。

また、監査報告における指摘事項はございま

せん。

健康増進課からは、以上でございます。

○川畑こども政策課長 こども政策課の平成26

年度の決算状況につきまして御説明いたします。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の２

ページをお開きください。

こども政策課は、上から８番目であります。

予算額157億6,457万9,000円に対しまして、支出

済額は142億2,992万7,931円、翌年度への繰越額

は13億7,455万6,000円、不用額は１億6,009

万5,069円となっておりまして、執行率は90.3％、

翌年度への繰越額を含めますと99.0％でござい

ます。

それでは、27ページをお開きください。

執行残が100万円以上のもの及び執行率が90％

未満のものについて御説明いたします。

（目）児童福祉総務費についてであります。

まず、中ほどの翌年度繰越額6,564万2,000円

でありますが、これは、昨年度、国の補正予算

で創設されました地域活性化・地域住民生活等

緊急支援交付金を活用した事業として、平成27

年２月県議会において承認いただいた、みやざ

き結婚サポート事業、みやざき子育てサポート

事業、子育てに優しい環境づくりサポート事業

の３つの事業において、今年度、事業を執行す

るために繰り越しを行ったものであります。

また、不用額は7,886万9,885円となっており

ます。

その主なものは、負担金・補助及び交付金

の7,544万1,006円でありますが、これは主に子

育て支援乳幼児医療費助成事業の不用額であり

まして、市町村における助成件数の実績が見込

みを下回ったことによるものであります。
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次に、（目）児童措置費についてであります。

まず、中ほどの翌年度繰越額13億891万4,000

円でありますが、これは、安心こども基金事業

を活用した保育所緊急整備事業、認定こども園

整備事業、幼稚園耐震化促進事業の３事業につ

いて、事業者における園舎の増改築等が繰り越

しとなったことによるものであります。

また、不用額は1,630万6,932円となっており

ます。

その主なものは、次のページ、負担金・補助

及び交付金の1,560万7,197円でありますが、こ

れは、安心こども基金事業のうち、保育所緊急

整備事業及び子ども・子育て支援新制度に係る

電子システム構築等事業の入札に伴う執行残な

どであります。

次に、（目）母子福祉費についてであります。

不用額は5,035万9,130円でありますが、その

ほとんどは負担金・補助及び交付金関係の不用

額でありまして、児童手当支給事業において、

市町村の支給実績が見込みを下回ったことによ

るものであります。

次に、29ページをお開きください。

（目）事務局費についてであります。

不用額1,427万8,640円は、負担金・補助及び

交付金関係でありますが、内容といたしまして

は、主に、私立幼稚園預かり保育推進事業及び

私立幼稚園特別支援教育経費補助事業において、

補助確定額が見込みを下回ったことによるもの

であります。

決算状況の説明につきましては、以上でござ

います。

次に、平成26年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

お手元の平成26年度主要施策の成果に関する

報告書のこども政策課のインデックスのとこ

ろ、110ページをお開きください。

１、安心して子どもを生み、育てられる社会

の（１）の子育て支援の充実であります。

中ほどの表をごらんください。

まず、改善事業の幼児教育・保育人材確保推

進事業につきましては、県内の保育士養成機関

等との意見交換会の開催や、県内全ての幼稚園

・保育所、認定こども園を対象にアンケート調

査を行うなど、保育士及び幼稚園教諭の安定的

な確保に向けて取り組んだところであります。

また、次の児童健全育成事業につきましては、

小学校低学年の放課後対策として、安全な遊び

や生活の場を提供する放課後児童クラブ、216ク

ラブに対して、運営費の助成を行うなど、児童

の健全育成に努めたところであります。

また、次の保育対策等促進事業の実施により、

延長保育や休日保育など、保護者の多様なニー

ズに対応した保育サービスの充実に努めるとと

もに、次の未来みやざき子育て県民運動推進事

業により、推進協議会総会や、子育て応援フェ

スティバルの開催などにより、社会全体で子育

てを応援する機運づくりに取り組んだところで

あります。

次に、みやざき「恋物語」プロジェクト事業

につきましては、結婚を応援する活動を行って

いる９団体に対しまして補助等を行い、その活

動を促進することにより、社会全体で結婚を応

援する機運づくりや、独身者の出会いのきっか

けづくりなどに取り組んだところであります。

次に、みやざきの「子育て力」活性化事業に

つきましては、地域に密着して子育て支援に取

り組む民間団体を支援することにより、子育て

支援団体の育成や活性化を図る事業であります

が、平成26年度は８団体に補助を行ったところ

であります。
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次に、111ページをごらんください。

地域子育て・子育ち応援事業につきましては、

父子手帳、パパのイクメン手帳の配付や、知事

とイクメンパパの料理教室、こども知事を開催

することにより、父親の子育て参加の促進など

地域における子育て支援体制の充実に取り組ん

だところであります。

次に、子育て支援乳幼児医療費助成事業につ

きましては、小学校入学前までの乳幼児に対し

て、入院等に要する医療費の一部助成を行い、

子育て家庭の経済的負担の軽減を図ったところ

であります。

また、次の子育て支援対策臨時特例基金事業

では、安心こども基金への積み増しを行ったと

ころでありまして、この基金を活用し、次の安

心こども基金事業により、24カ所の保育所の増

改築や９カ所の認定こども園の施設整備等に対

して助成を行ったところであります。

次に、児童手当支給事業によりまして、約８

万1,000人の受給者を対象に児童手当の支給を

行っている市町村に対し、県負担分を支出して

いるところであります。

さらに、次の児童扶養手当支給事業では、離

婚等によるひとり親等に支給される手当のうち、

県内町村在住の2,400人余りの受給者について、

県負担分を支出しているところであります。

次に、112ページをお開きください。

施策の成果等についてであります。

少子化が急速に進む中、誰もが安心して子ど

もを生み、健やかに育てられる環境づくりを進

めるため、①の未来みやざき子育て県民運動推

進事業等による子育てを社会全体で応援する機

運づくりや、②の放課後児童クラブの運営支援

等による児童の健全育成対策を推進してまいり

ました。

また、③の延長保育や病児・病後児保育といっ

た保育サービスの充実、さらには、④にありま

す子育て家庭の経済的負担の軽減を図る乳幼児

医療費の助成等を行うなど、各種の子育て支援

対策の推進に努めてきたところであります。

このことにより、子育て環境の整備が着実に

図られつつあると考えておりますが、今後、こ

れらの取り組みに加え、緊急時における一時預

かり保育の仕組みを構築するなど、なお一層の

子育て支援体制の充実を図ってまいりたいと考

えております。

次に、114ページをお開きください。

２、未来を担う人材が育つ社会の（１）の生

きる基盤を育む教育の推進であります。

まず、表の一番上の私立幼稚園振興費補助事

業につきましては、県内にある私立幼稚園113園

に対し、次の私立幼稚園預かり保育推進事業と

しましては、98の私立幼稚園が実施した預かり

保育に対し、それぞれ運営費の助成を行ったと

ころであります。

さらに、幼児期の子育て・発達サポート推進

事業では、幼稚園・保育所の職員を対象とする

ペアレントトレーナー養成研修や障がい児施設

における保育体験研修等を実施したところであ

ります。

施策の成果といたしましては、①にあります

ように、私立幼稚園振興費補助等により保護者

の経済的負担の軽減を図るとともに、②の幼児

期の子育て・発達サポート推進事業により保育

者の資質向上に努めてきたところであり、今後

とも、小学校就学前の教育の充実を図ってまい

りたいと考えております。

以上、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたしました。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見
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書に関しては、特に報告すべき事項はございま

せん。

こども政策課の説明は、以上でございます。

○徳永こども家庭課長 こども家庭課の平成26

年度の決算状況について御説明いたします。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料の２

ページをごらんください。

こども家庭課分は、一般会計と特別会計がご

ざいます。

まず、一般会計ですが、こども家庭課は一般

会計の一番下の行になります。予算額37億61

万6,000円に対しまして、支出済額は36億6,962

万6,145円、不用額は3,098万9,855円となってお

りまして、執行率は99.2％となっております。

次に、特別会計ですが、母子寡婦福祉資金特

別会計として、予算額３億8,487万円に対しまし

て、支出済額は１億2,432万7,950円、不用額は

２億6,054万2,050円で、執行率は32.3％となっ

ております。

それでは、目で執行率が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものについて御説明いた

します。

30ページをお開きください。

まず、一般会計ですが、上から３行目の（目）

社会福祉施設費であります。不用額は242万8,483

円となっております。

主なものは、扶助費108万917円であります。

これは、女性相談所一時保護所及び女性保護

施設への入所者数が見込みを下回ったため、執

行残となったものであります。

次に、（目）児童福祉総務費であります。不用

額は486万6,040円となっております。

主なものは、旅費90万2,615円、及び需用費113

万8,383円などであります。これらにつきまして

は、経費節減などによる執行残であります。

31ページをごらんください。

（目）児童措置費でありますが、不用額は947

万6,043円となっております。

主なものは、扶助費807万2,189円であります。

これは、児童入所施設等措置費が主なものであ

りまして、対象児童数が見込みを下回ったため

の執行残でございます。

32ページをごらんください。

（目）母子福祉費でありますが、不用額は869

万3,619円となっております。

主なものは、負担金・補助及び交付金719

万5,080円であります。これは、主に、ひとり親

家庭医療費助成事業が見込みを下回ったため執

行残となったものであります。

次に、（目）児童福祉施設費であります。不用

額は552万5,670円となっております。

主なものは、委託料177万580円、及び扶助費178

万7,795円などであります。これらにつきまして

は、執行が見込みを下回ったことによるもので

ございます。

次に、特別会計について御説明いたします。

34ページをごらんください。

（目）母子寡婦福祉費でありますが、不用額

のほとんどが、貸付金の執行残でございます。

歳出決算の状況については、以上でございま

す。

次に、特別会計の歳入決算について御説明い

たします。

お手元の平成26年度宮崎県歳入歳出決算書の

特別会計のページでございます。16ページをお

開きください。

母子寡婦福祉資金特別会計であります。歳入

合計の欄をごらんください。予算現計３億8,487

万円、調定額５億8,119万7,039円、収入済額４

億390万7,260円、不納欠損額０円、収入未済額
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１億7,728万9,779円であります。

なお、下の歳出欄の外に記載されております

歳入歳出差し引き残額２億7,957万9,310円につ

きましては、翌年度に繰り越され、貸付原資と

なるものであります。

特別会計の歳入決算については、以上でござ

います。

次に、平成26年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

お手元の平成26年度主要施策の成果に関する

報告書、こども家庭課のインデックスのところ、

ページでは115ページをお開きください。

１、安心して子どもを生み、育てられる社会、

（２）の子ども・若者の権利擁護と自立支援で

あります。

まず、主な事業といたしましては、児童虐待

対策では、県要保護児童対策地域協議会等を合

計３回開催し、市町村等とのネットワーク強化

などに取り組むとともに、児童虐待防止のため

の専門研修を開催いたしました。

次に、青少年健全育成条例運営推進事業では、

青少年健全育成審議会の開催や書店などへの立

入調査などに取り組んだところであります。

次に、子ども・若者支援促進事業では、子ど

も・若者支援地域協議会の開催や、子ども・若

者総合相談センターわかばの運営により、自立

に困難を抱える子ども・若者の支援促進に取り

組んだところであります。

116ページをごらんください。

ひとり親家庭等につきましては、ひとり親家

庭自立支援給付金事業や、ひとり親家庭医療費

助成事業及び母子寡婦福祉資金貸付事業により、

その支援に取り組んだところでございます。

117ページをごらんください。

施策の成果等といたしまして、まず、児童虐

待につきましては、①と②にありますとおり、

児童相談所による市町村への支援や、地域の関

係機関とのネットワーク形成、連携強化及び職

員の専門性向上と人材育成を行うことで、児童

虐待の未然防止や早期発見・早期対応を図って

まいりました。

今後とも、市町村等と連携し、より一層の児

童虐待の未然防止に努めてまいります。

また、青少年健全育成につきましては、③に

ありますとおり、青少年健全育成条例に基づく

書店等への立入調査や条例の周知などを行うこ

とにより、青少年を取り巻く有害環境の浄化が

図られたと考えております。

また、社会生活を営む上で困難を抱える子ど

も・若者への支援につきましては、④のとおり、

子ども・若者支援地域協議会の開催や、子ども

・若者総合相談センターわかばの運営により、

支援体制の充実が図られたものと考えておりま

す。

今後とも、支援の充実に向けて関係機関との

連携強化に努めてまいります。

さらに、ひとり親家庭につきましては、⑤の

とおり、経済的支援や就労支援を行うことで、

ひとり親家庭の自立や安定した生活の確保が図

られたものと考えております。

118ページをごらんください。

未来を担う人材が育つ社会、（１）の生きる基

盤を育む教育の推進であります。

主な事業といたしましては、青少年自然の家

の管理運営委託事業により、青島、むかばき、

御池の３つの青少年自然の家を活用し、青少年

への自然体験学習や集団宿泊生活の場を提供し

たところであります。

施策の成果といたしましては、自然体験や宿

泊体験などを通じて、心豊かでたくましい青少
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年の育成が図られたところであり、今後とも、

指定管理者の指導監督を行いながら、施設の有

効活用を図ってまいります。

119ページをお開きください。

３、多様な主体が参加し、一人ひとりが尊重

される社会、（１）男女共同参画社会の推進であ

ります。

主な事業といたしましては、女性保護事業に

より、配偶者暴力相談支援センターにおけるＤ

Ｖ相談や、一時保護所・女性保護施設の運営な

どに取り組んだところであります。

施策の成果といたしましては、ＤＶ被害の未

然防止や、ＤＶ被害者に対する保護・自立が図

られたところでございます。

今後とも、市町村や関係機関等と連携を強化

し、県民へのＤＶについての理解を深めるとと

もに、ＤＶ被害者に対する支援体制の充実に努

めてまいります。

主要施策の成果については、以上でございま

す。

次に、平成26年度の監査報告書指摘事項等に

ついて御説明いたします。

平成26年度決算特別委員会資料の35ページを

お開きください。

こども家庭課分といたしましては、「契約事務

について、家庭的擁護にかかわる人材育成業務

委託について、契約の期間が大幅におくれてい

た。留意を要する」との指摘事項がございまし

た。

これは、事務処理の遅延によるものでありま

して、今後、このようなことがないよう、各担

当者が計画的に業務に取り組むという意識の徹

底を図るとともに、業務の進行管理のための予

算執行管理表を整備し、担当リーダーが随時点

検するなど、内部チェック体制の強化を図り、

適正な事務処理に努めているところでございま

す。

平成26年度の監査報告書指摘事項等について

は、以上でございます。

最後に、平成26年度宮崎県歳入歳出決算審査

意見書において、意見・留意事項がございまし

たので御説明いたします。

お手元の平成26年度宮崎県歳入歳出決算審査

意見書及び基金運用状況審査意見書の49ページ

をお開きください。

（15）の母子寡婦福祉資金特別会計に関する

意見・留意事項であります。

一番下の段になりますが、「貸付金の収入未済

額については、前年度に比べ減少しているが、

引き続き償還促進についての努力が望まれる」

との意見がありました。

貸付金の償還対策につきましては、本庁・福

祉こどもセンター等が一体となって取り組んで

おり、その成果もあって、昨年度は収入未済が

減少したところであります。

今後とも、滞納者の個々のケースに応じた納

入指導など、償還促進対策に積極的に取り組ん

でまいります。

こども家庭課は、以上であります。

○後藤主査 以上で、執行部の説明が終了いた

しました。質疑はございませんか。

○中野委員 一番最後に説明があった収入未済

額１億7,700万円余の金額ですが、これは、簡単

に言えば、まだ延滞しているということですが、

過年度分はどのくらいあるんですか。全額が過

年度分なんですか。

○徳永こども家庭課長 滞納額のうち、主なも

のは過年度分になります。１億7,700万円ほどの

滞納額のうち、過年度分が１億6,191万190円と

なっておりまして、ほとんどが過年度、１年を
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経過したものについて、滞納が多いということ

になっております。

○中野委員 一番古いのはいつごろに発生した

分ですか。金額も教えてください。

○徳永こども家庭課長 申しわけございません。

手元に資料がございません。

○中野委員 かなり古いのもあるんですか。

○徳永こども家庭課長 時効に達しているもの

がありますので、かなり古いものがあると思い

ます。

○中野委員 今、変なことを言われましたが、

時効が達しているものがあるということは、時

効が成立しているということ。

○徳永こども家庭課長 申しわけございません。

これは民間債権になりますので、時効の期間が10

年ということで、それを超えている債権もある

ということでございます。中には、超えていて

も誓約書を入れていただいたりということで、

返す意志があると言いながら、実質的にはなか

なか入ってこないケースが多いということでご

ざいます。

○中野委員 それは時効が成立していないとい

うことですか。時効中断の措置がきちっとされ

ているんですか。

○徳永こども家庭課長 この債権につきまして

は、私債権になるので、公的債権みたいに時効

が来たらそれでおしまいということではなくて、

相手方から援用する旨の申し出がないと時効が

成立しないことになっておりますので、そういっ

たケースもあるということでございます。

○中野委員 10年と言われたことと、今、説明

されたことは、関連はないんですか。本当に時

効というものは成立しないの。

○徳永こども家庭課長 時効を満たしておって

も、民法上は相手方からの援用がないと債権を

落とすことができないとなっておりますので、

そういったものも中にはあるということでござ

います。

○中野委員 その民法上の時効は、いわゆる10

年が時効じゃないんですか。

○徳永こども家庭課長 時効は10年でございま

す。

○中野委員 それを超えておれば時効が成立し

たということにならんの。

○徳永こども家庭課長 公的債権であれば援用

を要せずということで規定がございますので、

大体、公債権は５年になっておりますけれども、

超えた時点で全部落ちていく。

こういった民事的なものにつきましては、相

手方から時効を援用する申し出がなければ落と

すことができないということでございます。

○中野委員 欠損処理をしたとか、何かそうい

うのはないんですか。

○徳永こども家庭課長 従前、御本人さんが破

産宣告をなさったり、関係者の方も行方不明と

かいったことで欠損処理をしたことはございま

す。

○中野委員 死亡とか破綻とか、今の未済額の

中に、それに該当する未済額はないんですか。

○徳永こども家庭課長 破産とか行方不明に関

しましては、その都度、欠損処理をしておりま

すので、この中にはないということでございま

す。

○中野委員 全員、生存者ということは確認さ

れているわけですね。

○徳永こども家庭課長 借り主本人がいない場

合においても、保証人さんとか、そういった方

がまだ生存されているということでございます。

○中野委員 保証人にも求めた経過もあるの。

○徳永こども家庭課長 本人に催告しても全く
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入らないケースは結構ございますので、そういっ

たものにつきましては、保証人に催告をしてい

るところでございます。

○中野委員 それ、受け入れた実績はあるの。

○徳永こども家庭課長 保証人から償還してい

ただいた事例もございます。

○中野委員 その一番古いのはいつぐらいか、

教えてください。課長たちを信用せんわけじゃ

ないけれども、何か債権の管理があやふやに聞

こえましたが。

○徳永こども家庭課長 いつぐらいからの債権

があるのかは、また後ほど、御報告したいと思

います。

○中野委員 まだ時間があるから、そっちのほ

うは調べて。件数と年度ごとに具体的に教えて

ください。

○徳永こども家庭課長 済みません。年度ごと

にまとめるのにちょっと時間がかかるかもしれ

ませんけど、申しわけないです。

○中野委員 後でいい。そういう質問をするつ

もりはなかったもんだから。

成果に関する報告書の78ページ、がんばる献

血応援団の中で、献血達成率が90.6％とありま

すが、これは、実際、献血の目標に対して90.6

％ということなんですか。それとも、登録者の

推進とか事業者数とか言われましたが、これの

達成率ということなんですか。どっちなんです

か。

○甲斐薬務対策室長 この90.6％というのは、

目標の人に対して、実際に献血した人数でござ

います。

○中野委員 約２分の１の決算額で、かなりの

成果はあったと理解すればいいんですか。

○甲斐薬務対策室長 この90.6％という数字で

ございますが、我々は100％を目指しております

が、どうしても若年層の方たちの献血離れがご

ざいますので90.6％という数字になっておりま

す。ただ、血液としましては、不足している状

況ではございません。

また、この執行の決算額、がんばる献血応援

団事業につきましては、平成26年度は報償費の

中で、宮崎県赤十字血液センターが献血推進キャ

ンペーンに合わせて献血協力者への謝礼品を複

数、独自に準備していたため、経費削減のため、

県が謝礼品の購入を控えた執行残35万9,760円が

入っております。

○中野委員 必要な血液は十分賄えておったと、

支障はないということですかね。わかりました。

それから、98ページ、水道普及率で、26年度

はまだ未確定ですが、この水道普及率は100％か

と思ったら97.1、2.9％がまだ普及していないと

いうことですが、市町村で、どこあたりがまだ

普及していないんですか。

○竹内衛生管理課長 水道は中心部に行きます

と上水道、大きな水道なんですけれども、あと

山間部が簡易水道とかそういったところがござ

いますが、山村地区に行きますと、例えば村名

を上げますと、水道普及率が、椎葉が24.1％と

か諸塚が43.3％、西米良村が53％と、県内全体

を見ますとかなり低いところになっております。

○中野委員 その３つの村で県全体の2.9％、ま

だ普及していないということですね。わかりま

した。

その前のページには、水道事業対策で災害に

強い水道施設の整備を促進したとなっておりま

すが、これは普及率は関係なくて、災害に強い

ということでしたが。この前、茨城の常総市で

すか、なかなか復旧しませんでしたが─まだ

復旧してないのがあるのかどうかわかりません

が。ああいう災害が出た場合に、水道が復旧し
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ない状態が想定されるところが県内にもあるん

ですか。

○竹内衛生管理課長 自然災害の中でもそうい

う水害とか、あと地震とかございますけれども、

例えば東日本大震災とかございましたけれども、

そこでも本県の耐震化率が十分に高いとは言え

ない状況でございます。そういった場合に備え

まして、断水等が生じた場合は、ほかの災害を

受けなかった市町村、水道事業体ごとにありま

す市町村に応援要請をやりまして、県内外の水

道事業者により応援給水を給水車等で実施して

飲料水の確保をすることにしております。

○中野委員 そのことはわかりましたが、災害

に強い水道施設の整備ですから、災害に強い水

道施設とは、具体的にはどういうことを意味し

ているんですか。

○竹内衛生管理課長 例えば、震災で申します

と、浄水設備、水道を浄化する設備とか、あと

配水池、水道を高い場所にためる場所とか、あ

と配水管、そういう水道水を送る管の、これの

耐震化率を高める国庫補助事業がございます。

また、交付金事業もございますけれども、そう

いう耐震化率を高めるための国の補助制度等を

利用して、今、市町村の水道事業体がそれの補

助申請を行っているところでございます。

○中野委員 わかりました。

それから、110ページ、ここの一番上に、幼児

教育・保育人材確保推進ということで、先生の

確保の事業だと思うんですが、保育士とか幼稚

園の先生とか、そういう人がまだ不足の状態な

んですか。

○川畑こども政策課長 保育施設から意見交換

とかで意見を伺いますと、保育士が足りないと

いう話をたびたび耳にする状況ではございます

が、この調査を経て見えてきた実態は、施設側

としては、夜間とか早朝、また延長に対応でき

る正職員としての雇用を希望している一方で、

保育士としては、柔軟に、働きたい時間だけ働

ける非正規での雇用を希望するというミスマッ

チがあると伺っております。

○中野委員 介護に携わる人たちが非常に不足

していますよね。その理由は、労働条件が厳し

い、給料が安いとか、そのあたりが理由ですが、

この保育士等も、給料が安いもんで、何か別に

仕事はないかと相談を二、三、私は過去に受け

たことがあるんです。やはり条件が、働く側に

対しては厳しいんですか。どんなもんですか。

○川畑こども政策課長 アンケートから見えて

きたこととして、保育士の改善されるとよいこ

との１つ目には、やはり給与水準の引き上げと

いうことが上がっております。また、幼稚園教

諭でも給与水準の引き上げが第一となっており

ます。

○中野委員 保育士側から見れば給与水準が低

いということですが、そのあたりの対策も、ど

こか盛られているものですか。

○川畑こども政策課長 平成25年度、26年度の

事業としまして、保育士等処遇改善臨時特例事

業がございまして、保育士１人当たり年間10万

円、処遇改善のために予算をつけております。

○中野委員 子育てが大きな課題ですから、そ

ういう体制が崩れないように、充実するように、

今後も指導してください。

それから、112ページ、合計特殊出生率の成果

がずっと書いてありますが、24年は前年度より

も減、25年度は逆にふえた、26年度はまた減。

そういうことで、平成42年ですか、15年後、2.07

を見通すわけですけれども、上がったり下がっ

たりしているのが、ここ数年は続いているんで

すが、この状況は許容範囲と見ればいいんです
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か。そしてまた、15年後は県の総合計画の目標

が2.07ですから、それの達成に支障はない数字

のでこぼこなんですか。

○川畑こども政策課長 委員のおっしゃるとお

り、合計特殊出生率につきましては、年により

上下をしている状況にございます。ただ、この

合計特殊出生率につきましては、取り組んだ施

策がすぐに数字に反映されるものではございま

せんので、2030年、2.07を目指してできる必要

な施策を、今後とも打ってまいりたいと考えて

おります。

○中野委員 目指す2.07の目標、これの責任は

福祉保健部にあるんですか、それとも総合政策

部にあるんですか。どこがこの数字を管理する、

そしてまた、責任のある部局なんですか。

○川畑こども政策課長 合計特殊出生率の数値

につきましては福祉保健部で管理をしておりま

すが、この施策につきましては、福祉保健部で

行っている少子化対策だけにとどまらず、雇用

所得対策、また、移住対策、さまざまなものが

総合的に反映されるものなので、県全体として

取り組んでまいるものと考えております。

○中野委員 その発言からして、達成が非常に

難しいですよね。どこかの部局が責任を持って

やるところがないから。というのは、一般質問

しましたが、総合政策部が対象でいろいろやり

とりをしていたんですけれども、無責任な答弁

でした。ところが、具体的には福祉保健部に載っ

ていますから。そして、中間の目標値も福祉保

健部に数字があって、総合政策部にはないんで

す。ただ、ぽんと15年だけが、2.07の数字が載っ

ているんです。その過程が全くないわけですか

ら。この前もちょっとこの場で聞きましたが、

曖昧、責任の所在がない。

しかし、この数字を達成するかしないかが、

この子育ての総合的な一つの目標、バロメータ

ーですから、これを達成すれば、おのずから人

口はふえていく。このまま放置しておけば、45

年後は県の人口は66万になるが、80万2,000人に

何とか抑えられるという政策ですから、県の目

標は。総合計画は15年後。45年後といったら遠

い昔ですけれども、その辺のところを何か県で

ぴしっとせんと、66万人も難しいんじゃないか

なという気が私はするんです。

だから、どこか責任のある部署をきちんとし

て、我々はここの常任委員会だから総合政策部

にはなかなか発言するチャンスがないですから、

ひとつ、これなんかは県の全体の協議会なんか

をつくって、あるのかしれませんが、福祉保健

部長が積極果敢な発言をして、それこそ課長が

県全体の云々と言われたから、本当に県全体で

取り組む目標に、ぜひしてほしいと思うんです。

また、それが知事の公約でもありますから。部

長どうですか。

○桑山福祉保健部長 おっしゃいますように、

人口減少をとめる上では、この合計特殊出生率

を2.07ですか、それとあともう一つ、掛け算の

対象であります女性の数の減少がとまらないと、

人口が減らない状態にはもっていけないという

ことであります。

結局、若者を中心とした定住が進むためには、

教育とか医療の場が、やはり確保されないとな

かなか厳しいでしょうし、所得水準の向上とか、

さまざまな問題が絡んでまいります。私どもの

ほかにも商工観光労働部とか各分野の所管の部

局が協力して、総合政策部の取りまとめのもと

に、しっかり庁内一致協力してやる必要がある

と思っております。また、そういった御意見が

あったことはお伝えをしておきたいと思います。

○中野委員 お伝えじゃなくて、部長が主管部
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になるかもしれませんから自覚してください。

お願いしておきます。

それから、委員会資料の25ページ、ここの下

から３行目の負担金・補助及び交付金。交付の

一つに県西地区の周産期医療の云々と説明をさ

れましたよね。これは、不用額と載っているけ

れども、きちんと整備されて、県西地区はそう

いう補助がきちんと実行されたと。それでも残っ

た、不用額ということでここにあるわけですか。

周産期医療はきちっと整備されたということで

すか。

○木内健康増進課長 県西地区周産期医療体制

整備事業の不用額についてということであった

と思います。

これは、国立病院機構都城医療センターにお

きまして周産期の対応が増しておりまして、増

加した患者さんに対応するために人工呼吸器で

あるとか保育器、あるいは少し部屋を増改修す

るという事業を補助したものであります。不用

額が出ておりますけれども、必要な機器につい

ては補助を行っておりまして、これは必要な額

を取り除いた残りが、この残ということで出て

おるものでございます。

○中野委員 とにかく、人口が減って、いろい

ろな子育て環境がどんどん悪くならんように、

産科、産婦人科というものの充実を、特に中央

から離れた郡部あたりをやっぱり充実してもら

うためには、この周産期の対策も、やはり手お

くれにならないようにお願いをしておきたいと

思っています。

さっきの件は、まだですか。そのためにあち

こち質問しているんだけど。（「もう少し」と呼

ぶ者あり）それなら、一番後でいいです。

○井上委員 最初、医療薬務課にちょっとお聞

きしたいんですが、薬物乱用の関係のことで、

青少年を対象とした云々というのがありますが、

今、実態としてはいかがなんですか。

○甲斐薬務対策室長 薬物乱用の実態といたし

ましては、検挙者数としまして、県警の発表で、

平成26年度に麻薬・向精神薬犯の検挙状況が１

名、覚醒剤事犯の検挙状況が44名、大麻事犯が19

名、シンナーがゼロ。あと、指定薬物関係─

危険ドラッグ関係が２人という状況でございま

す。

○井上委員 そういう中で、青少年を対象とし

たというのは、これは実態もあるということで

すか。

○甲斐薬務対策室長 その中で、19歳以下が、

覚醒剤はゼロで、大麻事犯が２名ございます。20

歳代になると、覚醒剤が２名、大麻が６名となっ

ております。

○井上委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

次、衛生管理課の動物の管理の関係のことで

ちょっと教えていただきたいんですが、狂犬病

の予防対策です。この予防接種については、啓

発コマーシャルとかいろいろやっているという

ことで、今後も実施率を上げるためには、獣医

師会とか市町村等との連携を図るとなっている

んですが、いわゆるペットショップとか、それ

から動物病院とかブリーダーの人とか、そうい

うところとの連携はどうなっているんですか。

○竹内衛生管理課長 狂犬病予防注射の実施率

を上げることは、日本国では狂犬病は昭和33年

から発生していないんですけれども、諸外国で

は、まだ発生している状況にあります。非常に

危機感を持っております。そこで、実施率を高

めるためには、今言われました、例えばブリー

ダー、動物取扱業者さんに関しては、これは毎

年、保健所で講習会を受けていただいておりま
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す。その中で、動物取扱業で、例えば登録して

販売する方法とかについても、この講習会を通

じて啓発しているところであります。

あと、動物病院に関しましては、一部市町村

におきましては、例えば動物病院に登録も委託

しておりまして、そこで登録が受けられるとか、

また、注射もそこで実施してもらうと。昔は各

市町村を回って集合注射をすることがメーン

だったんですけれども、今は動物病院で受ける

人が多くなっております。そういう意味で、獣

医師会と連携して、動物病院でも、ほかのワク

チンとあわせて受けられるように推進している

ところでございます。

○井上委員 各家庭で飼っているペットとして

の動物たちというのは、意外に丁寧にやってお

られるところが多いと思うんです。問題は、ブ

リーダーのところとか、あそこあたりは気にな

るところなんですけど。金額的にも１頭、２頭

じゃないのでかさばる関係で、本当にこれが徹

底できるものかどうか、ちょっと心配をしてい

るところなんですが、そのあたりはいかがなん

ですか。実態調査をされたことはありますか。

○竹内衛生管理課長 今言われました、特にブ

リーダー、親犬を多頭飼育しておられるところ

には、保健所で巡回指導等も実施して、登録率

と注射率を上げるように随時指導をしていると

ころではございます。

○井上委員 もう一つ。最近、ちょっと話題に

なっている地域猫です。宮崎にもそういう実態

を含めて、あるもんなんですか。

○竹内衛生管理課長 地域猫というのは、いわ

ゆる飼い主がいなくて、その地域に実際に住ん

でいる猫のことなんですけれども、ここの100ペ

ージにあります猫の殺処分頭数ですが、26年

度1,044頭の実績があります。これのほとんどは

地域猫、いわゆる飼い主がいて引き取った猫よ

りも、放置猫、いわゆる産んで自活できない猫、

こういった猫がこの殺処分頭数のほとんどでご

ざいます。

こういった地域猫に、どうにか不妊去勢を施

して、その地域で、自治会で飼っていただく取

り組みを、今年度からスタートアップ事業とし

て取り組みを開始したところでございます。今

年度、県内数カ所ほどをモデル地区に指定しま

して、そこを市と、また自治会、あとボランティ

ア団体、こういった方と一緒に取り組むことを

今年度の事業で始めております。実際、県内に

も、宮崎市内もそうですけども、そういった箇

所が数カ所ございます。

○井上委員 今回、私、一般質問で動物愛護セ

ンターの問題を取り上げて、大体お話は聞かせ

ていただいているんですが、今後、一番心配し

ているのは、災害時の対策です。レスキューの

問題とかがあるので、そういう問題についての

対応は、宮崎市ときちんと話し合ってもらって、

部長からはちゃんとした答弁をいただいている

ので、そのとおりにやっていただければと思っ

ています。宮崎市に全部が全部お任せは、本当

に困るので、そこは県内を見渡した形で動物愛

護センターの基本構想の策定をきちんとしてい

ただきたいと思っていますけど。策定状況とい

うのも、もう大分動き出していると思っていい

でしょうか。

○竹内衛生管理課長 愛護センターの状況です

けれども、現在、宮崎市はプロジェクトチーム、

県はワーキンググループを立ち上げまして、こ

れは保健所の職員とかなんですけれども、合同

会議で設計、あとは、そこでどういった事業を

どのようにして共同でやるかと、そういったと

ころまでかなり詰めて議論したところでござい



- 64 -

平成27年10月５日(月)

ます。やっと、どうにかこういった機能を備え

た動物エリアと管理エリアはどういった部屋が

必要かとか、そういったところまで基本設計が

ほぼ固まったところでございます。

○井上委員 私は何度も申し上げましたが、宮

崎市議会は、もう10年以上それについて議論し

ている経過があるのと、それから戸敷市長は自

分の選挙公約にしておられることもあるので、

もう先にやっておられますから、本当に丁寧な

議論をしていただきたい。これは再度申し上げ

ておきたいと思います。よろしくお願いします。

次です。子宮頸がんの予防接種は、何かわかっ

てそうでわかりにくいんです。私も聞かれたり

すると説明が、なかなか難しいんですが、現実

に今、子宮頸がんの予防接種については、県は

どのような対応をしておられるんですか。

○片平感染症対策室長 今、国でも子宮頸がん

について、ワクチン接種後の健康被害というこ

とで、定期接種にはなっているんですけれども、

市町村事業の中で積極的な勧奨─それは、通

知を出して子宮頸がんワクチンを受けなさいと

いう御案内を送ったりすることを積極的な勧奨

というんですけれども─それを差し控えてお

ります。ワクチン接種による副反応なのか、そ

れではない、別の何かがあるのかというのを、

今、研究班で調べているところなので、それが

はっきり因果関係がわかるまでは、積極的な勧

奨を進めるのはやめようと。まだ、積極的な勧

奨の再開は進んでいません。

ただし、定期予防接種になっておりますので、

ワクチンを打ちたい方につきましては無料で受

けられるようになっているものです。

県としましては、市町村事業をバックアップ

するためには情報の提供ですとか、それから副

反応があったときに市町村から、県を経由して

国に報告があったりしますし、また、保護者の

皆さんが直接、国に申請とかされたものについ

ては、フィードバックが県にありますので、何

人の方がこういうことを相談されているという

ことはわかっております。

それともう一つ、相談機関としまして宮崎大

学医学部附属病院が相談機関として、相談とか

治療の助言をする機関になっておりますので、

そこでの相談を勧めたりはしております。

○井上委員 以前は子宮頸がんについての、予

算書の中でもちらっと見たことがある気がする

んですが、今現実には、そういう問題について

は一切見ることがない。今回、代表質問の中で

も子宮頸がんの問題が出て、そして、再三にわ

たってテレビ放送なんかもされていてとなると、

その問題は行政が主導したような感覚を持って

いるわけです。それに対して、その後の処理

─後処理といったらおかしいんですけれども

─それについて、今度は親だとか、いろんな

人たちに直接の、今の現実の中でアプローチが

非常に少ない気がするんです。ぱたっと情報が

消えたような、そういう印象を持つわけですけ

れど。

だから、問題は、被害を受けて、今、こんな

ふうな体になっているんですよということだけ

は報道されているので、非常に何か危うさを感

じるわけですけれど、やっぱりこれはしっかり

と健康増進課の中でも一回議論するべき必要が

あると思うんです。今、県はこういう対応をし

ようとしているとか、県はこういう対応になっ

ているぐらいは聞かせてもらわないと、保護者

の方からすると、どう判断していいのか、その

選択がなくて。以前は、物すごいブームみたい

にして言っているんです。

だから、ちょっとこの辺が、今年度の予算が
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どうこうという問題ではないかもしれないんで

すけれども、暮らしの中で保護者が迷うような

ことをそのままに放置していることに、若干疑

問を感じるんですけれど。今後そういうものに

対する対応とか考えておられるんですか。

○片平感染症対策室長 市町村の事業とはいい

ましても、やはり親御さんたちの心配はよくわ

かりますので、国のいろんなリーフレットを配っ

たりとか、国からこういう通知が来たとか、そ

ういったことはいち早く各市町村には連絡する

ようにしております。各保健所でも予防接種等

に関する相談等があれば受けるようにはなって

いるんですけれども、実際のところ、テレビと

か報道とかで言われているような、神経系統と

か、そういった動けなくなったということは、

直接的に県に来るのが今はなくて、市町村に照

会をかけて、どういった相談がありましたかと

いうのを聞けば、いろんなのがまじった相談が

あっています。私たちとしては、国の情報を早

く連絡するとか、困った人たちには相談窓口を

開くとか、今度、国では教育委員会サイドと県

の衛生課、私どものようなところで相談窓口を

設けるようにというのが、まだ通知としては来

ていませんが、国の動きとしてはそういう動き

になっておりますので、それを受けて、しっか

り親御さんたちの不安を受けとめるようにはし

たいと考えております。

○井上委員 次年度、そういうことをするなら

するで、予算確保を含めて、それがやれるよう

な裏づけをちゃんととってもらいたいと思うん

です。

ただ、県がどのようなことをやれるのかとい

うと限界があると思うんです。だから、そこが

難しいところで、国がしないのに県が先走って

してどうなんだという問題もあるでしょうし。

何のための予防接種だったのかが、障がいがな

く生まれてきたのに障がいが出るのは、やっぱ

りちょっと危ない感じがしてならないわけです。

何のためにあんなにブームのように騒いだのか

がちょっとよくわからないんで。だから、課で、

一回議論してみてはもらえないでしょうか。部

で、全体でということにもなると思いますが、

ちゃんと議論してもらいたいなと思いますけれ

ど。

○木内健康増進課長 今、室長からも御説明し

ましたとおり、既に、予防接種法に基づく市町

村の事務ということで、明確になっていると。

また、予防接種が原因で健康障がいが生じた

場合の救済の制度というのも、この法律に明確

にされておりますし、予算も措置はされておる

と。ですから、今、報道等で言われていますよ

うな重い症状が残った方につきましても、因果

関係の判断がおりれば、お金のことですけれど

も、これは補償ができる状況にあります。

ただし、そもそもこの予防接種を入れるとき

に、子宮頸がん、日本国内でも毎年、数千人が

お亡くなりになっているものを減らそうじゃな

いかということで導入をしたと。また、海外で

既に使っているワクチンでしたので、海外では、

ほかのワクチンと比べて、特に症状は見られて

いないということもありましたので、この予防

接種の導入をするときに、このような状況は必

ずしも想定をしていたわけではなかったと思い

ます。

今、思っていたよりも副反応を訴える方が多

いことについて、この因果関係の議論というの

が、まだこれは決着がついていないところもあ

ります。これは国の事務ですので、どうなって

いるかという詳細がまだおりてこないところも

ありますが、積極的にこのワクチンを打ってく
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ださいと言うには、まだちょっと情報が不足し

ていると、これは研究をする必要があると。そ

の上で救済については、因果関係が否定できな

い場合には、できるだけ救済していこうじゃな

いかというお話も聞いております。県としまし

ては、宮大を中心としまして、症状についての

医学的な相談に乗る体制を整備しておりまして、

こちらの情報のやりとりで対応をしていくほか、

国においても、これは適切に対応していただき

たいということでお話をしているとこです。

○井上委員 国からお見えになっているので、

そのあたりの情報もきちんと入るなら丁寧な対

応をしていただきたいなと思うんです。もとの

体にして返せよと言われても、もとの体に戻れ

ない可能性だって高いからちょっと心配をして

いるので、そのあたりを言うに言えない部分も

あったりして、何かもやもやしながら、みんな、

この問題は見ているところもあるので、不安が

ある部分については解消できる何かのツールが

あるといいなと思いますので、ぜひ丁寧な対応

をしていただきたいと思います。

○徳永こども家庭課長 先ほどのお問い合わせ

がありました母子寡婦福祉資金の過年度分の収

入未済額についてでございますが、この制度は

昭和28年にできておりまして、一番古いのは、

昭和50年のもので１万4,581円残っております。

次の年の51年度分としては４万6,003円、次の52

年度分として１万4,314円となっておりまして、

年度を経るごとに少しずつ貸付金の額も上がっ

てまいりますので増加をしておりまして、昭和57

年度の滞納額は約50万を超えてきております、

五十数万円になっておりまして、翌年度が100万

円を超えてきていると。貸付金が非常に伸びた

年でありまして、その分、単年度として100万円

を超えて残っている部分がございます。それ以

降につきましては、大体100万円から200万円、

あるいは300万円という状況が続きまして、平

成14年度になりまして、単年度で残っている額

が500万円を超えてきている状況になっておりま

す。現年度分につきましては約９割は償還して

いるんですけれども、どうしても、現年度で滞

納が発生して繰り越してしまうとなかなか取れ

ない状況が続いているということで、累計で１

億7,700万円程度の償還未済額が発生している状

況でございます。

○中野委員 一番古いのが昭和50年と言われま

したから40年前ですが、それをずっと時効がな

いような話をさっきはされましたが、ないから、

ずっと古いのがあるんだと思うんですが。これ

は、保証人がぴしゃとおれば、ずっと続くんで

すか。どっかでか不納欠損とかいう、そういう

処理とかはしないわけですか。

○徳永こども家庭課長 おっしゃるとおり、も

う事実上とれなくなっている債権もございます

ので、そういったものについては、今後、不納

欠損を積極的に活用することで対応してまいり

たいと考えております。過去におきましても、

やっぱり数百万単位で不納欠損の処理をしてお

りますので、相手方の意向もございますけれど

も、もう少し債権について確認しながら、適正

な債権管理に努めてまいりたいと考えておりま

す。

○中野委員 私は聞いてびっくりしているんで

すが、いわゆる商行為でないから民法適用でと

いうことでしたよね。民法だから、こういう債

権は10年の時効と。10年の時効といいながら、

時効はないんだと言われる。だから、民法上に

こういう債権は10年という時効があるわけだか

ら、やっぱり時効があるんじゃないかなと思う

んです。いつかの時点で請求か何か、催促か督
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促かしとけば時効は成立するようなこともさっ

き発言されましたが、時効という制度がなけれ

ば、そういう手続をする必要もない話ですよね。

本当に時効はないんですか。だから、時効中断

の手続をしていないものは、請求権がないんじゃ

ないかなと私は思うんですが。

○徳永こども家庭課長 先ほど御説明申し上げ

ましたように、民法債権の場合は、相手方から

の時効の援用という行為がどうしても必要に

なってまいりますので、そういったものを含め

まして、今、滞っているもの、実際とれない債

権につきましては、時効の援用をしていくよう

な形で処理を進めてまいりたいと考えておりま

す。

○中野委員 だから、時効の援用は、何か申し

出があったような話だけれども、そのことも含

めて、私は、請求権はなくなっているんじゃな

いかと思うんですが。もともと、こういうお金

を借りる人たちは非常に社会的に弱者というか、

そういう人たちが生活する上で、教育とか、そ

ういう方面で必要なお金だったんだと思うんで

す。それをなかなか返済できない人たちがこん

なに残っているか、皆さん方が、さっき言った

ような時効がないからということで、業務怠慢

と言っては皆さん方に悪いけれど、そういうこ

とも含めて40年も放置されている。40年も放置

という言葉がふさわしいかどうかわかりません

が、実際は昭和50年に発生した１万4,581円でし

たか、金額は少ないけれども、ちょうど40年前

です。

ちょっと専門的に調査されて、本当に請求権

があるのかないのか、ちゃんと時効中断の手続

をとっていなければならなかったのかどうかを

含めて─そしてまた、１件１件が本当に確認

されているんですか。きちんと整理をして、き

ちんとした債権確保というか、そういうことを

してほしいなと思いますが。

○徳永こども家庭課長 中野委員、おっしゃら

れましたように、非常に古い債権等もございま

すので、実態を把握した上で、もうとれないも

のにつきましては、時効等の援用をいたしまし

て、債権を適正に管理できるようにしたいと考

えています。

それと、過年度分も含めまして、滞納の整理

は出先機関─３つの福祉こどもセンターと福

祉事務所、それに西臼杵支庁が、過年度、現年

度分の滞納について、それぞれ積極的に回収に

当たっていただいておりますけれども、催告し

てもなかなか入らない。実質なかなか厳しいと

いう債権もございますので、そこ辺については、

おっしゃるとおり、今後整理を進めてまいりた

いと考えております。

○中野委員 １億7,700万円でしたか、そのうち

の１億6,100万円は過年度分と言われたし、そし

て、一番古いのが40年前で、途中からかなりの

数字にもなっているような、さっきの説明であ

りました。この際、本当に整理をするつもりで、

債権があるものについてはきちんと確保して、

そして大なたを振るわないといけないものは欠

損金で落とせるかどうかを含めて、この１年間

の間に報告してください。放置しないように。

○徳永こども家庭課長 この母子寡婦福祉資金

の滞納額の圧縮につきましては、非常に大きな

課題でございますので、おっしゃるようなこと

を、今後、真剣に検討してまいりたいと考えて

おります。よろしくお願いいたします。

○山下委員 95ページの衛生管理課の担当で、

食品衛生管理業務等については多額な予算と、

人件費等も大分委託されて行っておられるだろ

うと思うんですが、食品衛生監視の中で、いろ
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んな表示違反とか、衛生管理をうまく履行され

ていないとか、いろいろあるだろうと思うんで

すけれども、表示違反とか指摘をされた内容等

あれば、教えてほしいと思うんですが。

○竹内衛生管理課長 昨年度の違反内容なんで

すけれども、表示違反が17.9％、食品の腐敗・

変敗が10.1％、カビが発生してが1.8％。あと、

これが多いんですけれども、異物混入、食品に

異物が入っていたのが22.9％。あと、例えば食

品には、それぞれ食品ごとに大腸菌群陰性とか、

そういう成分規格というのがございます。この

成分規格違反が2.3％。あと、例えば冷蔵庫、10

℃以下で保存しなさいとか、冷凍保存とか、そ

ういう温度がございますけれども、その保存基

準違反が0.5％で、その他が44.5％となっており

ます。違反と不良食品の件数ですけれども、26

年は県内品が203、県外品が15、合わせて218件

を違反、不良食品として監視指導で指導してお

ります。

○山下委員 このパーセントを言われたのは、

何が基準ですか。

○竹内衛生管理課長 218件の違反の食品があり

ましたということで、その違反内容別のパーセ

ンテージです。

○山下委員 これは行政指導だけで済んだ内容

ですか。例えば民事になったりとか刑事事件に

なったりとか、そういうことはないですか。

○竹内衛生管理課長 軽微な表示違反とか、例

えば、冷蔵庫が10℃に達してないよといった保

存基準違反については口頭指導。それから、成

分規格違反、これは食品衛生法の違反ですので、

例えば県外品であれば、そこの製造所を所管す

る保健所に通報しまして、そちらが施設を指導

して、例えば回収命令とか自主回収とか、そう

いう措置がとられることになります。

○山下委員 ありがとうございます。この項目

の中で、一番下に残留農薬・抗生物質等検査と

書いてあるんですが、この検査項目の中で何も

指摘されていることはないですか。

○竹内衛生管理課長 この残留農薬違反、抗生

物質が検出されたという違反はございません。

○後藤主査 総括質疑に入る前にも準備のため

に別途休憩をとりますが、時間が２時間を経過

しておりますので、ここで一旦休憩して、再開

時刻を３時15分といたします。

暫時休憩いたします。

午後３時３分休憩

午後３時14分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

質疑はありませんか。

○前屋敷委員 主要施策報告書76ページの医療

薬務課のところで、下から２つ目の医療施設耐

震化促進事業です。御説明では24年から27年度

の事業ということで、26年度の分が６億3,500万

とのことで、この６億円余は済生会日向病院だ

けの事業予算なんですか。

○孫田医療薬務課長 これは、済生会日向病院

だけの事業費でございます。

○前屋敷委員 確かに耐震化は必要なことで、

大いに進めなければなりませんし、広げなけれ

ばならないんですけれど、この事業の中で、予

算的には26年度は25年度の倍の予算がつき、今

年度は、また１億円程度に削減されているとい

う流れなんですけれど、事業計画として、トー

タル的にはどんなふうになっているんですか。

○孫田医療薬務課長 済生会日向病院は、平成24

年度に交付決定したものを４年間かけて整備を

しておるものでございまして、そのときの進捗

率に応じて段階的に支払いを行っているもので
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ございます。平成25年の３月に交付決定をいた

しましたので、24年度は進捗率ゼロということ

で０円、25年度に３億1,700万円余、26年度に６

億3,500万円余、そして、27年度に最終の１億円

余りを支払うと、合計で10億5,900万円ほどの補

助金となっております。

○前屋敷委員 この事業は、日向病院のみの10

億円の事業ということになるわけですね。これ

は完全に県単ですか、国の補助とか予算はない

んですか。

○孫田医療薬務課長 済生会日向病院の補助金

は、平成23年度耐震化交付金というものを活用

しているものでございまして、このときの対象

の条件が、平成23年度中に着工できるというも

のでございまして、済生会日向病院だけが、こ

の段階で対象となったということになっており

ます。

今後については、この制度がこの単発でなく

なっておりますので、この形での整備はもうご

ざいません。

ですから、医療施設耐震化臨時特例基金に交

付金を活用して積み上げまして、そこから支出

をしているということでございます。

○前屋敷委員 これは自己負担は何がしかある

わけですか。

○孫田医療薬務課長 この耐震化工事は総事業

費が28億円でございますので、そのうちの10億

円を負担したということでございます。

○前屋敷委員 わかりました。じゃ、ここの済

生会病院は全く耐震化がなされていない状況で、

工事の程度はよくわからないんですけれど、28

億円の総事業費となりますので、一から立ち上

げて耐震化を図る事業だったんですか。補強で

やる程度のものではないということですね。

○孫田医療薬務課長 これにつきましては、完

全に建てかえといいますか、新築の状態でござ

います。

○前屋敷委員 この時点で事業が決定するとき

に、自己負担分が準備できないところは、なか

なか手は挙げられなかったという判断でしょう

か。

○孫田医療薬務課長 耐震化が行われておりま

せん施設が県内に複数ございますけれども、今

回この対象としているのが、災害拠点病院でご

ざいまして、災害拠点病院は全部で11ございま

すけれども、この済生会日向病院の工事が終わっ

たということで、残るは１つになっております。

○前屋敷委員 わかりました。

では、続けて。次のページの新規の地域医療

介護総合確保基金、ここで在宅医療研修支援と

いうことで、県の医師会にトレーニング機器を

整備するとなっていますが、この予算と、それ

から、トレーニング機器はどういう活用が図ら

れるのか、その辺を聞かせてください。

○孫田医療薬務課長 医師会に対する助成でご

ざいますけれども、在宅医療の研修に必要なト

レーニング機器を整備するということで、総事

業費は3,000万円でございます。財源は確保基金

ということでございまして、中身といたしまし

ては、在宅シミュレーショントレーニングに必

要なモデル器具の整備、あるいは在宅タスクト

レーニングに必要なモデル器具等の整備、さら

に県医師会館の中にこれらの器具を収納するた

めのエリアを整備することになっております。

ここのトレーニング機器を用いました研修を

実施していただくことによりまして、器具の使

用に関する医師の不安を払拭することで、在宅

医療に取り組もうとしている患者、家族、医療

関係者にとって効果が期待できると考えており

ます。



- 70 -

平成27年10月５日(月)

○前屋敷委員 じゃあ、このトレーニング機器

を使うのは、各医療機関が研修として使って患

者さんあたりに普及していくと、トレーニング

を普及させるというシステムになるんですか。

○孫田医療薬務課長 中心になりますのは、医

師が在宅医療のトレーニング機器を使用すると

いうことですけれども、さらに一般に開放いた

しまして看護師等の医療関係者あるいは介護関

係者、家族が在宅でのケアを学ぶことによるも

のを期待しているところでございます。

○前屋敷委員 わかりました。

続けて、あと２つほど。こども政策課にお願

いいたします。110ページです。放課後児童クラ

ブの件ですが、216クラブで実施していて、障が

い児の受け入れが96クラブですが、今、何名ほ

ど受け入れているのか、わかれば教えてくださ

い。

○川畑こども政策課長 申しわけありませんが、

その対象の児童数は手元にデータがありません。

○前屋敷委員 では、96クラブは、対象児童が

おれば、いつでも受け入れは可能ということで

すね。

○川畑こども政策課長 はい。障がい児受け入

れの態勢が整っているということで、26年度の96

クラブについては受け入れが可能な状態になっ

ています。

○前屋敷委員 放課後児童クラブ、216クラブの

受け入れ児童数と26年度の待機児童数を、もう

一度確認させてください。

○川畑こども政策課長 平成26年度の利用児童

数につきましては8,152人、待機児童数につきま

しては327人となっております。

○前屋敷委員 わかりました。

続けて、次の111ページで子育て乳幼児医療費

の助成ですが、ここの決算額８億8,400万、この

数字と、それから113ページの一番下の表の資料。

これから見ますと、平成25年度と比較して減額

決算になっているんです。それだけ医療費が少

なくて済んでいるという結果なんですけれど、

分析として、単純に子供の数が減ったから医療

費も減ったものなのか、それとも早目の手当で

重篤な患者が少なくなって医療費が少なくなっ

たのか。どういうふうに見ておられるか、その

辺をお聞かせください。

○川畑こども政策課長 この助成の実績でござ

いますが、市町村から上がってくる実績に基づ

いた決算となっておりまして、その詳細を把握

しているものではないんですけれども、委員が

おっしゃるように子供の減少が、この医療費の

最終的な抑制の一つの大きな要因に上げられる

とは思っております。

○前屋敷委員 県が、これだけ医療費が抑制さ

れているということは、市町村も総じて、この

分の医療費が抑制されているということなので、

その辺の分析ももう少ししっかりしていただい

て、今後の施策につないでいただきたいと思い

ます。

○宮原委員 集団検診推進事業、胃がん、乳が

ん、肺がん、１台ずつ購入されているというこ

とですが、これは更新なんですか、それとも増

車ですか。ついでに、台数が何台ずつあるのか。

○木内健康増進課長 もともと２台あったとこ

ろに、今回は３台を購入ということで、１台追

加をしたということでございます。

○宮原委員 それぞれが何台ずつあるのか。今、

２台を３台にという言い方だったけれど。これ

は、それぞれ機器が多分違うんだと思うんです。

○木内健康増進課長 済みません。今回、３台

を購入したということで、県の所有のがん検診

車、９台となっております。この内訳につきま
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しては、今、手元に資料がございません。

○宮原委員 ９台というのは、だから１台は、

それぞれ更新のためなのか、増車なのか。

○木内健康増進課長 １台が増車で、２台が更

新ということでしたので、つまり８台だったも

のが９台になったということでございます。

○宮原委員 わかりました。

あと１点。110ページのところに、みやざき「恋

物語」プロジェクトがあるんですが、1,294人が

参加されたということですけれど、どの程度の

カップルができたのか。結婚まではいかなかっ

たとしても、そういう状況ができたのか。

○川畑こども政策課長 平成25年の実績としま

しては、参加者が1,680人に対して、※カップル

が79組、成婚が１組というのを把握していると

ころでございます。

○宮原委員 せっかくこんだけ集まっても、う

まくいったのは１組となると非常に厳しいのか

なという気はするんですが、せっかくこういう

企画をして、少子化に歯どめをかけるというこ

とも一つはあるんだと思いますので、精いっぱ

い頑張っていただきますように要望しておきま

す。

○川畑こども政策課長 今の件につきまして補

足をさせていただきたいと思うんですけれども、

このイベントについて、全てのものについて成

婚まで至ったということを、まだ状況が把握が

できているものではありませんので、把握して

いるのは１組であるということを補足させてい

ただきます。

○宮原委員 補足をありがとうございます。せっ

かくだから、何組できたかというところまでい

かないと。予算を使っているわけですから、何

となくやっているものではないと、そこをお願

いします。いいです。

○外山委員 今の宮原委員の関連だけれど、参

加者は、まだ本当に相手を見つけようとかいう

気持ちじゃなくて、遊び感覚で行って、その日、

楽しくお酒を飲もうという感覚が、こういう事

業に対してはあるんじゃないのかな。若い方の

受け取り方が、そうじゃないのかなと思うんだ

けど。

○川畑こども政策課長 結婚支援イベントと

言っておりますが、恋愛を求めてイベントに参

加される方もいらっしゃると思いますので、す

ぐに成婚ということにはならないのかなと考え

ております。

○外山委員 それはもう、当然そうですね。

１点だけよろしいですか。このこども政策課

の人づくり、いわゆる安心して子供を生み育て

られる社会と。いろんな事業がありますよね。

現在、子供を抱えている家庭とか、幼稚園とか

保育所の環境整備に予算を使うのは、今これし

かできないんでやむを得ないと思うんですけれ

ども、少子化が急速に進む中、誰もが安心して

子供を生み、健やかに育てられる環境づくりっ

て、これは非常に難しくて、これだけでは抜本

的な解決にならないと思うんです。

先ほど部長が出生率のとこでちょっと触れら

れましたよね。要は、雇用状況であるとか県民

所得であるとか、その辺にいくんで、これはも

ちろん、この課だけの問題じゃなくて全県的に、

あるいは日本全国で考えることなんだけれども、

先ほど部長がちょっと触れられたんで、そこが

本当にこれから重要かなと。

○桑山福祉保健部長 夏場に九州知事会と九経

連が夏季セミナーということで勉強会をやる機

会がありまして、今回、佐賀県で開催されまし

たが、その中で九州大学の農学部の先生が、こ

※75ページに発言訂正あり
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ういう結婚に関していろいろ研究されている若

手の先生がいらっしゃいます。その方の分析に

よりますと、結婚して50ぐらいまで、ずっと添

い遂げるという言い方がいいのかどうかわかり

ません。そういう方を追っかけていくと、子供

さんの数は2.幾らとかいう数字が、ここ10年、20

年で余り変わっていないんです。結局、その先

生いわく、やはり結婚していない人の比率が上

がっていると、そこが大きな問題じゃないかと

の分析をされておりました。

そういう意味では、いわゆる出会いの場、知

り合う機会をつくるというのも、地道な話では

ありますけれども重要ではないかと思いますし、

その後の妊娠、出産、子育て、いろんな場面で、

関係課は複数になりますけれども、努力してい

く必要があると思っています。

○外山委員 わかりました。

○後藤主査 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 以上をもちまして第２班の審査を

終了いたします。

引き続き総括質疑に入りますが、準備のため

暫時休憩いたします。

午後３時35分休憩

午後３時38分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

ので、総括質疑に移ります。

福祉保健部の平成26年度決算全般につきまし

て、質疑はございませんか。

○中野委員 不用額のことについて質問いたし

ます。福祉保健部の執行率が一般会計で97.3％、

つまり不用額の割合が2.7％であったと思うんで

すが、この数字は他部局と比較して、通年どお

りで、こんなもんかなという数字なんですか。

○渡邊福祉保健課長 済みません。各部局ごと、

細かな部ごとのものはないんですけれども、県

庁全体では93.8％となっております。

○中野委員 それは、福祉保健部としては非常

に執行状況がよかったということですね。本来

はせっかく立てた予算だから、景気対策も含め

て、100％執行できるように努めなければならな

いと思うんです。そういうことをして初めて、

県政が県下津々浦々に、あるいは県民に行き届

くという政策だったと思うんです。

それで、私はずっと聞きながら目を引いたと

ころは、負担金・補助及び交付金が、非常にど

こも多かったんです。確かにゼロというところ

もありました。それで、ざっと計算をしたら、

一般会計で11億3,300万円の不用額があって、負

担金・補助及び交付金のトータルが、これが約

４億2,000万円近くあったんです。だから、一般

会計の数字からすると37％を占めていることに

なるんですが、負担金あるいは補助金、交付金

というのは、本来ならば決まった数字があって、

そこに補助されたり負担されたり交付されてと

いった金額だと思うのに、４億2,000万円も不用

額になるということは、それが本当に妥当な数

字なのかなと。もとの計画は何だったんだろう

か、予算のつけ方は何だったろうかというのを、

余りにも各項目の数字の大きいところではそこ

を言われましたから。正確に計算すればどのく

らいかわかりませんが、暗算でそのくらいにな

りました。これは、もう仕方のない通常の数字

なのかということと、負担金・補助及び交付金

は、当初の段階ではっきりと予算執行できない

ということも含めてされているのか、そのあた

りのことをお尋ねしたいと思います。

○渡邊福祉保健課長 予算組みをする段階では、
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翌年度にどういった財政需要があるのかという

ことを、各市町村とか各関係団体に意見照会を

いたしまして、それをもとに予算組みをすると

ころでございます。そういう中で、実際予算を

組んだ後に、その後の状況の変化等もございま

して、予算の段階で考えていたところまでは至

らなかったと。あるいは、いろんな工夫をする

ことによって予算の縮減を図ろうと、そういっ

たことの積み上げの結果、このような結果になっ

ていると考えております。

○桑山福祉保健部長 ちょっと補足させていた

だきますと、例えば障がい福祉課の、ページで

言いますと19ページ、下から２番目に、おっしゃ

る補助金関係で3,400万円の不用額が出ておりま

すが、これにつきましては、自立支援医療費の

執行残でございます。やはり一定の需要があり

得る以上は、なかなか、ぎりぎりまで削減でき

ないと。結果として医療費の使用が少なくて済

んだというものでございます。

もう一つ、例を申し上げますと、こども政策

課の27ページ、ここに中ほどの補助金関係、児

童福祉総務費で7,500万円余りの補助金関係、不

用額が出ております。これについては、乳幼児

の医療費の助成の関係でございまして、やはり

一定の需要見込みを見て、最終補正では残して

おくわけですけれども、結果的に需要がそこま

で至らなかったことで多額の補助金関係が出て

いる。こういったものもありまして、例年そう

であろうと思いますが、補助金関係でも一定程

度の執行残が出てしまう状況はございます。

○中野委員 不用額が多ければ何かを節約した

ということではないですから、必要性があって

予算は計上したんだと思いますので、これから

は不用額はなるだけ少なくなるように。そして、

今言った項目のところが、金額が多くならない

ようにしてほしいと思うんです。せっかく立て

た予算だから、なるべく執行して、福祉ですか

ら、福祉が施される政策をしていただきたいと

思いました。余りにも４億というのは大きいで

すから、本当に福祉が県民のために施されて、

県民が満足しているのかなという気がしてなり

ません。これだけ金額があれば、もっとほかの

ことも含めて政策ができたんじゃないかなとい

う気がいたします。トータルでは11億3,300万円

も一般会計であるわけですから。11億円という

お金は大きいですよ。補正予算も組むから、こ

れが不足したということにはならなかったんだ

とは思うけれども、なるだけ使い切る努力をし

てください。お願いします。

○桑山福祉保健部長 先ほど、例示をいたしま

したが、そうとばかりも言えない部分もあろう

かと思います。今後とも十分、そういう効率的

な予算の編成、執行に努めまして、不用額がな

るべく少なくなるように努力したいと思ってお

ります。

ちなみに、昨年度も最終の繰り越しを含む執

行率は98.9ということで、26年度は25年度と同

率であったようでございます。

○後藤主査 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 ないようですので、それでは、以

上をもちまして福祉保健部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時47分休憩

午後３時58分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、審査の最

終日に行うことになっておりますので、明日の
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午後１時ちょうどに採決を行いたいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後３時59分散会
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午後１時０分再開

出席委員（８人）

主 査 後 藤 哲 朗

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員 中 野 一 則

委 員 宮 原 義 久

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 原 田 一 徳

○後藤主査 分科会を再開いたします。

まず、議案の採決の前に、昨日、午後の厚生

分科会におきまして、宮原委員から、こども政

策課所管のみやざき「恋物語」プロジェクト推

進事業の実績についての質疑があり、こども政

策課長より、25年度実績で1,680名が参加し、カッ

プル数が79組、成婚が１組との旨の答弁があり

ましたが、正しくは、カップル数が90組とのこ

とです。このことについて、当局より発言訂正

の申し出があり、許可しましたので御報告いた

します。

それでは、議案の採決を行いますが、採決の

前に、各議案につきまして、賛否も含め御意見

がありましたらお願いをしたいと思います。

○前屋敷委員 ２つですよね。一般会計と、そ

れと病院局ですね。別々にお願いしたいと思う

んです。

○後藤主査 わかりました。

それでは、ほかにないようですので、議案の

採決を行います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 ここで確認させていただきます。

それでは、採決につきましては、議案ごとが

よろしいでしょうか。一括がよろしいでしょう

か。

〔「議案ごと」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 議案ごとで。

それでは、それぞれ採決いたします。

議案第23号について、原案のとおり認定する

ことに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○後藤主査 挙手多数。よって、議案第23号に

ついては、原案のとおり認定すべきものと決定

いたしました。

次に、議案第27号について、原案のとおり認

定することに賛成の方の挙手をお願いいたしま

す。

〔賛成者挙手〕

○後藤主査 挙手全員。よって、議案第27号に

ついては、原案のとおり認定すべきものと決定

いたしました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。

主査報告の内容として、御要望等はありませ

んか。

暫時休憩いたします。

午後１時３分休憩

午後１時13分再開

○後藤主査 分科会を再開いたします。

平成27年10月６日(火)
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主査報告につきましては、正副主査に御一任

いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 それでは、そのようにいたします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤主査 何もないようですので、以上で分

科会を終了いたします。

午後１時13分閉会


